
エネルギー基本計画

（原案） 

令和６年１２月 

資料３



1 



 
 

2 
 

目 次 1 

 2 

Ⅰ．はじめに 3 

 4 

Ⅱ．東京電力福島第一原子力発電所事故後の歩み 5 

１． 総論 6 

２． 福島復興への取組状況 7 

３． 今後の福島復興への取組 8 

 9 

Ⅲ．第６次エネルギー基本計画以降の状況変化 10 

１． 総論 11 

２． ロシアによるウクライナ侵略等による経済安全保障上の要請の高まり 12 

３． ＤＸやＧＸなどの進展に伴う電力需要増加の可能性 13 

４． 気候変動の野心維持と現実的かつ多様な対応 14 

５． エネルギー政策と産業政策の一体化 15 

  16 

Ⅳ．エネルギー政策の基本的視点（Ｓ＋３Ｅ） 17 

１． 総論 18 

２． 安全性 19 

３． 安定供給 20 

４． 経済効率性 21 

５． 環境適合性 22 

 23 

Ⅴ．２０４０年に向けた政策の方向性 24 

１． 総論 25 

（１） エネルギー政策の基本的考え方 26 

（２） ＧＸ２０４０ビジョンとの関係 27 

２． 需要側の省エネ・非化石転換 28 

（１） 基本的考え方 29 

（２） 省エネ 30 

（３） 非化石転換 31 

（４） 産業・業務・家庭・運輸部門に求められる取組 32 

① 産業 33 

② 業務 34 

③ 家庭 35 

④ 運輸 36 

３． 脱炭素電源の拡大と系統整備 37 

（１） 基本的考え方 38 

（２） 再生可能エネルギー 39 

① 総論 40 

② 太陽光 41 



 
 

3 
 

③ 風力 1 

④ 地熱 2 

⑤ 水力 3 

⑥ バイオマス 4 

（３） 原子力発電 5 

（４） 火力発電とその脱炭素化 6 

① 総論 7 

② ＬＮＧ火力 8 

③ 石炭火力 9 

④ 石油等火力 10 

（５） 次世代電力ネットワークの構築 11 

① 総論 12 

② 系統 13 

③ 蓄電池 14 

④ 揚水等 15 

４． 次世代エネルギーの確保／供給体制 16 

（１） 基本的考え方 17 

（２） 水素 18 

（３） アンモニア 19 

（４） 合成メタン等 20 

（５） バイオ燃料、合成燃料 21 

５． 化石資源の確保／供給体制 22 

（１） 基本的考え方 23 

（２） 天然ガス 24 

（３） 石油（備蓄／サービスステーション（ＳＳ）等を含む） 25 

（４） ＬＰガス 26 

（５） 石炭 27 

６． ＣＯ２回収・有効利用・貯留 28 

７． 重要鉱物の確保 29 

８． エネルギーシステム改革 30 

９． 国際協力と国際協調 31 

 32 

Ⅵ．カーボンニュートラル実現に向けたイノベーション 33 

１．総論 34 

２．各論 35 

 36 

Ⅶ．国民各層とのコミュニケーション 37 

１．総論 38 

２．エネルギーに関する国民各層の理解促進 39 

３．政策立案プロセスの透明化と双方向的なコミュニケーションの充実 40 



 
 

4 
 

Ⅰ．はじめに 1 

 2 

我が国は、すぐに使える資源に乏しく、国土を山と深い海に囲まれるなどの地3 

理的制約を抱えており、過去に幾度もエネルギー安定供給の危機に見舞われ、そ4 

の都度、英知を結集してエネルギー安定供給の確保に取り組んできた。 5 

１９７３年の石油危機に際しては、化石燃料の燃料種や調達国の多角化を進め6 

ることに加え、ムーンライト計画などを通じた省エネの推進や、サンシャイン計7 

画による太陽光、原子力、ＬＮＧなどの石油代替エネルギー源の開発・活用を進8 

め、その後も、バランスの取れたエネルギー供給体制の構築を目指して取組を進9 

めてきた。 10 

しかし、２０１１年の東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故以11 

降、原子力発電所の多くが停止した結果、化石燃料に対する依存が高まり、その12 

大宗を海外からの輸入に頼るという、エネルギー需給構造上の脆弱性が再び顕在13 

化することとなった。 14 

こうした中、２０２２年２月には、ロシアによるウクライナ侵略が発生し、我15 

が国を取り巻くエネルギー情勢は一変した。エネルギー分野におけるインフレー16 

ションが世界的に顕著となり、我が国においても電力需給ひっ迫やエネルギー価17 

格の高騰が生じるなど、石油危機以来のエネルギー危機が危惧される事態となっ18 

た。翌年には、我が国が原油の９割以上を依存する中東地域における軍事的緊張19 

が高まり、化石燃料の調達に関する不確実性が上昇するなど、我が国が抱えるエ20 

ネルギー需給構造上の課題が改めて浮き彫りとなった。 21 

こうした課題は我が国の貿易収支にも大きな影響を与えている。２０２３年に22 

は、自動車、半導体製造装置などの輸出で得た金額の大宗を、原油や天然ガスな23 

どの鉱物性燃料の輸入に充てており、その総額は約２６兆円にまで達している。24 

また、足下ではデジタル分野におけるサービス収支も悪化しており、将来の経済25 

成長を牽引するデジタル分野において赤字が増加する事態に陥れば、我が国の更26 

なる国富の流出は避けがたく、データセンターをはじめとするサービス分野の国27 

内投資の確保に向けても、エネルギー政策が重要となる。 28 

エネルギーは国民生活や経済活動の基盤となるものであり、エネルギー安定供29 

給が損なわれることは決してあってはならない。化石燃料への過度な依存から脱30 

却し、エネルギー危機にも耐え得るエネルギー需給構造への転換を進めていくた31 

めにも、我が国が有する技術や英知を再び結集させ、エネルギー安全保障に重点32 

を置いた政策の再構築を進めることが強く求められている。 33 

世界的な異常気象や大規模な自然災害が発生する中、世界では多くの国・地域34 

が期限付きのカーボンニュートラル目標を表明し、脱炭素に向けた機運は高い状35 

態にある。こうした中、我が国では、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の36 

同時実現を掲げ、２０２３年５月にＧＸ推進法1とＧＸ脱炭素電源法2、翌年５月に37 

 
1 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（令和５年法律第３２号）。 
2 脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正す

る法律（令和５年法律第４４号） 
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水素社会推進法3とＣＣＳ事業法4を成立させるとともに、ＧＸ推進戦略5を策定し1 

てグリーントランスフォーメーション（ＧＸ）実現に向けた取組の方向性を示す2 

など、ＧＸ実現に向けた対応を強化させてきた。 3 

欧米各国では、脱炭素に向けた野心的な目標を掲げる国も少なくないが、一部4 

では、経済性や安定供給との間でバランスを取る現実路線への転換も進めており、5 

目標と現実の乖離が拡大する傾向もみられる。我が国では、２０３０年度温室効6 

果ガス（ＧＨＧ）削減目標と２０５０年カーボンニュートラルに対してオントラ7 

ックで排出削減を進めており、気候変動問題という人類共通の課題に対して国家8 

を挙げて対応する強い決意と行動を示している。 9 

我が国では、人口の減少や省エネの浸透などにより、２００７年度以降、電力10 

需要が減少傾向にあったが、今後、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）11 

やＧＸの進展により、電力需要が増加に転じることが見込まれている。 12 

生成ＡＩの登場により拡大が見込まれるデータセンター、重要な戦略物資であ13 

る半導体、鉄鋼や化学などの素材産業といった将来の成長産業は、いずれも国際14 

的に遜色ない価格で安定した品質の脱炭素エネルギー供給を必要としている。 15 

電力需要の増加と脱炭素電源を求める動きは世界中で顕著なものとなっている。16 

特に、米国主要ＩＴ企業は、データセンター等の稼働に必要となる脱炭素電源が17 

成長の制約要因とならぬよう、再生可能エネルギーの確保に加え、次世代革新炉18 

や次世代地熱発電などの革新技術への投資拡大を戦略的かつスピーディに進めて19 

いる。また、欧州においても、再生可能エネルギー拡大を進めており、欧州委員20 

会が２０２４年９月に公表したレポートによると、風力発電がガス火力発電を抜21 

き、再生可能エネルギーは２０２４年上半期の欧州の発電量の半分を占めるに至22 

った。原子力については、スウェーデンで原子力発電所の新設解禁への方針転換23 

や東欧における新設プロジェクトなど、原子力発電の拡大に向けた具体的な動き24 

が見られる。 25 

世界では、脱炭素を経済成長に結実させるべく、脱炭素分野での投資を加速さ26 

せるダイナミックな変化が起こっている中、我が国が産業を自国に維持・確保し27 

経済成長できるかは、脱炭素電源を十分確保できるかにかかっている。脱炭素電28 

源が十分確保できなければ、国内投資や経済成長の機会を逸することとなり、雇29 

用の確保や賃上げも困難となり、国民生活にも大きな影響を及ぼすこととなる。30 

このためにも、脱炭素電源の拡大を図り、最大限活用していくことが必要不可欠31 

である。 32 

特に、我が国の産業立地競争力の観点からは、国際的に遜色のない価格で安定33 

した品質のエネルギー供給が不可欠であり、ＧＸ２０４０ビジョンで示された方34 

針を踏まえ、エネルギー政策と経済政策を一体的に捉えながら、国が前面に立っ35 

て脱炭素エネルギーの確保に向けた事業環境整備を進めていく必要がある。 36 

 
3 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給及び利用の促進に関す

る法律（令和６年法律第３７号） 
4 二酸化炭素の貯留事業に関する法律（令和６年法律第３８号） 
5 脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（令和５年７月閣議決定） 
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こうした強い危機感の下、第７次エネルギー基本計画では、エネルギー安定供1 

給の確保に向けた投資を促進する観点から、２０４０年やその先のカーボンニュ2 

ートラル実現に向けたエネルギー需給構造を視野に入れつつ、Ｓ＋３Ｅの原則の3 

下、今後取り組むべき政策課題や対応の方向性をまとめている。 4 

我が国が将来にわたって豊かな国として存続し、全ての国民が希望をもって暮ら5 

せる社会を実現するためには、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素を同時に6 

実現していく必要がある。本計画が、「ＧＸ２０４０ビジョン」、「地球温暖化対7 

策計画」と一体的に活用されることで、我が国のエネルギー政策の将来像を示8 

し、エネルギー安定供給を将来にわたって確かなものとしていくため、ここに新9 

たなエネルギー基本計画を示すこととする。  10 
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Ⅱ．東京電力福島第一原子力発電所事故後の歩み 1 

 2 

１. 総論 3 

 4 

東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故から１３年が経過したが、5 

東京電力福島第一原子力発電所事故の経験、反省と教訓を肝に銘じて、エネルギ6 

ー政策を進めていくことが、エネルギー政策の原点である。 7 

福島の復興なくして東北の復興なし、東北の復興なくして日本の再生なし。福8 

島の復興及び再生は、原子力政策を推進してきた国の社会的な責任を踏まえて行9 

われるべきものである。復興・再生に向けて、技術的に難易度の高い作業が見込10 

まれる廃炉や除染土壌等の最終処分に向けた取組など、これからが正念場と言う11 

べき課題に直面しており、中長期的な対応が必要であるところ、事故を風化させ12 

るようなことは決してあってはならない。事故の教訓と反省を忘れることなく、13 

今なお避難生活を強いられている被災者の方々の心の痛みにしっかりと向き合い、14 

現場主義を徹底しながら、国が前面に立ち、福島の復興に最後まで取り組んでい15 

く。 16 

東京電力福島第一原子力発電所事故を経験した我が国としては、前述した我が17 

国を取り巻く情勢変化も踏まえ、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導18 

入する。 19 

その上で、今後も原子力を活用し続ける上では、安全性の確保を最優先とし、20 

「安全神話」に陥って悲惨な事態を防ぐことができなかったという反省を一時た21 

りとも忘れてはならない。 22 

 23 

２．福島復興への取組状況 24 

 25 

（１）東京電力福島第一原子力発電所の廃炉：オンサイト 26 

 27 

福島復興の大前提である東京電力福島第一原子力発電所の廃炉は、世界にも前28 

例のない困難な事業である。事業者任せにせず、国が前面に立ち、「東京電力ホー29 

ルディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマ30 

ップ」（２０１９年１２月 廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議決定。以下31 

「中長期ロードマップ」という。）に基づき、国内外の叡智を結集し、一つ一つの32 

対策を安全かつ着実に履行する不退転の決意を持って取り組んでいる。 33 

現行の中長期ロードマップでは、改めてリスクの早期低減・安全確保を最優先34 

に進めるべく、「復興と廃炉の両立」を大原則として位置付けた。同原則の下、凍35 

土壁等の対策により、汚染水発生量は大幅に減少した6。使用済燃料プールからの36 

燃料取出しは、３号機と４号機で全て完了した。２０２４年９月の２号機におけ37 

る燃料デブリの試験的取り出しの着手をもって、中長期ロードマップにおける、38 

燃料デブリ取り出し開始から廃止措置終了までの期間である「第３期」に移行し39 

た。東京電力福島第一原子力発電所の廃炉は先を見通すことの困難な作業であり、40 

 
6 ５４０㎥／日（２０１４年５月）から８０㎥／日（２０２３年度平均）まで減少。 
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対策の進捗状況や新たに判明した現場状況、燃料デブリの性状分析等から得られ1 

る新たな知見、研究開発の動向等に加え、これらを加味した廃炉作業の工法の成2 

立性の検討状況なども踏まえて適切に工程を見直し、廃炉の完遂に向けて、安全3 

かつ着実に対策を進めていく。ＡＬＰＳ処理水については、２０２３年８月の第4 

６回廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議、第６回ＡＬＰＳ処理水の処分に5 

関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議（合同開催）を経て、同月6 

２４日からＡＬＰＳ処理水の海洋放出を開始した。モニタリングによりＡＬＰＳ7 

処理水の安全性が確認されているほか、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）による評価8 

により、海洋放出が安全に行われていることが確認されている。 9 

 10 

（２）福島の復興・再生：オフサイト 11 

 12 

２０２０年３月までに帰還困難区域を除く全ての地域が避難指示解除に至り、13 

また、帰還困難区域についても、２０２３年１１月までに全ての特定復興再生拠14 

点区域の避難指示が解除されている。避難指示の対象人口は、２０１３年８月の15 

８．１万人から２０２４年４月には、おおむね９割減の８千人まで縮小した。一16 

方で、まだ復興のスタートラインに立ったばかりの地域もある。帰還困難区域の17 

うち、特定復興再生拠点区域外については、２０２０年代をかけて、帰還意向の18 

ある住民が帰還できるよう、２０２３年６月に特定帰還居住区域制度が創設され19 

た。２０２４年４月までに大熊町、双葉町、浪江町及び富岡町で特定帰還居住区20 

域復興再生計画が認定され、除染やインフラ整備等の避難指示解除に向けた取組21 

が始まっている。 22 

また、避難指示が解除された地域では、被災事業者の事業・なりわいの再建や、23 

福島イノベーション・コースト構想等を通じた新産業の創出に向けた取組を進め24 

てきた。２０１９年１２月には「福島イノベーション・コースト構想を基軸とし25 

た産業発展の青写真」（以下「「青写真」」という。）を策定し、同構想の更なる具26 

体化を進め、浜通り地域等が目指していく自立的・持続的な産業発展の姿を示し27 

た。２０２４年６月には、同構想をさらに発展させていくための、検討の論点を28 

提示した。 29 

これまで、官民合同チームの個別支援等を通じて、２０２４年９月末時点で約30 

２，７００者が事業再開を果たしたほか、福島ロボットテストフィールド等の強31 

みを活かした実用化開発等を通じて約８０社のロボット関連企業が集積した。２32 

０２３年４月には福島イノベーション・コースト構想の中核・司令塔となる福島33 

国際研究教育機構（Ｆ－ＲＥＩ）が設立され、研究開発成果の産業化や、これを34 

担う人材の育成・確保に取り組んでいる。また、２０２２年５月に取りまとめた35 

「交流人口拡大アクションプラン」に基づき、交流人口・関係人口拡大にも取り36 

組んでいる。また、「福島新エネ社会構想」に基づき、木質バイオマス発電や、共37 

用送電線の整備等が進んでいるところ、再生可能エネルギーの導入拡大や水素の38 

社会実装への取組を更に加速すべく、２０２４年９月に「福島新エネ社会構想加39 

速化プラン２．０」を策定した。  40 
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３．今後の福島復興への取組 1 

 2 

福島の復興・再生は政府の最重要課題である。福島が復興を成し遂げるその日3 

まで、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉、帰還困難区域の避難指示解除に向4 

けた取組、自立的な産業発展に向けた取組など、更なる難題を一つずつ解決して5 

いく。  6 

東京電力福島第一原子力発電所の廃炉については、周辺の住民の帰還を一層進める7 

上で重要であり、１号機及び２号機の使用済燃料プールからの燃料取出しや、燃料デ8 

ブリ取り出し等、難易度が極めて高い取組を安全確保に万全を期して行っていく必要9 

がある。そのため、これまで以上に、「復興と廃炉の両立」を意識した対応を行ってい10 

く。その際、国は中長期ロードマップの下、技術的な難易度が高く、国が前面に立つ11 

必要がある研究開発については、引き続き必要な支援を実施する。また、廃炉に関す12 

る技術や知見については、多国間協力の枠組み、米・英・仏の間での二国間協力の枠13 

組み等を通じて世界と共有し、各国の原子力施設における安全性の向上や防災機能の14 

強化に貢献するとともに、技術協力を通じて廃炉の完遂に向けて世界の叡智を結集す15 

る観点から、廃炉に関する技術協力を進めていく。加えて、国立研究開発法人日本原16 

子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）が、楢葉遠隔技術開発センター、廃炉環境国際共同研17 

究センター国際共同研究棟及び大熊分析・研究センターの拠点整備を着実に進め、廃18 

炉に関する技術基盤を確立していくとともに、長期にわたる取組が持続的に進められ19 

るよう、廃炉関連産業の集積促進や、分析人材等の廃炉を担う人材の育成に取り組ん20 

でいく。特に、廃炉事業内容を具体化して地元企業に説明等を行うことや、地元企業21 

の技術力を向上させること等を通じて、地元企業の廃炉関連産業への積極的な参画を22 

促進し、廃炉にまつわる経済効果を周辺地域に浸透させていく。加えて、廃炉現場の23 

視察や地域住民との座談会等の機会を通して、双方向のコミュニケーションを丁寧に24 

行うことで、地域の理解を得ながら進めていく。また、廃炉の実施責任を有する東京25 

電力が廃炉を確実に実施するため、災害に対応し電力の安定供給を確保する観点から、26 

電力ネットワークの強靱化等を進めていく中でも、必要な資金の捻出に支障を来すこ27 

とのないよう、規制料金下にある送配電事業における合理化分を、引き続き確実に廃28 

炉に要する資金に充てることを可能とする対応を行う。 29 

さらに、東京電力においては、これから本格化させていく燃料デブリの取り出し等30 

にあたり、国が認定した特別事業計画に基づいて取り組んできた非連続の経営改革や31 

企業価値の向上に向けた取組を一層進め、福島への責任を果たしていく必要がある。 32 

ＡＬＰＳ処理水の海洋放出については、引き続き、安全確保に万全を期し、ＩＡＥ33 

Ａによる評価も含め、国内外に向けて透明性高くわかりやすい情報発信に努めていく。34 

一部の国・地域による輸入規制に対しては、科学的根拠に基づかない措置の即時撤廃35 

を求めていくとともに、政府としてＡＬＰＳ処理水の処分が完了するまで全責任を持36 

って取り組むという方針を堅持し、全国の水産業支援に万全を期していく。帰還困難37 

区域については、たとえ長い年月を要するとしても、将来的に帰還困難区域の全てを38 

避難指示解除し、復興・再生に責任を持って取り組むとの決意の下、政府一丸となっ39 
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て、帰還困難区域の１日も早い復興を目指して取り組むこととしている。まずは、２1 

０２０年代をかけて、帰還意向のある住民が帰還できるよう、特定帰還居住区域の除2 

染やインフラ整備等、避難指示解除に向けた取組を進めるとともに、住宅・教育・医3 

療・福祉・買い物環境・移動手段等の生活環境を整備していく。併せて住民への帰還4 

意向の確認にも丁寧に取り組む。また、特定復興再生拠点区域外において、地元自治5 

体の土地活用への強い意向がある場合に避難指示解除を可能とする仕組みを措置し6 

ており、引き続き、各自治体の意向を十分に尊重し、運用していく。併せて、帰還困7 

難区域においても、安全を確保しつつ、森林整備やバイオマス発電も含む木材活用を8 

進めるとともに、今後、バリケード等物理的な防護措置を実施しない立入規制の緩和9 

も含め、地域のニーズを踏まえた活動の在り方を検討していく。残された土地・家屋10 

等の扱いについては、地元自治体と協議を重ねつつ、引き続き検討を進める。 11 

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送等を着実に実施していくとともに、福島県内の12 

除去土壌等の県外最終処分に向けて、除去土壌の再生利用の推進及び全国での理解醸13 

成活動を行う等、福島の環境再生に引き続き全力で取り組んでいく。 14 

「福島新エネ社会構想」については、２０２４年９月に策定した「福島新エネ社会15 

構想加速化プラン２．０」に基づき、再生可能エネルギーの導入拡大や水素の社会実16 

装に向けた取組をさらに加速していく。２０２４年７月に完成した総延長約８６km の17 

共用送電線に、順次、風力発電所等を連系するとともに、分散型再生可能エネルギー18 

システムやペロブスカイト太陽電池の先行活用等を推進する。福島での水素サプライ19 

チェーン構築に向けて、２０２４年１０月２３日に施行された水素社会推進法を含む20 

様々な支援・制度の活用や需要・供給の両面からコスト等の課題の解決策を関係省庁21 

において連携して検討し、福島水素エネルギー研究フィールド（ＦＨ２Ｒ）の民間主22 

体による実用化、水素モビリティの利用拡大、産業集積の実現等の取組を進める。 23 

浜通り地域等の自立的・持続的な産業発展に向けて、全ての前提となる「生活者の日々24 

の暮らし」を再建し持続させ、帰還・移住者に加え、個人・企業をはじめとする交流25 

人口・関係人口を拡大しつつ、コミュニティの再構築や地域の賑わい・イノベーショ26 

ンの創出を行い、「地域の稼ぎ」につなげる。社会課題解決の先進地として生まれ変わ27 

るストーリーを発信し、脈々と人・企業が集い、イノベーションが創出される好循環28 

を生み出す。今後改定する「青写真」において、こうした取組の方向性を盛り込み、29 

自立的・持続的な経済発展の実現に向けて全力を尽くしていく。  30 
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Ⅲ．第６次エネルギー基本計画以降の状況変化 1 

 2 

１．総論 3 

  4 

第６次エネルギー基本計画が２０２１年１０月に閣議決定されて以降、わずか３年5 

あまりの間に、我が国を取り巻くエネルギーに関する情勢は大きく変化した。 6 

エネルギーに関しては、ロシアによるウクライナ侵略や中東情勢の緊迫化などを受7 

けたエネルギー安全保障の要請の高まりに加え、国内ではＤＸやＧＸの進展による電8 

力需要増加が見込まれる状況となっている。 9 

脱炭素に関しては、欧米各国を中心に、２０５０年カーボンニュートラル実現に向10 

けた野心的な目標を堅持しながら、エネルギーの量・価格両面での不安定化を受け、11 

多様かつ現実的な取組を採用する傾向が見られる。特に、主要国では、気候変動対策12 

を産業政策と連動させながら、国内産業競争力を強化するための取組を強化するなど、13 

気候変動対策としてのエネルギー構造転換を産業政策と一体化させながら取り組ん14 

でいく傾向が顕著となっている。 15 

 第７次エネルギー基本計画では、こうした国内外の情勢変化を十分踏まえた上で、16 

エネルギー政策の検討を進めていく必要がある。 17 

 18 

２．ロシアによるウクライナ侵略等による経済安全保障上の要請の高まり 19 

 20 

２０２１年頃から、新型コロナ禍からの経済回復や、寒波の到来等によるエネルギ21 

ー需要の増加等が重なり、エネルギー価格が上昇を開始していたが、２０２２年２月22 

に、ロシアがウクライナ侵略を開始し、世界のエネルギー情勢は一変した。 23 

当時、ロシアに対するエネルギー依存度を高めていた欧州各国を中心に、ロシア産24 

ガスから脱却する方針を示したことにより、短期的なエネルギー需給バランスが大き25 

く崩れ、天然ガスは供給不足に陥り、その価格は、欧州のみならず、アジアのＬＮＧ26 

市場においても史上最高値を付けることとなった。 27 

こうした中、エネルギー分野のインフレーションが契機となり、食品など様々な分28 

野において国際的なインフレーションが発生した。我が国においても、電力需給ひっ29 

迫やエネルギー価格の高騰が生じるなど、石油危機以来のエネルギー危機が危惧され30 

る極めて緊迫した事態に直面することとなった。このような危機に直面し、我が国の31 

エネルギー供給体制が脆弱であり、エネルギー安全保障上の課題を抱えたものである32 

ことを再認識させられることとなった。 33 

足下では、イスラエル・パレスチナ情勢の悪化やイスラエル・イラン間の軍事的緊34 

張関係の高まりなどにより、中東情勢が緊迫化している。原油の約９割以上を中東か35 

らの輸入に依存する我が国にとって、チョークポイントが集結する中東地域の情勢悪36 

化はエネルギー安全保障に直結し、我が国の産業競争力に大きな影響を与えかねない37 

状況となっている。 38 
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また、２０１５年の国連気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ２１）においてパリ1 

協定が採択されたことを契機に、世界的な脱炭素の潮流が拡大している。こうした中、2 

化石燃料の上流投資が減少傾向となる一方で、アジア諸国の経済成長などによるエネ3 

ルギー需要が増加しており、需給の不確実性が高まっている。また、再生可能エネル4 

ギーや原子力などのクリーンエネルギーに対する投資は増加傾向にある一方、化石燃5 

料に対する投資は減少傾向にある。こうした状況の変化により、今後、化石燃料価格6 

のボラティリティが大きく上昇する可能性がある。 7 

すぐに使える資源に乏しく、国土を山と深い海に囲まれ、地理的制約のある我が国8 

においては、エネルギー安定供給の確保は、いつの時代においても最優先課題である。9 

国民生活や経済活動の根幹となるエネルギー供給が質・量の両面において途切れるこ10 

とがないよう、エネルギー安全保障の確保に向けて万全を尽くす必要がある。 11 

 12 

３．ＤＸやＧＸなどの進展に伴う電力需要増加の可能性 13 

  14 

世界では、ＤＸやＧＸなどの進展に伴う電力需要増加が見込まれている。 15 

 ２０２４年１０月に公表された国際エネルギー機関（ＩＥＡ）の「World Energy 16 

Outlook 2024」では、世界の電力需要が、ＳＴＥＰＳ（公表政策シナリオ：Stated 17 

Policies Scenario）において、２０２３年から２０３５年にかけて年率約３％で増18 

加すると予想されており、電力需要の主な変動要因として、データセンター需要、平19 

均気温の上昇、電気機器の省エネ、ＥＶ需要などが挙げられている。 20 

 将来の電力需要については、我が国においても同様の傾向にある。電力広域的運営21 

推進機関が２０２４年１月に公表した「全国及び供給区域ごとの需要想定」（２０２22 

４年度）では、これまで人口減少や節電・省エネなどにより電力需要が減少傾向にあ23 

ったが、節電・省エネなどの影響は継続しつつも、経済成長及びデータセンター・半24 

導体工場の新増設に伴う需要増加により、電力需要が増加に転じ、２０３３年度にか25 

けて電力需要が増加すると想定している。 26 

 こうした将来の電力需要増加への対応には、最先端半導体や光電融合技術などの最27 

先端の情報処理技術や、それを支える液体冷却技術などを用いる最先端の付帯設備を28 

活用することにより、データセンターのエネルギー効率の改善に向けた取組を強化す29 

ることが重要であり、既にデータセンターごとのエネルギー使用量や効率の実績の情30 

報公開や規制を導入している国も存在する。 31 

今後、高炉から電炉への転換などのＧＸの進展に伴う電化や、生成ＡＩの普及拡大32 

に伴うデータセンターや半導体工場などの増加により、大幅な効率改善を見込んだと33 

しても、将来の電力需要については増加する可能性が高いと考えられる。現時点にお34 

いて、将来の電力需要を精緻に予想することは困難であるが、将来の電力需要増加の35 

可能性がある程度見込まれる以上、そうした場合においても必要となる脱炭素電源の36 

供給が確保されるように万全の備えを行うことが重要となる。 37 
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特に、将来の電力需要の増加に対しては、脱炭素電源を拡大することで対応する必1 

要があるところ、十分な脱炭素電源が確保できなかったが故に、国内においてデータ2 

センターや半導体工場などの投資機会が失われ、我が国の経済成長や産業競争力強化3 

の機会が失われることは、決してあってはならない。また、足下では、化石燃料輸入4 

に伴う貿易赤字の悪化に加え、デジタル収支の悪化も拡大しており、我が国の国富を5 

維持し、経済安全保障を確保するためにも、国内で必要なデータセンター等の投資が6 

行われる必要がある。 7 

 8 

４．気候変動の野心維持と現実的かつ多様な対応 9 

 10 

国際エネルギー情勢の変化を受け、欧米各国を中心に、野心的な脱炭素目標を維持11 

した上で、エネルギー安定供給を確保するための現実的な取組が進められている。 12 

気候変動問題に関しては、欧州委員会の「ＲＥＰｏｗｅｒＥＵ」計画に代表される13 

ように、欧州各国では、ウクライナ侵略以降、ロシアからのエネルギー依存の脱却を14 

目指して、再生可能エネルギーの導入・省エネの強化や、原子力や水素等のエネルギ15 

ー供給源の多様化を進めるとともに、２０２４年２月には、欧州委員会が、２０４０16 

年までに温室効果ガス排出量を１９９０年比で９０％削減する非常に野心的な脱炭17 

素に関する提案を行い、現在検討が行われている。 18 

同時に、欧米各国では、エネルギー安定供給の確保に向けて現実的な取組も進めて19 

いる。ウクライナ侵略以降、欧州各国が天然ガス貯蔵量を進める中、世界最大のＬＮ20 

Ｇ輸出国である米国は欧州に対するＬＮＧ輸出を強化している。また、２０２３年１21 

１月から開催されたＣＯＰ２８では、２０３０年までに再生可能エネルギー設備容量22 

を世界全体で３倍、エネルギー効率の改善率を世界平均で２倍へ拡大するといった野23 

心的な取組に加え、原子力、排出削減が困難な分野でのＣＯ２回収・有効利用・貯留24 

などの低減・除去技術、低炭素水素製造を含む、排出ゼロ及び低排出技術を加速させ25 

るとの記載が成果文書に盛り込まれるなど、カーボンニュートラル実現に向けてあら26 

ゆる技術を活用していく方向性が示されている。 27 

このように、世界では、２０５０年カーボンニュートラル実現に向けた野心的な目28 

標を堅持しながらも、各国が置かれた状況を固有の状況を踏まえ、経済性やエネルギ29 

ー安定供給との間でバランスを取る現実路線へ転換を進めており、野心的な脱炭素目30 

標と現実の乖離が大きくなりつつある。 31 

こうした中、脱炭素に向けたアプローチについて、２０２３年５月に開催されたＧ32 

７広島サミットにおいて、エネルギー安全保障、気候危機、地政学的リスクに一体的33 

に対応し、各国の事情に応じた多様な道筋を認めつつ、ネット・ゼロ実現という共通34 

のゴールを目指す方針が明記された。この方針は、２０２４年６月に開催されたＧ７35 

プーリアサミットでも継承されており、アジア・ゼロエミッション共同体（ＡＺＥＣ）36 

においても、「ＡＺＥＣ原則」としてパートナー国との間で合意されている。 37 

 38 



 

14 

５．エネルギー政策と産業政策の一体化 1 

 2 

欧米各国を中心に、世界各国では、気候変動対策と産業政策を連動させ、カーボン3 

ニュートラル実現に向けた国内外のエネルギー転換を自国の産業競争力強化につな4 

げるための政策を強化している。 5 

米国では、２０２２年８月に成立したインフレ削減法7において、エネルギー安全6 

保障や気候変動関連分野への投資促進策が示され、再生可能エネルギーや原子力を7 

中心としたクリーン電力等に対して、１０年間で３,６９０億ドル（約５２兆円8）の8 

政府支援が打ち出された。 9 

欧州でも、２０２２年５月に「ＲＥＰｏｗｅｒＥＵ」計画、２０２３年２月には「グ10 

リーンディール産業計画（Green Deal Industrial Plan）」が公表されるなど、エネ11 

ルギーの脱ロシア依存を進めるとともに、米国や中国などへ対抗するため、積極的な12 

グリーン産業への支援を進めてきた。 13 

こうした中、２０２４年９月には、欧州中央銀行（ＥＣＢ）前総裁・イタリア前首14 

相のマリオ・ドラギ氏が、ＥＵの産業競争力強化に向けた「The future of European 15 

competitiveness」（ドラギレポート）を公表している。同レポートには、脱炭素に向16 

けた目標は維持しつつも、その野心的な目標が、産業界に短期的な追加コストをもた17 

らし、欧州産業界にとって大きな負担となっている点を踏まえ、脱炭素の野心に比較18 

して産業政策が不足していたとして、毎年、最大８０００億ユーロ（１２０兆円9）19 

の追加投資が必要とするなど、産業政策の必要性を強調している。 20 

我が国では、ＧＸを、産業革命以来の化石エネルギー中心の経済・社会、産業構造21 

から、クリーンエネルギー中心のものに移行させ、経済社会システム全体の変革を行22 

うものと位置づけ、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の同時実現を目指してお23 

り、こうした取組を引き続き進めていく。  24 

 
7 Inflation Reduction Act（2022 年 8 月 16 日成立） 
8 １ドル１４０円で換算した場合の金額。 
9 １ユーロ１５０円で換算した場合の金額。 
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Ⅳ．エネルギー政策の基本的視点（Ｓ＋３Ｅ） 1 

 2 

１.総論 3 

 4 

我が国のエネルギー政策の要諦は、安全性（Safety）を大前提に、エネルギー安定5 

供給（Energy Security）を第一として、経済効率性の向上（Economic Efficiency）6 

と環境への適合（Environment）を図るという、「Ｓ＋３Ｅの原則」にある。 7 

特に、我が国は、すぐに使える資源に乏しく、国土を山と深い海に囲まれていると8 

いった地理的制約を抱えているため、安全性の確保を大前提に、３つのＥ（エネルギ9 

ー安定供給、経済効率性、環境適合性）の最適なバランスを追求していくことが、エ10 

ネルギー政策の基本的視点となる。 11 

こうしたＳ＋３Ｅの原則に加えて、今後のエネルギー政策には、国際的な視点やサ12 

プライチェーンの維持・確保といった視点も重要となる。 13 

ロシアによるウクライナ侵略や中東情勢の緊迫化といった国際的な地政学リスク14 

の高まりは、我が国のエネルギー安全保障を、世界のエネルギー情勢と切り離して考15 

えることが困難であることを再認識させるものである。気候変動問題など、一国のみ16 

では十分な解決策が難しい課題も増加している中、国際的な視点がより重要となる。 17 

また、エネルギー政策の推進に際しては、生産・調達から流通・消費までのエネル18 

ギーサプライチェーン全体を俯瞰した上で、エネルギー安定供給に必要となるサプラ19 

イチェーンの維持・確保に中長期的に取り組んでいくことが重要である。 20 

こうした視点も踏まえつつ、Ｓ＋３Ｅの大原則を改めて以下のとおり整理する。 21 

 22 

２．安全性の確保（Safety） 23 

 24 

安全性の確保（Safety）は、エネルギー政策の大前提である。特に原子力について25 

は、いかなる事情よりも安全性を全てに優先させ、国民の懸念の解消に全力を挙げる26 

必要がある。 27 

また、保安人材の高齢化などによる将来の人材不足への懸念、自然災害の頻発・激28 

甚化やサイバー攻撃の複雑化・巧妙化なども踏まえ、原子力のみならずあらゆるエネ29 

ルギー源について、安全性確保への不断の取組が求められる。 30 

 31 

３．エネルギー安定供給（Energy Security） 32 

 33 

我が国は、すぐに使える資源に乏しく、国土を山と深い海に囲まれるなどの地理的34 

制約を抱えており、エネルギー自給率は２０２２年度時点で約１２．６％とＧ７加盟35 

国の中でも最低となるなど、エネルギー安定供給上の脆弱性を抱えている。 36 

こうした状況を踏まえ、我が国では、徹底した省エネに加え、化石燃料の調達国の37 

多角化や特定のエネルギー源に過度に依存しない分散化の取組を進めることにより、38 
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エネルギー安定供給の確保に努めてきた。今後、再生可能エネルギー、原子力などエ1 

ネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最大限活用することにより、エ2 

ネルギー自給率を向上させる必要があり、「２０４０年度エネルギー需給見通し」が3 

実現した場合、２０４０年度エネルギー自給率は３～４割程度が見込まれる。 4 

また、エネルギー安定供給を確保する上では、近年、自然災害が頻発・激甚化して5 

いる状況や、エネルギーインフラ設備に対するサイバー攻撃などのリスクが上昇して6 

いることも踏まえ、レジリエンスを強化する視点も必要となる。 7 

足下の国際的なエネルギー情勢の変化も踏まえ、エネルギー安定供給の確保に重点8 

を置いた政策を再構築するとともに、多層的に構成されたエネルギーの供給体制が、9 

平時のみならず、有時にも適切に機能する強靱性（レジリエンス）を高めていくこと10 

が必要である。 11 

 12 

４．経済効率性（Economic Efficiency） 13 

  14 

経済効率性（Economic Efficiency）の向上により、国際的に遜色ない価格でエネ15 

ルギーを供給することが重要である。 16 

エネルギーは、国民生活や経済活動の基盤となるものであり、特に、そのコストに17 

ついては、日々の国民生活や経済活動に事業活動に大きな影響を与える。今後、更な18 

る脱炭素化を進めていく上では、エネルギーコストの上昇も想定されるが、エネルギ19 

ー多消費産業を中心とする製造業では、国際的に遜色ない価格でエネルギー供給が行20 

われるかが重要な要素となる。足下では、欧米各国を中心に、脱炭素に向けた取組を21 

自国の経済成長につなげるべく、ＧＸ関連投資に対する政府支援を強化しており、国22 

際的に遜色ない価格でエネルギー供給を実現できるかは、企業の事業拠点を国内に留23 

め、新たな投資を我が国に呼び込み、我が国が更なる経済成長を実現していく上での24 

前提条件となる。 25 

特に、２０５０年カーボンニュートラルに向けては、温室効果ガスの限界削減費用26 

が相対的に高い対策も含まれるため、脱炭素化に向けた取組に伴うコスト上昇を最大27 

限抑制するべく、経済合理的な対策から優先して導入することにより、経済効率性の28 

向上を行うことが不可欠な視点となる。 29 

 30 

５．環境適合性（Environment） 31 

 32 

環境への適合（Environment）については、我が国では、温室効果ガス排出量の８割33 

以上をエネルギー起源ＣＯ２が占めており、エネルギー政策における対応が重要とな34 

る。特に、気候変動問題が人類共通の課題となる中、カーボンニュートラル目標を表35 

明する国・地域が増加し、世界的に脱炭素の機運が高まっている。我が国においても36 

２０３０年度の温室効果ガス４６％削減、２０４０年度〇〇％削減、２０５０年カー37 
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ボンニュートラル実現という野心的な国際公約を掲げており、気候変動問題に対して1 

国家を挙げて対応する強い決意を表明している。 2 

エネルギー分野の脱炭素化に際しては、脱炭素化に伴う社会的コストが増加してい3 

くことが想定されるため、脱炭素技術のコスト低減を最大限推進するとともに、エネ4 

ルギー安定供給や経済効率性とのバランスを踏まえ、脱炭素エネルギーを利用する国5 

民や産業界の理解を丁寧に得ながら進めていく必要がある。  6 
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Ⅴ．２０４０年に向けた政策の方向性 1 

 2 

１．総論 3 

 4 

（１）エネルギー政策の基本的考え方 5 

 6 

 エネルギーは国民生活や経済活動の基盤であり、我々の生活に欠かすことができな7 

いものである。とりわけ、ＤＸやＧＸによる電力需要増加も見込まれる中、エネルギ8 

ー政策は、産業構造、産業立地に関する政策と一体で展開していく必要がある。発電9 

設備の建設に必要となるリードタイムなどを勘案すると、エネルギー安定供給の確保10 

に向けては、ＧＸ２０４０ビジョンと一体で、今から２０４０年に向けたエネルギー11 

政策を展開する必要がある。その際には、Ｓ＋３Ｅの原則の下、安全性の確保を前提12 

に、エネルギー安定供給を第一として、経済効率性と環境適合性の向上に向けて最大13 

限取組を進めていくことが重要となる。 14 

我が国では、２０４０年度の温室効果ガス〇〇％削減という野心的な目標を掲げて15 

いるが、２０４０年時点におけるエネルギー関連技術のイノベーションの状況や、各16 

国のエネルギー政策の動向、ＤＸやＧＸの進展状況などには不確実な要素が多く、現17 

時点で正確に将来を見通すことは困難である。 18 

 こうした不確実性が高い状況において、２０４０年度に向けたエネルギー政策の検19 

討を進めていく上では、２０５０年カーボンニュートラル実現に向けて、使える技術20 

は全て活用するとの方針の下、あらゆる選択肢を追求していく必要がある。 21 

すぐに使える資源に乏しく、国土を山と深い海に囲まれるなどの地理的制約を抱え22 

ているという我が国の固有事情を踏まえれば、エネルギー安定供給と脱炭素を両立す23 

る観点から、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入するとともに、特定の24 

電源や燃料源に過度に依存しないようバランスのとれた電源構成を目指していく。 25 

その上で、化石エネルギーへの過度な依存からの脱却を目指し、需要サイドにおけ26 

る徹底した省エネルギー、製造業の燃料転換などを進めるとともに、供給サイドにお27 

いては、再生可能エネルギー、原子力などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果28 

の高い電源を最大限活用することが必要不可欠である。 29 

 特に、ＤＸやＧＸの進展による電力需要増加が見込まれる中、それに見合った脱炭30 

素電源を十分確保できるかが我が国の経済成長や産業競争力を左右する状況にある。31 

脱炭素電源を拡大し、我が国の経済成長や産業競争力強化を実現できなければ、雇用32 

の維持や賃上げも困難となるため、再生可能エネルギーか原子力かといった二項対立33 

的な議論ではなく、再生可能エネルギーと原子力をともに最大限活用していくことが34 

極めて重要となる。 35 

加えて、２０４０年に向けては、電化が困難であるなど、脱炭素化が難しい（Hard 36 

to Abate）分野においても脱炭素化を推進していくことが求められるため、天然ガス37 
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などへの燃料転換に加え、水素やアンモニア、合成メタン、ＣＣＵＳなどを活用した1 

対策を進めていく必要がある。 2 

こうした脱炭素化に向けた取組の実行にあたっては、脱炭素化に伴う社会全体のコ3 

ストを最小化していく視点が重要となる。特に、排出削減が進むにつれて、温室効果4 

ガスの限界削減コストが相対的に高い対策にも取り組む必要があるため、経済合理的5 

な対策から優先的に導入していくといった視点が不可欠となる。こうした考え方の下、6 

Ｓ＋３Ｅの原則に基づき、脱炭素化に伴うコスト上昇を最大限抑制するべく取り組ん7 

でいく。 8 

同時に、２０５０年カーボンニュートラル実現に向けては更なるイノベーションが9 

不可欠であるところ、２０４０年時点において再生可能エネルギー、水素等、ＣＣＳ10 

などの脱炭素技術の開発が期待されたほど進展せず、コスト低減等が十分に進まない11 

ような事態（リスクケース）も否定できない。こうした場合にも、経済成長を実現し12 

ながら、国民生活をエネルギー制約から守り抜く観点から、諸外国の対応も踏まえつ13 

つ、ＬＮＧの長期契約の確保など、エネルギー安定供給の確保に万全を期すことが重14 

要である。 15 

２０４０年に向けたエネルギー政策は、こうした点を十分踏まえた上で検討される16 

必要があり、以下に具体的な方向性を示していく。   17 

 18 

（２）ＧＸ２０４０ビジョンとの関係 19 

 20 

 世界では、脱炭素に伴うエネルギー需給構造の転換を自国の経済成長に結びつけよ21 

うとする動きが広がっており、脱炭素関連投資の誘致が拡大している。こうした中、22 

我が国においても、長期的視点から、ＧＸ産業構造、ＧＸ産業立地、エネルギーを一23 

体的に政策展開するため、新たに「ＧＸ２０４０ビジョン」が策定される。 24 

 ＤＸやＧＸの進展による電力需要増加が見込まれる中、それに見合った脱炭素電源25 

を確保できるかどうかが、我が国の経済成長・産業競争力に直結する状況となってお26 

り、エネルギー政策と産業政策は密接不可分の関係にある。 27 

本計画と「ＧＸ２０４０ビジョン」を一体的に遂行することにより、エネルギー安28 

定供給、経済成長、脱炭素の同時実現を目指す取組を加速していく。  29 
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２．需要側の省エネ・非化石転換 1 

 2 

（１）基本的考え方 3 

 4 

我が国では、化石燃料への過度な依存から脱却し、エネルギー危機にも耐え得る需5 

給構造への転換を進めるため、徹底した省エネに向けた取組を進めてきた。 6 

化石燃料の大宗を海外からの輸入に依存する我が国において、徹底した省エネの重7 

要性は不変であるが、今後、２０５０年カーボンニュートラルに向けて更に排出削減8 

対策を進めていく上では、需要サイドの取組として、徹底した省エネに加え、電化や9 

非化石転換が占める割合も今まで以上に大きくなると考えられる。 10 

このため、電化が可能な分野においては、Ｓ＋３Ｅのバランスを確保しつつ、まず11 

は電源の脱炭素化と電化を推進していくことが求められる。その上で、２０５０年カ12 

ーボンニュートラル実現に向けては、電化が困難であるなど、脱炭素化が難しい（Hard 13 

to Abate）分野においても脱炭素化を推進していくことが求められるため、天然ガス14 

などへの燃料転換に加え、水素やアンモニア、合成メタン、ＣＣＵＳなどを活用した15 

対策を進めていく必要がある。 16 

その際、こうした排出削減対策は、温室効果ガスの限界削減コストが相対的に高い17 

対策も含まれるため、脱炭素化に向けた取組に伴うコスト上昇を最大限抑制するべく、18 

経済合理的な対策から優先して導入することが不可欠である。このため、今後は、各19 

対策がＣＯ２をどれだけ削減できるかという観点から、省エネ、電化、非化石転換な20 

どの選択肢を総合的に勘案した上で、コスト最適な手段を用いて政策を進めていく必21 

要がある。 22 

 23 

（２）省エネ 24 

 25 

石油危機を契機として１９７９年に「省エネ法10」が制定されて以降、我が国では、26 

規制と支援を一体的に講ずることで、徹底した省エネに向けた取組を一貫して推進し27 

てきた。こうした取組の成果もあり、我が国のエネルギー消費効率は１９７０年代の28 

石油危機以降、官民の努力により４割改善し、世界的にも高い水準にある。 29 

世界に目を向けると、欧米各国を中心に２０５０年カーボンニュートラル実現に向30 

けた気候変動対策を強化していることに加え、ロシアによるウクライナ侵略などを契31 

機としたエネルギー安全保障への関心の高まりや、化石燃料の国際価格の上昇等を受32 

け、世界各国で省エネを強化する動きが強まっている。 33 

このような中、２０２３年５月のＧ７広島首脳会合では、省エネが「第一の燃料34 

（first fuel）」として位置づけられ、「クリーンエネルギー移行に不可欠な要素」と35 

 
10 制定当時は、「エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）」。法改正

を経て現在は、「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭

和５４年法律第４９号）」。 
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された。ＣＯＰ２８のＧＳＴ（Global Stocktake）決定文書には、２０３０年までに1 

世界全体のエネルギー効率の改善率を世界平均２倍とする内容が盛り込まれるなど、2 

省エネの重要性が世界でも再認識されている。 3 

我が国では、徹底した省エネの成果もあり、２００５年以降、最終エネルギー消費4 

量は減少傾向にあるが、足下では、経済活動の低下によって最終エネルギー消費量が5 

減少している割合も少なくない。我が国では、ＧＸを通じてエネルギー安定供給、経6 

済成長、脱炭素を同時に実現する方針を掲げており、経済活動を低下させることなく、7 

エネルギー効率の改善を進めていく必要がある。 8 

特に、足下では、ＤＸやＧＸの進展による電力需要増加が見込まれており、再生可9 

能エネルギーや原子力などの脱炭素電源の確保を進めると同時に、半導体の省エネ性10 

能の向上や光電融合などの最先端の技術を活用することにより、エネルギー消費効率11 

の改善を進めていく必要がある。データセンターについては、技術開発の促進に加え12 

て、事業者が満たすべき効率を設定した上でその取組を可視化するなど、諸外国の取13 

組も踏まえつつ、支援策と一体で制度面での対応を行う。加えて、データセンターの14 

効率改善をより適切に促すための評価指標の検討も行っていく。 15 

今後、更なる省エネのためには非連続的な技術開発・取組強化も必要となるため、16 

「省エネルギー・非化石エネルギー転換技術戦略」なども見直しながら、高効率機器・17 

デジタル技術等のイノベーションを促進していく。 18 

さらに、我が国の温室効果ガス排出量の１～２割を占めるとされる中小企業におい19 

ても、脱炭素を進めることが重要である。中小企業にとってＧＸの取組は、光熱費・20 

燃料費の低減や自社製品のブランド力強化、取引先の拡充などのメリットも見込まれ21 

る。中小企業や家庭にとって、脱炭素の取組の「第一歩」は省エネであることが多く、22 

省エネを契機とした脱炭素に向けた取組を進めていく必要がある。 23 

なお、支援と規制を一体的に進めていくことが重要であり、省エネ法のトップラン24 

ナー制度やベンチマーク制度等について、事業者の取組状況等も踏まえつつ、対象、25 

指標等について継続して見直しを行いつつ、支援体制を充実させる。 26 

 27 

（３）非化石転換 28 

 29 

２０５０年カーボンニュートラル実現に向けては、Ｓ＋３Ｅのバランスを確保しつ30 

つ、まずは電源の脱炭素化と電化を進めていく。その上で、電化が困難な分野を中心31 

に、天然ガスなどへの燃料転換や、水素、アンモニア、合成メタン、ＣＣＵＳなどの32 

活用を進めていく。 33 

２０２２年度に実施した省エネ法改正では、法律名を「エネルギーの使用の合理化34 

及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」へと改め、省エネ法における「エネ35 

ルギー」の定義を拡大し、エネルギー需要家に対して、非化石エネルギーへの転換の36 

目標に関する中長期計画及び非化石エネルギーの使用状況等の定期の報告を求める37 
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こととした。これにより、省エネ法では、化石燃料の省エネに加え、非化石エネルギ1 

ーへの転換及び非化石エネルギーの使用の合理化を促す枠組みを整備した。 2 

電化や非化石転換にあたっては、特に、エネルギー多消費産業を中心として、抜本3 

的な製造プロセス転換が必要となる場合も少なくない。こうした分野では、設備投資4 

やサプライチェーンの構築などを計画的に進める必要があり、規制や支援を組み合わ5 

せながら、官民が一体となって取組を進めていくことが、我が国の産業競争力を維持・6 

向上させるために必要不可欠である。 7 

２０４０年度に向けては、こうした電化や非化石転換を中心としつつ、ディマンド8 

リスポンス（ＤＲ）の促進や、ヒートポンプやコージェネレーションなどの熱供給の9 

効率化を含むエネルギー使用の合理化なども一体的に進めながら、規制と支援の両輪10 

で各部門における取組を進めていく。 11 

 12 

（４）産業・業務・家庭・運輸部門に求められる取組 13 

 14 

① 産業 15 

２０４０年に向けては、徹底した省エネの推進に加え、製造業を中心に、熱需要や16 

製造プロセスそのものの転換が必要となるため、再生可能エネルギーや原子力などの17 

脱炭素電源や水素等の脱炭素エネルギーの供給サイドの取組と併せて、燃料転換や電18 

化、非化石転換を大胆に進めていく必要がある。 19 

特に、エネルギー多消費産業を中心として、製造プロセス転換に伴う生産設備等が20 

高額になることや、既存設備の耐久年数を考慮した設備の入替えのタイミング、省エ21 

ネ技術が向上している中で長年活用を続けている工作機械をはじめとする生産設備22 

等の省エネ性能の相対的な劣化、生産設備以外にも受電設備や配管等の脱炭素に向け23 

たインフラの整備も必要となること、などを考慮した上で、我が国の産業競争力強化24 

につながるよう官民一体となって取組を進めていく必要がある。 25 

設備更新への投資促進に向けては、複数年の投資計画に切れ目なく対応できるよう26 

に支援を進め、特に、高効率機器の導入や工場・事業所全体での大幅な省エネ、電化・27 

非化石転換、デジタル技術を活用した操業の最適化などを後押ししていく。中小企業28 

については、脱炭素に向けた潜在的なニーズを掘り起こすため、省エネ診断の強化や29 

金融機関や省エネ支援機関とも連携した、地域で中小企業等の省エネを支援する体制30 

を構築していく。支援体制の充実に向けては、省エネ等を助言することができる人材31 

の確保にも併せて取り組む。 32 

デジタル技術の活用により、エネルギー消費量を可視化の上、更なる省エネを進め33 

るべく、ＡＩを含むＤＸの進展なども踏まえ、デジタル技術の活用を促す制度面での34 

対応を検討する。 35 

省エネ法に基づく定期報告について、情報を積極的に開示する事業者の拡大等に取36 

り組む。また、省エネの取組を拡大する観点から、省エネ法の規制対象についても適37 

切に見直していく。加えて、非化石転換、ＤＲを強力に進めていくため、工場等の非38 
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化石エネルギー等導入余地にも着目しながら、制度面での対応を含め、検討を進めて1 

いく。 2 

 3 

② 業務・家庭 4 

業務・家庭部門においては、住宅・建築物は一度建築されると長期ストックとなる5 

性質上、速やかに省エネルギー性能の向上を進めるとともに、非化石転換やＤＲも推6 

進していく必要がある。 7 

政府としては、２０５０年にストック平均でのＺＥＨ（Net Zero Energy House）・8 

ＺＥＢ（Net Zero Energy Building）基準の水準の省エネ性能の確保を目指し、これ9 

に至る２０３０年度以降に新築される住宅・建築物はＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省10 

エネルギー性能の確保を目指すとの目標を掲げており、建築物省エネ法11などの規制11 

と支援措置を一体的に活用しながら、省エネ性能の向上及び再生可能エネルギーの導12 

入拡大を進めていく。 13 

規制・制度の在り方については、こうした目標と整合するよう、住宅・建築物にお14 

ける省エネ基準の段階的な水準の引上げを遅くとも２０３０年度までに実施する。エ15 

ネルギー収支が正味ゼロとなることを目指す「ＺＥＨ」についても、今後は更なるゼ16 

ロ・エネルギー化を進める観点から、省エネ性能の大幅な引上げを実施するとともに、17 

自家消費型太陽光発電の促進を行うよう、その定義を見直す。また、より高い省エネ18 

水準の住宅の供給を促す枠組みを創設するとともに、住宅性能表示制度における基準19 

を充実させる。さらに、こうした省エネ性能の向上を建材や設備の観点から支えるべ20 

く、トップランナー制度において、窓などの目標基準値の改訂や対象拡大に取り組む。 21 

これらに加え、家庭部門の非化石転換やＤＲも併せて進めていく観点から、家庭部22 

門のエネルギー消費の約３割を占める給湯器の省エネや非化石転換の加速、ＤＲに必23 

要な機能の具備の促進、開示を通じたエネルギー供給事業者の取組強化などの制度面24 

での対応を進める。 25 

支援措置については、これらの規制や制度による手法と併せて、ＺＥＨ基準の水準26 

を大きく上回る省エネ性能等を有する住宅などの導入に対する支援を行う。さらに、27 

既存住宅・建築物の省エネを進めるため、断熱窓への改修や高効率給湯器の導入も含28 

めた住宅の省エネ改修、建築物の省エネ改修を支援する。 29 

また、ヒートポンプ給湯機やハイブリッド給湯機、家庭用燃料電池といった高効率30 

給湯器の導入や、設置スペース等の都合から高効率給湯器の導入が難しい賃貸集合住31 

宅向けには、潜熱回収型給湯器の導入を支援する。 32 

 33 

③ 運輸 34 

運輸部門においては、自動車分野におけるライフサイクルを通じたＣＯ２排出削減、35 

物流分野におけるエネルギー効率の向上、船舶・航空・港湾分野における次世代燃料36 

の活用などの取組を進めていく。 37 

 
11 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５３号）。 
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自動車分野は、運輸部門のＣＯ２排出量の８６％（２０２２年度時点）を占めてお1 

り、カーボンニュートラル化に向け、多様な選択肢を追求し、２０５０年に自動車の2 

ライフサイクルを通じたＣＯ２ゼロを目指す。 3 

乗用車については、２０３５年までに、新車販売で電動車（電気自動車、燃料電池4 

自動車、プラグインハイブリッド自動車及びハイブリッド自動車）１００％の実現を5 

目指す。また、商用車については、８トン以下の小型車については新車販売で、２０6 

３０年までに電動車２０～３０％、２０４０年までに電動車と合成燃料等の脱炭素燃7 

料車で１００％を目指す。８トン超の大型車については、２０２０年代に５，０００8 

台の先行導入を目指すとともに、水素や合成燃料等の価格低減に向けた技術開発・普9 

及の取組の進捗も踏まえ、２０３０年までに２０４０年の電動車の普及目標を設定す10 

る。 11 

このため、電動車の導入促進や、２０３０年に３０万口を目標とする充電インフラ12 

の整備を進める。乗用車の２０３０年度を目標年度とする燃費規制については、トッ13 

プランナー制度に基づく燃費基準の下、さらにエネルギー消費効率を高めつつ、通常14 

の燃費試験では反映されない省エネ技術について、評価する制度を導入する。電動化15 

に必要な蓄電池については、遅くとも２０３０年までに国内製造基盤１５０ＧＷｈ／16 

年の確立を目指して、蓄電池・部素材・製造装置の製造基盤の国内立地・技術開発へ17 

の支援等を進めていく。また、車載用蓄電池のリユースや車両からの給電設備の整備18 

を促進し、再生可能エネルギーの有効利用に貢献する。 19 

商用車については、国が定めた非化石エネルギー自動車の保有や使用に関する目標20 

等に準じる計画を定めた輸送事業者や荷主等に対して、車両の導入を支援していくと21 

ともに、国が定める目標の拡大について検討を行う。商用車に重点を置いた燃料電池22 

自動車の普及を進めるため、集中的に導入する重点地域に対して追加的支援を講じて23 

いく。また、重量車の燃費向上等を図るため、電動車の普及促進を見据えた新たな燃24 

費基準の検討を開始する。 25 

また、内燃機関に係るガソリンの低炭素化・脱炭素化を進めるため、ガソリンにつ26 

いては２０３０年度までにバイオエタノールの最大濃度１０％の低炭素ガソリンの27 

供給開始を目指し、２０４０年度から最大濃度２０％の低炭素ガソリンの供給開始を28 

追求する。また、対応車両の開発・拡大を行う。加えてバイオディーゼルの導入を推29 

進する。さらに、合成燃料については２０３０年代前半までの商用化実現を目指し、30 

その活用を行っていく。 31 

 物流分野においては、鉄道、船舶、航空、ダブル連結トラック等の多様な輸送モー32 

ドを活用した新たなモーダルシフトの推進や物流施設等の脱炭素化を推進していく。 33 

 船舶分野においては、国際海事機関(ＩＭＯ)などの国際動向や技術開発の状況を踏34 

まえ、ゼロエミッション船等の国内生産体制の整備支援に取り組み、導入を促進して35 

いく。 36 
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 航空分野においては、持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）の導入促進 、管制の高度化に1 

よる運航方式の改善 、機材・装備品等への新技術導入 、空港施設・空港車両の省エ2 

ネ化、空港の再エネ拠点化等 について、官民連携の取組を推進していく。 3 

港湾分野においては、水素を燃料とする荷役機械の導入の促進や、脱炭素化の取4 

組状況を客観的に評価する認証制度の活用等により、脱炭素化を進める。 5 
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３．脱炭素電源の拡大と系統整備 1 

 2 

（１）基本的考え方 3 

 4 

①総論 5 

２０５０年カーボンニュートラルに向けては、現状、電源構成の７割を占める火力6 

発電の脱炭素電源への置き換えや、火力発電の脱炭素化を推進していく必要がある。7 

加えて、国内における電力需要は、ＤＸやＧＸの進展に伴い増加が見込まれ、こうし8 

た将来の電力需要の増加に対しても、脱炭素電源を拡大することで対応する必要があ9 

る。十分な脱炭素電源が確保できなかったが故に国内においてデータセンターや半導10 

体工場などの投資機会が失われ、我が国の経済成長や産業競争力強化の機会が失われ11 

ることは厳に避ける必要があり、大規模な電源投資が必要な時代に突入している。こ12 

うした電力システム改革時には必ずしも想定されていなかった状況の変化が生じて13 

おり、脱炭素電源の供給力を抜本的に強化しなければ、将来的な電力の安定供給の見14 

通しは不透明となる。 15 

電源構成における基本的な考え方としては、エネルギー安定供給と脱炭素を両立す16 

る観点から、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入するとともに、特定の17 

電源や燃料源に過度に依存しないようバランスのとれた電源構成を目指していく必18 

要がある。これは、現時点で単独の完璧なエネルギー源は存在せず、特定のエネルギ19 

ー源に過度に依存することはリスクが高まるとの考え方に基づくものである。エネル20 

ギー危機にも耐え得るエネルギー需給構造を実現するためには、Ｓ＋３Ｅの大原則の21 

下で、エネルギー源ごとの強みが最大限に発揮され、弱みが他のエネルギー源によっ22 

て適切に補完されるような組み合わせを持つ、多層的な供給構造を実現することが必23 

要である。 24 

ウクライナ侵略、中東での紛争などによる化石燃料の価格変動リスク等もある中、25 

脱炭素電源の拡大に向けては、足下の脱炭素電源構成が約３割という状況を踏まえれ26 

ば、再生可能エネルギーか原子力かといった二項対立的な議論ではなく、再生可能エ27 

ネルギー、原子力などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最大限28 

活用することが必要不可欠である。 29 

 30 

②供給力の確保と系統整備の必要性 31 

加えて、トランジション（移行）期においては、電力の安定供給を大前提に、非効32 

率な石炭火力のフェードアウトや将来的な脱炭素化を前提としたＬＮＧ専焼火力の33 

新設・リプレース等の取組、必要な燃料の安定確保の取組も進めていく必要がある。34 

こうした観点からも、必要な供給力を確保するための長期脱炭素電源オークションを35 

含めた容量市場の着実な運用や見直しの検討、緊急時に備えた予備電源制度の継続的36 

な検討など、安定供給を確保するための取組も引き続き必要である。 37 
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また、発電事業者については、容量市場等の制度的な裏付けによる電源の確保や1 

各種の電力取引市場の整備等の対応が進められてきたところであり、電力供給を通2 

じた貢献が求められる。こうした観点から発電事業者に求められる役割や機能につ3 

いても電力システムの状況に応じて不断の検討を行うことが重要である。 4 

また、脱炭素電源の拡大やトランジション期の供給力の確保に向けては、国民へ5 

の適切な情報提供を行うことによって、国民理解を高めていく必要があると同時に、6 

立地地域との共生に向けた取組、国際交渉や海外との連携も同時に適切に行ってい7 

く必要がある。 8 

さらに、電力の安定供給を確保しつつ、電力システムの脱炭素化を進めるため、9 

電力ネットワークの次世代化を進めることが不可欠である。このため、広域系統長10 

期方針（広域連系系統のマスタープラン）を踏まえた地域間連系線の整備や、地内11 

基幹系統等の増強を着実に進めていく必要がある。加えて、近年増加するデータセ12 

ンター等のＤＸやＧＸの推進に資する大規模需要を脱炭素電源の近傍等の適地に13 

誘導し、電力の安定的な供給を実現するため、先行的・計画的な系統整備を促す仕14 

組みを検討する。 15 

 16 

③事業環境整備・市場環境整備 17 

電源投資を取り巻く足下の環境を踏まえると、インフレや金利上昇などの要因に18 

より、今後も電力分野の建設コストは上昇していく可能性がある。特に、大型電源19 

については投資額が巨額となり、総事業期間も長期間となるため、収入と費用の変20 

動リスクが大きく、電力自由化を始めとする現在の事業環境の下では、将来的な事21 

業収入の不確実性が大きい。こうした中では、長期の事業期間を見込む投資規模の22 

大きな投資や、技術開発の動向、制度変更、インフレ等により初期投資や費用の変23 

動が大きくなることが想定される投資については、事業者が新たな投資を躊躇する24 

懸念がある。 25 

そのため、これらのリスクや懸念に対応し、脱炭素電源への投資回収の予見性を26 

高め、事業者の新たな投資を促進し、電力の脱炭素化と安定供給を実現するため、27 

事業期間中の市場環境の変化等に伴う収入・費用の変動に対応できるような制度措28 

置や市場環境を整備する。 29 

そして、脱炭素電源を拡大するため、発電や送配電などの分野において、長期にわ30 

たり大規模な投資を継続していく必要があるが、市場環境が大きく変化し、事業の不31 

確実性が高まってきており、多額の有利子負債が生じている中で、事業者が、今後も32 

大規模かつ長期の資金を、継続して調達し続けることは容易ではない。しかも、投資33 

タイミングと回収期のギャップがある中で、今後、先行的かつ集中的に更なる投資の34 

拡大が求められていること、電気料金への影響を抑制しつつ投資を行っていく必要が35 

あることも資金調達をより難しくしている。また、事業者のファイナンスを支える金36 

融機関・機関投資家等にとっても、融資・投資残高が大規模化しており、リスク管理37 

の重要性がこれまで以上に高まっている点や、その中で事業者に対してさらに追加で38 
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どの程度の規模の融資・投資が可能かといった規模管理の点等から、事業者に対して1 

融資・投資を実行することへのハードルが高まってきていることが指摘されている。 2 

なお、２０５０年カーボンニュートラル実現に向けて、世界的にも巨額の投資が必3 

要となると見込まれており、そうした状況の中、諸外国においては電力分野におけ4 

るファイナンス面での投資支援が行われている。我が国においても、様々な電気事5 

業の制度見直しと併せ、民間資金を最大限活用する形で、電力分野における必要な6 

投資資金を安定的に確保していくためのファイナンス環境の整備に取り組む必要が7 

ある。具体的には、民間金融機関等が取り切れないリスクについて、公的な信用補8 

完の活用とともに、政府の信用力を活用した融資等、脱炭素投資に向けたファイナ9 

ンス円滑化の方策等を検討する。  10 
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（２）再生可能エネルギー 1 

 2 

①総論 3 

（ア）基本的考え方 4 

再生可能エネルギーは、世界的に発電コストが急速に低減し、コスト競争力のある5 

電源となってきており、導入量が急増している。我が国においても、２０１２年７月6 

の固定価格買取制度（ＦＩＴ制度）の導入以降、当時１０％であった電源構成に占め7 

る再生可能エネルギー比率は２０２２年度には約２２％にまで拡大した。特に、導入8 

容量は再生可能エネルギー全体で世界第６位となるなど、導入が着実に進展している。 9 

今後とも、エネルギー政策の原則であるＳ＋３Ｅを大前提に、電力部門の脱炭素化10 

に向け、再生可能エネルギーの主力電源化を徹底し、関係省庁が連携して施策を強化11 

することで、地域との共生と国民負担の抑制を図りながら最大限の導入を促す。再生12 

可能エネルギーの主力電源化にあたっては、電力市場への統合に取り組み、系統整備13 

や調整力の確保に伴う社会全体での統合コストの最小化を図るとともに、再生可能エ14 

ネルギーの長期安定電源化に取り組む。また、導入拡大にあたっては、イノベーショ15 

ンの加速とサプライチェーンの構築を戦略的に進め、国産再生可能エネルギーの普及16 

拡大による技術自給率の向上を図るとともに、使用済太陽光パネルへの対応等を講じ17 

ていく。 18 

 19 

（イ）地域との共生等 20 

（a）総論 21 

ＦＩＴ制度の導入を契機とした再生可能エネルギーの急速な導入拡大に伴い、様々22 

な事業者の参入が拡大した結果、安全面、防災面、景観や環境への影響、将来の廃棄23 

等に対する地域の懸念が高まっている。また、太陽光パネルについては、２０３０年24 

代後半以降に排出量が顕著に増加すると想定され、計画的な対応が必要となる。再生25 

可能エネルギーが長期にわたり安定的に発電する電源として、地域や社会に受け入れ26 

られるよう、地域の理解の促進や適正な事業規律の確保に取り組むことが重要である。 27 

  28 

（b）２０２４年に施行された改正再エネ特措法等に基づく事業規律の強化 29 

２０２４年に施行された改正再エネ特措法12に基づき、地域住民との適切なコミュ30 

ニケーションを図るため、説明会の開催等による周辺地域の住民への事業内容の事前31 

周知を認定基準とした。また、再生可能エネルギー発電事業の実施に関する関係法令32 

違反を早期に是正するため、違反事業者等に対してＦＩＴ・ＦＩＰ13交付金を一時停33 

止する措置を導入した。併せて、森林法における林地開発許可等、災害の危険に直接34 

 
12 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）。 
13 Feed-in Premium。市場価格を踏まえて計算される参照価格と基準価格の差額等をプレミア

ムとして交付する制度であり、事業者の収入水準は市場価格に連動する。 
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影響を及ぼし得るような土地開発に関わる許認可について、２０２３年１０月から、1 

再エネ特措法の認定手続を厳格化し、ＦＩＴ・ＦＩＰ認定申請の要件とした。 2 

さらに、２０２３年に施行された改正電気事業法14に基づき、小規模な太陽光発電3 

設備に技術基準の適合維持義務を課す等の規律強化を行った。 4 

これらの措置等を実効的に講じるため、２０２４年度から、全国の再生可能エネル5 

ギー発電施設に対して現地調査を行う体制を構築する等、執行体制の強化を図ってお6 

り、引き続き、適正に対応する。 7 

 8 

(c)地元理解の促進に向けた取組／地域脱炭素の促進 9 

全国の地方自治体を対象とした連絡会等を開催するなど、地方自治体との連携を強10 

化し、地域と共生した再生可能エネルギーの導入を図る地方自治体の条例の策定等を11 

促進する。 12 

加えて、地球温暖化対策推進法15に基づく地域脱炭素化促進事業制度により、促進13 

区域の設定及び地域共生型の再生可能エネルギーの導入を推進するため、人材・情報・14 

資金の観点での地方自治体への支援を強化し、制度の一層の活用を進める。国は、少15 

なくとも１００箇所の地域で、２０２５年度までに脱炭素先行地域を選定し、地方創16 

生に資する脱炭素化の先行的な取組を２０３０年度までに実現するとともに、全国各17 

地で、地方自治体が複数年度にわたり複合的に実施する屋根設置型太陽光発電などの18 

自家消費・地域消費型の再生可能エネルギー、蓄電池、ＺＥＢ・ＺＥＨ、ＥＶ等の導19 

入を重点的に加速させる。 20 

災害の激甚化が進む中で、各地域における国土強靱化の観点も踏まえ、防災力・レ21 

ジリエンスの強化に資する避難施設・防災拠点等の公共施設等への再生可能エネルギ22 

ー及び蓄電池の導入を積極的に推進する。 23 

 24 

(d)再生可能エネルギー発電設備の適正な廃棄・リサイクル 25 

再生可能エネルギー発電設備の適正な廃棄等を担保するため、事業用太陽光発電設26 

備の廃棄等費用について、２０２２年７月から、原則として源泉徴収的な外部積立て27 

を求めており、本制度を着実に運用していく。 28 

また、太陽光パネルについて、２０３０年代後半以降の排出量の増加に対応するた29 

め、適正なリユース・リサイクル・廃棄処分が確実に行われるよう、義務的リサイク30 

ル制度を含めた新制度の構築に向けて検討を進める。 31 

 32 

(e)長期安定電源化 33 

ＦＩＴ・ＦＩＰ制度に基づき国民負担による支援を受けて導入された電源が、調達34 

期間及び交付期間の終了後も、次世代にわたり長期安定的に事業継続されるよう、関35 

係事業者等の行動指針を整理した上で、同指針に基づき、再生可能エネルギー発電事36 

 
14 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）。 
15 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）。 
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業に対する再投資やリパワリングを促すとともに、長期安定電源の担い手として責任1 

あるプレイヤーを長期安定適格太陽光発電事業者として認定し、同事業者への事業集2 

約を推進していく。 3 

 4 

（ウ）国民負担の抑制等 5 

我が国の再生可能エネルギーの発電コストは、着実に低減が進んできてはいるもの6 

の、国際水準と比較すると依然高い。また、２０２４年度の再生可能エネルギー賦課7 

金は２．７兆円に達すると想定されている。国民負担の抑制を図るため、再生可能エ8 

ネルギーのコストを競争力ある水準に低減させ、自立的に導入が進む状態を早期に実9 

現していく。 10 

具体的には、ＦＩＴ・ＦＩＰ制度における入札制の活用等を推進する。また、ＦＩ11 

Ｔ・ＦＩＰ認定後の迅速な事業実施を促すため、ＦＩＴ・ＦＩＰ認定の失効制度等を12 

着実に運用していく。 13 

 14 

（エ）電力市場への統合 15 

(a)総論 16 

 再生可能エネルギーの主力電源化にあたり、出力の変動する再生可能エネルギーの17 

電力市場への統合を進めるため、揚水発電や蓄電池の活用など、調整力の確保を進め18 

ていく。さらに、再生可能エネルギーの導入余地が大きい地域と需要地をつなぐ地域19 

間連系線の整備を推進する。また、再生可能エネルギーを最大限に活用する観点から、20 

その出力制御量の低減に取り組む。 21 

 その上で、再生可能エネルギーの電力市場への統合にあたっては、社会全体での統22 

合コストの最小化が重要となる。この観点から、ＦＩＰ制度の更なる活用を通じて、23 

再生可能エネルギー発電事業者が自ら電力市場の需給状況に応じた行動（蓄電池によ24 

る供給シフト等）を取るように促すとともに、地域に賦存する再生可能エネルギーの25 

地産地消を推進していく。 26 

 27 

(b)ＦＩＰ制度の更なる活用 28 

ＦＩＰ制度は、再生可能エネルギーの電力市場への統合の鍵となるものであり、電29 

力システム全体のコスト低減、再生可能エネルギーの出力制御量の低減等にも寄与す30 

ることから、制度の更なる活用を進める。具体的には、ＦＩＴ電源とＦＩＰ電源の需31 

給バランスの確保への貢献の度合いと公平性の確保の観点から、優先給電ルールにお32 

ける出力制御の順番を見直す。併せて、ＦＩＰ電源に係る蓄電池の活用や発電予測な33 

どへの支援を強化する。 34 

 35 

(c)再生可能エネルギーの地域活用 36 

地域に賦存する再生可能エネルギーの地産地消は、災害時のエネルギーの安定供給37 

の確保や地域活性化の観点から重要である。また、再生可能エネルギーの出力変動に38 
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ついて、需給に近接した脱炭素化された調整力等による調整がなされることで、統合1 

コストの抑制が見込まれる。 2 

このため、発電に近接した工場や家庭等で再生可能エネルギー電気を消費するモデ3 

ルや、需要地内では消費し切れない再生可能エネルギー電気を地域内で消費するモデ4 

ルなどを推進するとともに、ＦＩＴ制度に基づく「地域活用要件」を通じて自家消費5 

や地域一体的な電源の活用を促す。 6 

 7 

(オ）イノベーションの加速／サプライチェーン構築 8 

再生可能エネルギーの導入が進展する中で、地域と共生しながら効率的に事業が実9 

施できる適地が不足している。こうした中で、今後再生可能エネルギーの更なる導入10 

拡大を図る上では、建築物の屋根や壁面、水深の深い海域等の新たな再生可能エネル11 

ギー適地の開拓が必要であり、それを支える技術的なイノベーションの加速が重要と12 

なる。その際、太陽光パネルの生産等の関連産業には、現状、海外依存度が高いもの13 

が見られるが、再生可能エネルギーの導入拡大と併せて、国内に強靱なサプライチェ14 

ーンを構築し、産業競争力の強化を図ることが重要である。 15 

 16 

（カ）その他の課題 17 

自然由来の再生可能エネルギー熱は、地域性の高い重要なエネルギー源であり、経18 

済性や地域の特性に応じて進めていくことが重要である。太陽熱、地中熱、雪氷熱、19 

温泉熱、海水熱、河川熱、下水熱等の自然由来の再生可能エネルギー熱について、熱20 

供給設備の導入支援を図るとともに、複数の需要家群で熱を面的に融通する取組への21 

支援を行うことで、再生可能エネルギー熱の導入拡大を目指す。 22 

また、波力・潮力等の海洋エネルギーを始めとする革新的な技術について、低コス23 

ト化・高効率化や多様な用途の開拓に資する研究開発等を推進する。 24 

 25 

②太陽光 26 

（ア）基本的考え方 27 

太陽光発電については、平地面積当たりの太陽光の導入容量は主要国最大となるな28 

ど、我が国において導入が着実に進展している。さらに、自家消費や地産地消を行う29 

分散型エネルギーリソースとして、地域におけるレジリエンスの観点でも活用が期待30 

される。また、一定程度導入コストの低減が進んだことにより、ＦＩＴ・ＦＩＰ制度31 

によらずに事業を実施する形態も生じてきている。 32 

一方で、太陽光発電の年間導入量は、地域と共生しながら効率的に事業が実施でき33 

る適地の不足等を背景に、ＦＩＴ制度導入当初に比べ低下している。さらに、発電量34 

が時間帯や天候に左右されるといった特性を踏まえる必要もある。 35 

こうした中で、更なる導入拡大にあたっては、地域との共生と国民負担の抑制を前36 

提とし、需給近接型での導入が可能な建築物の屋根や壁面の有効活用を追求していく37 

ことが重要である。 38 
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また、太陽光パネルの生産については、２０００年代後半以降、急激に事業環境が1 

変化する中で、官民双方において、需要創出や投資の面で必ずしも十分な規模とスピ2 

ードでの対応ができず、我が国はシェアを大きく減少させた。これを教訓として、次3 

世代型太陽電池について、国内に強靱なサプライチェーンを構築し、産業競争力の強4 

化を図ることが重要である。 5 

 6 

（イ）屋根設置太陽光発電 7 

今後の太陽光発電の導入拡大にあたっては、まずは、比較的地域共生がしやすく、8 

自家消費型で導入されることで系統負荷の低い屋根設置太陽光発電のポテンシャル9 

を更に積極的に活用していく。 10 

公共部門については、国が率先して、２０３０年に設置可能な建築物等の約５０％、11 

さらには、２０４０年に設置可能な建築物等の１００％に太陽光発電設備を設置する12 

ことを目指す。この実現に向け、政府の新築建築物への太陽光発電設備の最大限設置13 

を徹底するとともに、既存ストックや公有地等への設置も推進する。さらに、工場・14 

オフィス等の民間部門については、ＺＥＢや自家消費型事業の普及拡大、省エネ法に15 

基づく定期報告制度の活用、既存ストック対策の充実、建材一体型設備の導入等を進16 

める。また、投資回収の早期化や設置者の与信補完の観点から、ＦＩＴ・ＦＩＰ制度17 

の調達期間・交付期間の在り方を検討するとともに、関係省庁が連携して必要な支援18 

を検討する。 19 

また、住宅用太陽光発電については、２０５０年において設置が合理的な住宅・建20 

築物には太陽光発電設備が設置されていることが一般的となることを目指し、これに21 

至る２０３０年において新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備が設置されることを22 

目指す。この確実な達成に向けて、建売戸建及び注文戸建住宅に係る住宅トップラン23 

ナー基準として、一定割合の太陽光発電設備の設置を求め、住宅への太陽光発電設備24 

の設置を促進する。 25 

 26 

（ウ）地上設置太陽光発電 27 

地上設置太陽光発電については、地方自治体による再生可能エネルギー導入の目標28 

設定を促すとともに、目標の達成に向け、地域脱炭素化促進事業制度の活用による具29 

体的な再生可能エネルギー促進区域の設定（ポジティブゾーニング）等を推進する。30 

また、農地についても、優良農地の確保を前提に、営農が見込まれない荒廃農地への31 

再生可能エネルギーの導入拡大を進める。さらに、発電と営農が両立する営農型太陽32 

光発電については、事業規律や適切な営農の確保を前提として、自治体の関与等によ33 

り適正性が確保された事業の導入の拡大を進める。加えて、空港、道路、鉄道、港湾34 

等のインフラ空間等を活用した太陽光発電の導入拡大を図る。 35 

さらに、ＦＩＴ・ＦＩＰ制度を前提としない自家消費モデルや需要家等が遠隔地に36 

発電設備を設置し長期契約等に基づき受電する仕組み等による再生可能エネルギー37 

発電事業についても、導入を推進する。 38 



 

34 

 1 

（エ）次世代型太陽電池の早期社会実装 2 

太陽光発電の適地が限られる中、従来設置が進んでいなかった耐荷重性の低い建築3 

物の屋根や建物の壁面等への設置を進める観点から、２０２４年１１月に次世代型太4 

陽電池の導入拡大及び産業競争力強化に向けた官民協議会において策定した「次世代5 

型太陽電池戦略」に基づき、軽量・柔軟等の特徴を兼ね備えるペロブスカイト太陽電6 

池の早期の社会実装を進めていく。具体的には、２０２５年までに２０円／ｋＷｈ、7 

２０３０年までに１４円／ｋＷｈ、２０４０年までに１０円～１４円／ｋＷｈ以下の8 

水準を目指して技術開発を進める。また、国内において強靱な生産体制を確立させる9 

ことが重要であり、２０３０年を待たずにＧＷ級の構築を目指す。官民関係者が総力10 

を挙げて、世界に引けを取らない規模とスピードで、量産技術の確立、生産体制整備、11 

需要の創出に三位一体で取り組み、２０４０年には約２０ＧＷの導入を目標とする。12 

また、海外市場にも本格的な展開を図るとともに、信頼性評価等に関する国際標準の13 

策定を目指す。 14 

 15 

③風力 16 

（ア）基本的考え方 17 

風力発電の導入に関し、陸上では、開発しやすい平野部での適地が減少している。18 

また、洋上では、陸上に比べて大規模開発が可能となる一方で、欧州に比べて急深な19 

地形・複雑な地層であるなどの日本の地理的特性がある。この中で、地域と共生しつ20 

つ適地を確保することが課題である。さらに、地元との調整や環境アセスメントなど21 

への対応により、導入までのリードタイムは長い。 22 

風力発電の更なる導入拡大に向けては、風力発電の適地と需要地を結ぶ送電網の整23 

備が重要となる。広域連系系統のマスタープランを踏まえ、北海道・本州間の海底直24 

流送電をはじめとする地域間連系線の整備等を進める。 25 

 26 

（イ）洋上風力発電 27 

洋上風力発電は、今後コスト低減が見込まれる電源として、我が国の電力供給の一28 

定割合を占めることが見込まれ、急速なコストダウンと案件形成が進展する海外と同29 

様、我が国の再生可能エネルギーの主力電源化に向けた「切り札」である。また、事30 

業規模が大きく、産業の裾野も広いことから、建設やＯ＆Ｍ等を通じ雇用創出にも貢31 

献するなど、経済波及効果が期待される。 32 

こうした点を踏まえ、再エネ海域利用法16に基づく公募制度等を通じて、２０３０33 

年までに１０ＧＷ、２０４０年までに浮体式も含む３０ＧＷ～４５ＧＷの案件を形成34 

することを目指す。このため、引き続き、初期段階から政府等が関与し、より迅速・35 

効率的に地盤等の調査や適時の系統接続の確保等を行う仕組み（セントラル方式）の36 

 
16 海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成３０年

法律第８９号）。 
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対象海域を拡大するとともに、促進区域の指定の際に国が海洋環境調査を行う仕組み1 

を検討する。さらに、地域間連系線や港湾等のインフラ整備を計画的に進めていく。2 

また、投資が大規模かつ総事業期間が長期間にわたることから、収入・費用の変動リ3 

スクに対応できる強靱な事業組成を促進し、洋上風力発電への電源投資を確実に完遂4 

させるために必要な規律強化や環境整備を進める。加えて、我が国の広大な排他的経5 

済水域においても洋上風力発電設備を設置することができるよう必要な制度環境の6 

整備を行う。また、大型風車の設置・維持管理に必要な基地港湾の着実な整備や効率7 

的な運用を図るとともに、関係船舶の確保に向けた取組を進める。 8 

その上で、洋上風力発電の大量導入と関連産業の競争力強化の「好循環」を実現す9 

るには、国内に競争力があり強靱なサプライチェーンを形成することが重要である。10 

産業界においては、国内調達比率を２０４０年までに６０％とする目標が掲げられて11 

いる。特に浮体式洋上風力発電について、技術開発によるコスト低減と量産化、生産・12 

設置基盤や最適な海上施工方法の確立を通じ、国内サプライチェーンの強化や国際展13 

開を進めるとともに、産業界と教育・研究機関が連携した人材育成を強力に推進する。 14 

 15 

（ウ）陸上風力発電 16 

陸上風力発電については、事業実施への地域の懸念を背景に、運転開始に至ってい17 

ない事業が存在している。こうした地域の懸念に適切に対応した上で、導入を推進し18 

ていく。具体的には、地方自治体による再生可能エネルギー導入の目標設定を促すと19 

ともに、目標の達成に向け、地域脱炭素化促進事業制度の活用による具体的な再生可20 

能エネルギー促進区域の設定（ポジティブゾーニング）等を推進する。また、環境ア21 

セスメントについて、事業特性を踏まえた、効果的・効率的なアセスメントに係る制22 

度的対応の在り方を検討するとともに、保安林の解除に係る事務を迅速に実施する。 23 

 24 

④地熱 25 

（ア）基本的考え方 26 

地熱発電は、安定的に発電を行うことが可能なエネルギー源であり、地域資源の有27 

効活用を通じて産業振興や地域社会に貢献し、地域活性化にも資するものである。日28 

本の地熱資源のポテンシャルは世界第３位であるが、地熱発電の開発には、開発リス29 

ク・開発コストの高さ、リードタイムの長さ、地熱資源の有望地域の偏在による開発30 

適地や系統接続の制約、地元との調整や開発のための各種規制への対応等の課題があ31 

る。こうした課題を克服し、中長期的には競争力ある自立化した電源としていく。現32 

状の４倍以上に地熱資源のポテンシャルを拡大する可能性がある次世代型地熱技術33 

の開発も進める。 34 

 35 

（イ）今後の課題と対応 36 

地熱開発の加速化のため、地熱資源の約８割が存在する自然公園内を中心に、経済37 

産業省が選定した複数の有望地域において、「地熱フロンティア・プロジェクト」を立38 
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ち上げる。選定された地域では、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構(ＪＯ1 

ＧＭＥＣ)自らが、地熱資源の調査（噴気試験を含む。）を行い、調査データ等を事業2 

者に提供し、掘削した井戸を事業者の求めに応じて引き継ぐことで、事業者の開発リ3 

スクと開発コストの低減を図るとともに、政府も地域の関係者との調整を積極的に支4 

援する。また、「地熱開発加速化パッケージ」17の実行に向けて、自然環境や温泉事業5 

者への配慮を前提に、ステークホルダーの理解醸成、掘削コストの高騰や高い掘削リ6 

スクへの対応、温泉法18や立地条件等に応じた自然公園法19・森林法20等の各種許認可7 

手続への対応について、関係省庁が連携し、ワンストップでフォローアップに取り組8 

む。 9 

また、様々なプレイヤーの地熱発電への参画を促し、従来の手法にとらわれずに、10 

小型で機動的な掘削機や発電所のモジュール化等による迅速な地熱の開発も促進す11 

る。 12 

海外では、日本企業も参画し、熱水のない場所でも発電が可能なクローズドループ13 

や地熱増産システムなどの実証が進められている。また、日本でも、地下深くの高温・14 

高圧な熱水を活用した超臨界地熱に関する調査が行われている。抜本的な地熱発電の15 

導入拡大を実現するため、こうした次世代型地熱技術について、２０３０年代の早期16 

の実用化を目指し、研究開発・実証を進め、事業化につなげる。 17 

地熱発電の導入をより短期間・低コストで、かつ円滑に実現できるよう、地域の理18 

解促進、リスクマネーの供給、探査技術の高度化等の掘削成功率や掘削効率の向上に19 

資する技術開発などの取組を進める。 20 

今後、２０４０年に向けて地熱発電の導入を加速させていくための具体的な計画や21 

目標等を策定する。 22 

さらに、発電後の熱水利用など、エネルギーの多段階利用を通じて、地域のエネル23 

ギー供給の安定を支える役割を担う地熱発電の取組を推進する。ＪＯＧＭＥＣとの連24 

携により、地熱発電技術の海外展開を促進する。 25 

 26 

⑤水力 27 

（ア）基本的考え方 28 

水力発電は、安定した出力を長期的に維持することが可能な脱炭素電源として重要29 

である。また、地域に裨益する事業モデルを構築することで、地域産業の活性化・地30 

方創生に資する。しかしながら、開発コストや規制対応等に起因する開発リスクが高31 

いことに加え、堆砂の深刻化等による設備容量の減少、激甚化する豪雨災害等による32 

被害、経年に伴う設備の老朽化も見られる。また、地域との共生やコスト低減を図り33 

つつ、自立化を実現していく必要がある。 34 

 35 

 
17 第 43 回 総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会（2024 年 11 月 13 日）において公表。 
18 温泉法（昭和２３年法律第１２５号） 
19 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号） 
20 森林法（昭和２６年法律第２４９号） 
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（イ）今後の課題と対応 1 

水力発電の開発リスクの低減や適切な再投資・維持・管理を通じた活用の促進に向2 

けて、長期脱炭素電源オークションを含む容量市場やＦＩＴ・ＦＩＰ制度等を通じて3 

水力発電への電源投資を促進する。 4 

さらに、中小水力発電の導入検討段階等で必要となる流量調査や地元理解の促進等5 

を支援する。中小水力発電の隠れた開発ポテンシャルを明らかにするため、全国水系6 

における開発可能な地点の広域的な調査や、自治体主導の下での開発地点候補の詳細7 

調査・案件形成等を推進する。 8 

加えて、水力エネルギーを最大限活用するため、「流域総合水管理」の考え方も踏ま9 

えつつ、ダム・導水路等のインフラを所管する関係省庁と連携し、治水機能の強化と10 

水力発電の促進を両立させるハイブリッドダムの取組として、ダムの運用の高度化、11 

既設ダムの発電施設の新増設、ダム改造・多目的ダムの建設を推進し、発電量の増加12 

を図る。また、電力ダムも含めた複数ダムの連携、既存設備のリプレースによる最適13 

化・高効率化、発電利用されていない既存ダムへの発電設備の設置等を推進する。以14 

上について、施策間での適切な役割分担を前提に、関係省庁で連携し対応していく。 15 

 16 

⑥バイオマス 17 

（ア）基本的考え方 18 

バイオマス発電は、災害時のレジリエンス向上や地域産業の活性化を通じた経済・19 

雇用への波及効果が大きいなど、地域分散型、地産地消型のエネルギー源として多様20 

な価値を有するエネルギー源である。 21 

一方で、発電コストの大半を収集・運搬等の燃料費が占める構造にあることに加え、22 

昨今では燃料需給のひっ迫も見られ、事業の安定継続が課題である。このため、地域23 

の農林業等と連携してコスト低減や燃料安定調達等を進める。 24 

 25 

（イ）今後の課題と対応 26 

国産木質バイオマス燃料の供給拡大に向け、関係省庁が連携し、林地残材等の更な27 

る利用に向けた体制構築、各地域に適した早生樹や広葉樹等の育林手法等の実証、適28 

正な再造林等を推進する。また、環境、社会・労働、ガバナンス、食料との競合、ラ29 

イフサイクル温室効果ガスの排出量等の観点から持続可能性が確保されたバイオマ30 

ス燃料の利用を求めていく。 31 

さらに、地域の農林業等と連携し、エネルギー変換効率の高い熱利用・熱電併給の32 

地域内利用を推進するとともに、農山漁村再生可能エネルギー法21等を通じたエネル33 

ギーの地産地消を積極的に推進し、農林漁業の健全な発展と調和を図りつつ、家畜排34 

せつ物、下水汚泥、食品廃棄物等の有効利用を進める。 35 

 
21 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律

（平成２５年法律第８１号）。 
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大規模なバイオマス発電については、安定的かつ持続可能な燃料調達の確保やコス1 

ト構造を踏まえた将来的な自立化の可能性が課題となっている中で、ＦＩＴ・ＦＩＰ2 

制度による支援の在り方や、調達期間及び交付期間が終了した後のバイオマス発電事3 

業の継続の確保について検討を進める。 4 

 5 

（３）原子力発電 6 

 7 

①総論 8 

東京電力福島第一原子力発電所事故への真摯な反省は、決して忘れてはならない原9 

子力政策の原点である。原子力の活用にあたっては、安全性の確保が大前提であり、10 

「安全神話」に二度と陥らないとの教訓を肝に銘じなければならない。その上で、原11 

子力基本法22を踏まえ、②に掲げる各事項について、国は前面に立って責務を果たし12 

ていく。 13 

原子力は、燃料投入量に対するエネルギー出力が圧倒的に大きく、数年にわたって14 

国内保有燃料だけで発電が維持できる準国産エネルギー源として、優れた安定供給性15 

と技術自給率を有する自律性が高い電源であり、他電源と遜色ないコスト水準で変動16 

も少ない。また、天候に左右されず一定出力で安定的に発電可能な脱炭素電源である。 17 

ＤＸやＧＸの進展等により増加が見込まれる電力需要、特に製造業のＧＸ、定格稼18 

働するデータセンターや半導体工場等の新たな需要のニーズに、原子力という電源の19 

持つ特性は合致することも踏まえ、国民からの信頼確保に努め、安全性の確保を大前20 

提に、必要な規模を持続的に活用していく。 21 

 22 

②今後の課題と対応 23 

（ア）原子力政策の出発点 -東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた、24 

不断の安全性追求 25 

東京電力福島第一原子力発電所事故について、国・事業者が「安全神話」に陥り悲26 

惨な事態を招いたことを片時も忘れず、真摯に反省するとともに、その教訓を踏まえ、27 

このような事故を二度と起こさないよう弛まぬ努力を続けることが必要である。 28 

事故の教訓を踏まえた新規制基準に基づき、安全対策の強化が進められている。具29 

体的には、津波対策、電源多重化、耐震強化、竜巻対策、火災対策、多様な冷却手段30 

の確保、フィルタベントの設置等が進められ、こうした安全対策の強化により、新規31 

制基準に適合すると認められた川内、高浜、伊方、大飯、玄海、美浜、女川において、32 

再稼働が進んでいる。 33 

原子力事業者を含む産業界は、産業界全体で一丸となった安全性追求が不可欠であ34 

り、規制充足に留まらず、自主的に不断に安全を追求するべく、安全マネジメント体35 

制の改革、不断の安全向上を目指す組織文化の醸成に取り組む必要がある。国は、外36 

部評価を通じた改善や産業界全体での好事例や教訓の共有等、事業者の取組を指導し37 

 
22 原子力基本法（昭和３０年法律第１８６号） 
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ていく。 1 

また、原子力事業者は、確率論的リスク評価（ＰＲＡ）等のリスク評価手法の高度2 

化など、リスク情報を活用した意思決定（ＲＩＤＭ）に向けて引き続き取り組む。さ3 

らに、安全管理体制について相互に指摘しあうピア・レビュー活動を積み重ねるとと4 

もに、国際機関等によるレビューも通じて、継続的な安全性向上につなげていくこと5 

等が求められる。 6 

メーカー等も含めた事業者間の連携組織であるＡＴＥＮＡ（原子力エネルギー協議7 

会）が、学術界、海外機関等と連携しつつ、共通技術課題について、ガイドライン策8 

定等を通じて取組方針を示し、各事業者のコミットを得て実行状況を継続的に確認し9 

ていく。こうした安全性向上へ向けた取組に際しては、規制当局と積極的な意見交換10 

等を行い、共通理解の醸成を図り、安全規制やその中長期的な在り方と整合的になる11 

よう取り組む必要がある。 12 

核セキュリティ確保は原子力事業の基本であり、核セキュリティ文化の醸成と核物13 

質防護対策の徹底に常に取り組むことが求められる。新規制基準への適合はもとより、14 

機微情報の管理を徹底した上で、事業者間で核物質防護体制を相互に指摘し合うこと15 

で、自主的に対策強化を図っていく。加えて、サイバーセキュリティについても、産16 

業界のガイドラインに基づき、各発電所での対策徹底に取り組む。そして、原子力発17 

電所等の警備に関し、警備当局、自衛隊、規制当局及び原子力事業者の協力関係を緊18 

密なものとし、関係省庁及び関係事業者は、連絡会議等を通じ連携強化に取り組む。 19 

原子力防災体制の構築・充実については、自然災害との複合災害も引き続き想定し20 

つつ、道路整備等による避難経路の確保等を含め、政府全体が一体的に取り組み、こ21 

れを推進する。災害対策基本法23及び原子力災害対策特別措置法24の規定により、防災22 

基本計画及び原子力災害対策指針等に基づき策定される地域防災計画・避難計画につ23 

いて、「地域原子力防災協議会」の枠組みの下、国と関係地方公共団体等が一体となっ24 

て、地域ごとに解決すべき課題を検討し、その計画の具体化・充実化を進める。これ25 

らの地域防災計画・避難計画を含む地域の「緊急時対応」については、原子力災害対26 

策指針等に照らし、具体的かつ合理的であることを同協議会において確認し、内閣総27 

理大臣を議長とする「原子力防災会議」で了承していく。策定後も、最新の知見を積28 

極的に取り入れながら、地方公共団体等の関係者と連携し、訓練等を通じた継続的な29 

改善を行うとともに、原子力災害対策要員を育成する。また、原子力災害時の対応力30 

を向上させるため、防災業務関係者に対する研修等も実施していく。 31 

 32 

（イ）立地地域との共生・国民各層とのコミュニケーション 33 

我が国の原子力利用は、原子力立地地域の関係者の理解と協力に支えられてきた。34 

今後も原子力利用を進めていく上で、立地地域との共生に向けた取組が必要不可欠で35 

ある。他方で、立地地域は、地域振興や避難道路の整備、防災体制の充実等、様々な36 

 
23 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）。 
24 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）。 
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課題を抱えている。加えて、稼働停止の長期化、建設停止、再稼働、運転延長、廃炉1 

等の状況変化により、経済的・社会的な影響も生じている。国は、立地地域との丁寧2 

な対話を通じた認識の共有・信頼関係の深化に取り組むとともに、こうした課題に真3 

摯に向き合い、産業振興や住民福祉の向上、防災対策のための予算措置、原子力発電4 

施設等立地地域の振興に関する特別措置法25の活用、避難道路の多重化・強靱化をは5 

じめ課題解決に必要な財源確保に向けた方策の検討・具体化等も含め、先進的な課題6 

への取組など立地地域の実情も踏まえつつ、関係府省庁が連携し、地域の持続的な発7 

展に向けた取組を進めていく。例えば、地域資源等の付加価値向上や再生可能エネル8 

ギーの利活用等の取組を進めている。また、福井県嶺南地域や青森県下北半島地域等9 

では、地域の実情やニーズを踏まえ産業の複線化や新産業・雇用の創出も含め、自治10 

体・国・事業者が地域の「将来像」を共に描き、取組を進めている。 11 

こうした先進事例・ノウハウを共有し、全国大での議論を深めながら、地域の実情12 

に応じて様々な政策ツールを組み合わせて提案するなど、支援の在り方も高度化させ13 

ていく。原子力事業者にも、原子力基本法に基づく責務として立地地域の様々な課題14 

解決に資する誠実な対応や主体的な貢献を求めていく。また、国と立地地域とのコミ15 

ュニケーションにあたっては、率直な意見交換を通じて原子力政策の方向性や地域の16 

課題について認識を共有し、共に政策の実現や地域課題の解決を図っていく政策対話17 

の場（原子力政策地域会議）での議論も踏まえ、立地地域との共生に向けた政策を深18 

化・充実していく。 19 

東京電力福島第一原子力発電所事故から１３年が経過した今もなお、国民の原子力20 

や行政・事業者に対する不信・不安は払拭できておらず、この状況を真摯に受け止め、21 

その反省に立って信頼関係を構築するためにも、原子力に関する正確で客観的な情報22 

提供や、丁寧な広聴・広報を進める必要がある。国が前面に立ち、原子力立地地域の23 

みならず、これまで電力供給の恩恵を受けてきた消費地も含め、幅広い層を対象とし24 

て理解醸成に向けた取組を強化していく。 25 

その際、原子力が持つリスクや事故による影響を始め、新規制基準や安全対策の状26 

況、重大事故を想定した防災対策、原子力の経済性、放射性廃棄物の処分等のバック27 

エンドの取組、エネルギー政策の現状、地球温暖化対策への貢献、国際動向など、様々28 

なテーマに関して、科学的根拠や客観的事実に基づき、受け手のニーズに合致し、よ29 

り伝わりやすくなるよう工夫を重ねていく。同時に、説明会等双方向の対話に加え、30 

ウェブ、ＳＮＳ等の多様な広報手法を活用した情報発信、各地域のオピニオンリーダ31 

ーや多様なステークホルダーとの丁寧な対話活動等、より効果的な理解活動の推進に32 

向けて不断に検討を行い、国民各層とのコミュニケーションの深化・充実等に、国が33 

前面に立って取り組む。災害時には、原子力発電所の状況等について国民の関心が高34 

いことから、令和６年能登半島地震での経験や教訓も踏まえ、国と原子力事業者・産35 

業界は、それぞれの役割に応じて、迅速、正確かつ丁寧な情報発信に取り組む。また、36 

世代を超えて丁寧な理解増進を図るため、原子力に関する教育の充実を図る。 37 

 
25 原子力発電設備等立地地域の振興に関する特別措置法（平成１２年法律第１４８号）。 
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 1 

（ウ）バックエンドプロセスの加速化 2 

使用済燃料の再処理をはじめとする核燃料サイクル、円滑かつ着実な廃炉、高レベ3 

ル放射性廃棄物の最終処分といったバックエンドへの対応はいずれも原子力を長期4 

的に利用していくにあたって重要な課題である。 5 

 6 

（a）核燃料サイクルの推進 7 

我が国は、資源の有効利用、高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減等の観点8 

から、使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム等を有効利用する核燃料サイ9 

クルの推進を基本的方針としている。 10 

核燃料サイクルについて、六ヶ所再処理工場の竣工遅延などが続いてきた現状を真11 

摯に受け止め、直面する課題を一つ一つ解決することが重要である。 12 

核燃料サイクルの中核となる六ヶ所再処理工場とＭＯＸ燃料工場の竣工は、必ず成13 

し遂げるべき重要課題であり、同工場の竣工に向け、審査対応の進捗管理や必要な人14 

材確保などについて、官民一体で責任を持って取り組む。また、同工場の稼働にあわ15 

せた所要の保障措置体制の強化に、官民それぞれで取り組む。さらに、同工場の竣工16 

後、安全性を確保した安定的な長期利用を行うため、メンテナンス技術の高度化、サ17 

プライチェーン・技術の維持など、中長期での取組が必要な項目について、官民で対18 

応を進める。使用済ＭＯＸ燃料の再処理については、国際連携による実証研究を含め、19 

２０３０年代後半を目途に技術を確立するべく研究開発を進めるとともに、その成果20 

を六ヶ所再処理工場に適用する場合を想定し、許認可の取得や実運用の検討に必要な21 

データの充実化を進める。 22 

また、平和的利用を大前提に、核不拡散へ貢献し、国際的な理解を得ながら取組を23 

着実に進めるため、利用目的のないプルトニウムは持たないとの原則を堅持し、「我24 

が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方」（２０１８年原子力委員会決定）25 

を踏まえ、プルトニウム保有量を適切に管理し、削減に取り組む。さらに今後、原子26 

力発電所の安定的な運転や、六ヶ所再処理工場とＭＯＸ燃料工場の安定的な稼働を確27 

保しつつ、海外にあるプルトニウムに加え、同工場で取り出されるプルトニウムの着28 

実な利用を進め、核燃料サイクルを実効的に回していくため、プルトニウムの利用や29 

六ヶ所再処理工場への使用済燃料の搬入などに係る事業者間の連携・調整に国が関与30 

し、その機能強化を図る枠組みを検討し、必要な対応を進める。原子力事業者は、地31 

元理解を前提に、稼働する全ての原子力発電所を対象にプルサーマルが導入できるよ32 

う検討を進め、２０３０年度までに、少なくとも１２基の原子力発電所でプルサーマ33 

ルの実施を目指す計画を示しており、事業者間の連携・協力を深めつつ、プルサーマ34 

ルを一層推進する。 35 

安定的かつ継続的に原子力発電を利用する上で、使用済燃料について、再処理する36 

までの間、貯蔵する能力の拡大が重要である。こうした取組は、管理や輸送などの使37 

用済燃料対策の柔軟性を高め、中長期的なエネルギー安全保障に資するものであり、38 
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原子力発電所の敷地内外を問わず、新たな地点の可能性を幅広く検討しながら、中間1 

貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用を促進する。また、事業者間の一層の連携強2 

化を進めることも、使用済燃料対策の柔軟性を確保する上で大きな意義がある。国も3 

使用済燃料対策について、事業者とともに前面に立ち、立地自治体の意向も踏まえな4 

がら、原子力政策に関する理解の促進に主体的に取り組む。さらに、中間貯蔵施設等5 

に貯蔵された使用済燃料は六ヶ所再処理工場へ搬出するという方針のもと、そのため6 

に必要となる同工場の安全性を確保した安定的な長期利用を進める。 7 

 8 

（b）円滑かつ着実な廃炉の推進 9 

国内では、東京電力福島第一原子力発電所を除き、１８基の原子炉の廃止決定が行10 

われており、今後順次廃止措置が本格化すると見込まれている。浜岡原子力発電所１11 

号機及び２号機においては、国内初となる原子炉領域の解体撤去の認可申請を２０２12 

４年３月に提出。こうした中、我が国全体の廃炉を円滑かつ着実に進めるため、使用13 

済燃料再処理・廃炉推進機構（ＮｕＲＯ）が廃炉推進業務として、廃炉の総合的マネ14 

ジメントを行うこととし、事業者が廃炉拠出金をＮｕＲＯに納付する制度を導入した。15 

ＮｕＲＯは、廃炉の円滑化や効率化に向けて、今後取組の充実化を進めることとなる。 16 

廃炉等に伴って生じる廃棄物は、低レベル放射性廃棄物の処分場確保を含めた処17 

理・処分を、発生者責任の原則の下、原子力事業者等が着実に進めることを基本とし18 

つつ、国として、その円滑な実現に向けた戦略を検討し、必要なサポートや指導を行19 

う。特に、クリアランス物については、廃止措置の円滑化及び資源の有効活用の観点20 

から、フリーリリースに向けたロードマップを策定するとともに、電炉メーカー等の21 

協力も得ながら、より需要規模の大きい建材加工に取り組み更なる再利用先の拡大を22 

進め、早期のフリーリリースを実現する。加えて、クリアランス物の検認の効率化に23 

向けて、集中処理事業等の取組の支援を行い、関係者と連携して進めていく。 24 

 25 

(c) 高レベル放射性廃棄物の最終処分に向けた取組の抜本強化 26 

高レベル放射性廃棄物については、廃棄物を発生させた現世代の責任として将来世27 

代に負担を先送りしないよう、ⅰ）長期にわたる制度的管理（人的管理）に依らない28 

最終処分を可能な限り目指す、ⅱ）その方法としては現時点では地層処分が最も有望29 

である、との国際認識の下、各国において地層処分に向けた取組が進められている。30 

「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性」（１９９９年）に31 

て、我が国地質環境における地層処分の技術的な成立性及び信頼性が示されて以降も、32 

２０１４年、２０２４年に地質関係専門家による評価を行い、最新の科学的知見を踏33 

まえてなお、我が国において地層処分が技術的に実現可能であることを改めて確認し34 

てきたところである。 35 

最終処分の実現に向け、特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針26に基づき、36 

国が前面に立ち取り組む。その際、最終処分事業の実現が社会全体の利益であるとの37 

 
26 特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（２０２３年４月閣議決定）。 
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認識に基づき、その実現に貢献する地域に対し、敬意や感謝の念を持つとともに、社1 

会として適切に利益を還元していく必要があるとの認識が、広く国民に共有されるこ2 

とが重要である。 3 

現在、全国３町村において処分地選定に向けた文献調査プロセスが進められている。4 

北海道寿都町と神恵内村では、２０２０年の調査開始以降、原子力発電環境整備機構5 

（ＮＵＭＯ）による調査と並行し、住民の方々が参加する「対話の場」を設置し、最6 

終処分に関する議論を深め、地域の将来像等についても御議論いただいてきた。２０7 

２４年１１月には、ＮＵＭＯが作成した文献調査報告書の知事等への送付及び縦覧、8 

説明会開催等の法定プロセスを開始した。        9 

２０２４年６月には、佐賀県玄海町においても文献調査を開始している。引き続き、10 

「対話の場」等のあらゆる機会を通じ、周辺市町村等も含めた理解活動を推進し、地11 

域との共生の重要性を踏まえ、調査地域において、将来のまちづくりに資する情報の12 

収集分析や、適切な支援制度の活用促進等に取り組む。 13 

全国のできるだけ多くの地域が地層処分事業に関心を持ち、文献調査を受入れてい14 

ただけるよう、理解活動を積極的に行う。具体的には、対話型全国説明会の開催とと15 

もに、全国の地方公共団体を個別訪問する全国行脚の実施等を通じ、国主導の働きか16 

けを強化する。また、文献調査や概要調査の実施そのものが地層処分事業の議論を深17 

める契機となるものであり、北海道での法定プロセスにあわせ、全国における理解活18 

動に集中的に取り組む。その際、廃棄物の発生者としての基本的な責任を有する原子19 

力事業者は、地域に根ざした理解活動を主体的に行うとともに、最終処分場の必要性20 

について、広く国民に対し説明していくことが求められる。 21 

地層処分の技術的信頼性の更なる向上に向け、引き続き、国、ＮＵＭＯ、ＪＡＥＡ22 

等の関係機関が、全体を俯瞰して技術開発を着実に進め、最新知見を定期的に反映す23 

るとともに、その専門的な評価が国民に十分に共有されることが重要である。この際、24 

幌延の深地層研究施設等における研究成果を十分に活用していく。併せて、地層処分25 

を前提に取組を進めつつ、将来に向けた幅広い選択肢を確保する観点から、使用済燃26 

料の直接処分等の代替処分オプションや可逆性・回収可能性の維持に関する調査研究27 

等を進め、今後より良い処分方法が実用化された場合に将来世代が最良の処分方法を28 

選択できるようにする。 29 

 処分事業の実現に必要な知見を拡充するため、研究成果の発展や人材の継承に取り30 

組むほか、地域の理解を得ながら、国内外の関係機関と連携し、共通課題を抱える各31 

国と知見や経験の共有を図り、国内の取組に活用していく。 32 

 33 

（エ）既設炉の最大限活用 34 

原子力発電所の安全性については、原子力規制委員会の専門的な判断に委ね、東京35 

電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえて策定された新規制基準に適合する36 

と原子力規制委員会が認めた原子力発電所についてのみ再稼働を進める。その際、国37 

も前面に立ち、立地自治体等関係者の理解と協力を得るよう、取り組む。 38 
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足下では、原子力の再稼働が進展している九州エリアや関西エリアでは、脱炭素電1 

源の比率は高くなり、電気料金は他エリアよりも最大で３割程度安い状況にある。ま2 

た、再稼働の効果は、電気料金の引き下げ等の形で需要家に還元されている。このよ3 

うに、電力供給構造の脆弱性、燃料費の削減等による電気料金引き下げ効果、今後の4 

産業競争力や経済成長を左右する脱炭素電源確保などの観点から、国民生活や経済活5 

動に寄与する原子力発電の重要性は高く、その活用を進める。そのため、再稼働の加6 

速に向け、原子力事業者を始めとした産業界は、「再稼働加速タスクフォース」の下に7 

連携し、泊、大間、東通、女川、柏崎刈羽、東海第二、志賀、浜岡、敦賀及び島根に8 

おいて、原子力規制委員会による設置変更許可等の審査への適切な対応、使用前事業9 

者検査の的確な実施、現場技術力の維持・向上を進める。国も、事業者間の協力強化10 

等を指導していく。また特に、東日本の電力供給構造の脆弱性、電気料金の東西の格11 

差などの観点から、柏崎刈羽原子力発電所の再稼働への理解が進むよう原子力関係閣12 

僚会議で示された方針に従って政府を挙げて対応を進めるとともに、他の再稼働して13 

いない原子力発電所に関しても、原子力規制委員会の審査や原子力防災対策等の進展14 

状況も踏まえつつ、再稼働に向けて理解活動に取り組んでいくこととする。 15 

原子力発電所の運転期間については、ＧＸ脱炭素電源法に基づき、運転期間に最長16 

６０年という上限を設ける従来の枠組みは維持しつつ、利用政策の観点から、原子力17 

事業者から見て他律的な要素により停止していた期間に限り、６０年の運転期間のカ18 

ウントから除外することを認める新たな制度が整備された。国は、電力の安定供給確19 

保やＧＸへの貢献、安全マネジメント・防災対策の不断の改善に向けた組織運営態勢20 

の構築等の確認により、本制度を着実に執行していく。なお、利用政策上の判断にか21 

かわらず、高経年化に対応した適切な管理が行われることについて原子力規制委員会22 

の厳正な審査に基づく認可を得なければ運転は認められないことは大前提である。国23 

は制度体系や確認結果等について、丁寧な説明を尽くしていく。また、事業者は、規24 

制による審査に適切に対応するだけでなく、産業界全体で連携し、他国の長期運転例25 

を参考にしつつ、経年劣化やその評価に関する技術的知見や経験の蓄積・拡充の取組26 

を進める。さらに、設備利用率の向上に向けては、ＡＴＥＮＡが中心となり、トラブ27 

ル低減の取組強化、安全性確保を大前提とした効率的な定期事業者検査の実施、運転28 

中保全の導入拡大、運転サイクルの長期化に向けた技術課題整理に係る規制当局との29 

議論等を引き続き進める。 30 

 31 

（オ）次世代革新炉の開発・設置 32 

２０４０年より前に既設炉のうち３００万ｋＷ以上が運転期間６０年に到達し、そ33 

の後に既設炉の脱炭素電源としての供給力を大幅に喪失していくことを踏まえつつ、34 

２０４０年、そしてそれ以降の経済成長、国民生活の向上のために必要となる脱炭素35 

電源を確保するため、十数年から２０年程度という相当長期のリードタイムが必要で36 

あることを考慮しつつ対応を進めることが必要である。 37 

脱炭素電源としての原子力を活用していくため、原子力の安全性向上を目指し、新38 
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たな安全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉の開発・設置に取り組む。そして、バ1 

ランスの取れた電源構成の確保を目指し、廃炉を決定した原子力発電所を有する事業2 

者の原子力発電所のサイト内での次世代革新炉への建て替えを対象として、地域の産3 

業や雇用の維持・発展に寄与し、地域の理解が得られるものに限り、六ヶ所再処理工4 

場の竣工等のバックエンド問題の進展も踏まえつつ具体化を進めていく。その他の開5 

発などは、各地域における再稼働状況や理解確保等の進展等、今後の状況を踏まえて6 

検討していく。 7 

革新軽水炉については、設計段階から新たな安全メカニズムを組み込むことにより、8 

事故の発生リスクを抑制し、万が一の事故があった場合にも放射性物質の放出を回9 

避・抑制するための機能を強化したより安全なものとなるよう実用化開発を進める。10 

規制予見性を高める意味で、ＡＴＥＮＡと規制当局との間で実務レベルの技術的意見11 

交換会が設置されるなど、事業者による導入を見据えた動きが進展している。事業者12 

は、引き続き、更なる安全性向上を目的として革新軽水炉に組み込まれる新たな安全13 

メカニズム等と規制基準との関係性の整理に向けて、規制当局と積極的な意見交換等14 

を行い、共通理解の醸成を図る。また、新しい安全対策に係る技術開発を促進し、実15 

用化を加速する。また、高速炉、高温ガス炉、核融合といった他の次世代革新炉につ16 

いても、実用化に向けた技術開発に継続的に取り組む。 17 

 18 

（カ）持続的な活用への環境整備、サプライチェーン・人材の維持・強化 19 

脱炭素電源として、原子力を持続的に活用していくためには、電力システム改革に20 

よって競争が進展した環境下においても、大規模かつ長期にわたる投資、事業期間の21 

長さ、規制基準、バックエンド事業といった原子力事業の特徴も考慮し、安定的に事22 

業運営できるような事業環境の整備が必要であり、引き続き必要な対応についての検23 

討を進める。 24 

原子力損害賠償制度について、万が一、原子力事故が発生した場合における被害者25 

保護に万全を期すため、本賠償開始前の被害者への賠償の早期実現のための措置等を26 

講じた。賠償制度の見直しについては、東京電力福島第一原子力発電所事故に係る賠27 

償の実情や電力システム改革等を踏まえ、適切な賠償を迅速に実施することを前提に、28 

国民負担最小化、原子力事業者の予見可能性確保、安全性向上の評価といった観点等29 

も踏まえつつ、引き続き、総合的に検討を進め、必要な措置を講ずる。 30 

また、我が国の原子力産業・人材基盤は、高い国産化率と技術を誇り、国内経済や31 

雇用に対する貢献度も高く、既設炉の再稼働や革新軽水炉・小型軽水炉等の次世代革32 

新炉の開発・設置に向けても不可欠である。震災以降の新規建設案件喪失で、この基33 

盤が脅かされつつある中、将来的な建設期間長期化・コスト増加や、機器・部素材・34 

燃料加工・廃炉を含めた産業基盤・技術の途絶、規制対応の面を含めた原子力人材の35 

不足等を回避する必要がある。そのため、産業界、官公庁が連携した原子力サプライ36 

チェーンプラットフォームを通じ、一般産業品活用等の事業承継支援、部品・素材の37 

供給途絶対策、人材育成・確保支援を拡充するとともに、「未来社会に向けた先進的原38 
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子力教育コンソーシアム」（ＡＮＥＣ）などの関係機関の協力枠組みを活用しつつ、ス1 

キル標準導入等の人材育成施策や産学官の交流を関係省庁が連携して進める。また、2 

新試験研究炉を含む研究基盤・人材育成体制を構築する。また、国内の次世代革新炉3 

開発・設置に向けて産業基盤を維持・強化する意味でも、市場拡大が想定される海外4 

プロジェクトへの参画を官民で後押ししていく。 5 

ウラン燃料のサプライチェーンについて、戦略的にウランの濃縮、燃料加工等に関6 

する技術を維持するとともに、同志国間での連携を進めつつ、六ヶ所再処理工場で回7 

収されるウランの利用も含め、一定程度の自律性を有する持続可能な燃料供給体制を8 

確保するべく、官民で取組を進める。 9 

 10 

（キ）国際的な共通課題の解決への貢献 11 

世界では、原子力の利用が今後拡大する見込みであり、東京電力福島第一原子力発12 

電所事故の経験から得られた教訓を国際社会と共有することで、世界における原子力13 

安全の向上や、原子力の平和的利用、核不拡散及び核セキュリティ分野において積極14 

的な貢献を行うとともに、地球温暖化対策に貢献していくことは我が国の責務であり、15 

世界からの期待でもある。そうした観点から、我が国としてはＩＡＥＡ基準等の原子16 

力安全の国際標準の策定に積極的に貢献することが重要であり、安全性を高めた原子17 

力技術と安全文化を共有していくことで、世界の原子力安全の向上に貢献する。また、18 

非核兵器国としての経験を活かして、ＩＡＥＡの保障措置の強化や適切な輸出管理を19 

通じた核不拡散や継続的な努力を通じ、ウクライナを含む国際社会における原子力安20 

全・核セキュリティの強化に積極的に貢献する。特に、核不拡散分野においては、核21 

燃料の核拡散抵抗性の向上や、保障措置技術や核鑑識・検知の強化等の分野における22 

研究開発において国際協力を進め、核不拡散の取組を強化していくことが重要である。23 

こうした原子力安全・核セキュリティ・核不拡散の確保を前提として、原子力利用検24 

討国等に対する人材育成・制度整備・原子力技術を含む支援の実施等を通じ、ＣＯＰ25 

２８において温暖化対策の手段として位置づけられ、「原子力３倍宣言」等に掲げら26 

れる世界の適切な原子力利用の拡大に貢献していく。また、これらの取組に際しては、27 

米・英・仏等の同志国との二国間連携や、ＩＡＥＡ、経済協力開発機構原子力機関（Ｏ28 

ＥＣＤ／ＮＥＡ）、Ｇ７等の多国間協力の枠組みを通じ、国際社会と連携して取り組29 

んでいく。 30 

 31 

（４）火力発電とその脱炭素化 32 

 33 

①総論 34 

火力発電は、温室効果ガスを排出するという課題がある一方、足下で電源構成の７35 

割を占めるなど電力需要を満たす供給力、再生可能エネルギー等による出力変動や周36 

波数変動を補う調整力、系統の安定性を保つ慣性力・同期化力等として重要な役割を37 

担っている。 38 
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足下、再生可能エネルギー導入拡大に伴い、火力全体で稼働率が低下し、収益性の1 

低下や燃料の安定的な確保の難しさが増すことなどによって安定的な稼働が難しく2 

なり、休廃止に向けた動きが徐々に進展しているが、変動性再生可能エネルギーの発3 

電量が少ない状態が長く続きやすい冬の悪天候時などを念頭に置くと、再生可能エネ4 

ルギー及び蓄電池によって火力を完全に代替することは難しいと考えられる。また、5 

データセンターや半導体工場の新増設等による将来の電力需要の増加も見据える必6 

要もある。一方、足下の電力需給も予断を許さない状況である中、供給力不足の懸念7 

等から、非効率な石炭火力のフェードアウトは必ずしも十分に進展していない。 8 

このため、火力全体で安定供給に必要な発電容量（ｋＷ）を維持・確保しつつ、非9 

効率な石炭火力を中心に発電量（ｋＷｈ）を減らしていく。具体的には、トランジシ10 

ョン手段としてのＬＮＧ火力の確保を燃料の確保と併せて進めるとともに、水素・ア11 

ンモニア、ＣＣＵＳ等を活用した火力の脱炭素化について、技術開発やコストなどを12 

踏まえて時間軸や排出量にも留意し、事業者の予見可能性を確保しながら進めていく。13 

加えて、非効率な石炭火力のフェードアウトを促進する。その際、今後の電力需要の14 

高まりの可能性に備え、一層導入が拡大する変動性再生可能エネルギーとの共存の中15 

で高需要期の供給力としての貢献を期待できるよう、発電設備、燃料サプライチェー16 

ンの維持等に留意しつつ、低稼働電源のｋＷ維持に必要な制度的措置や、緊急時に備17 

えた予備電源制度について、不断の検討を行う。加えて、共同火力発電事業者や自家18 

発電事業者の非効率火力においても、脱炭素化に向けた取組が進められることが重要19 

である。 20 

同時に、既存運転・保守の効率化によるコスト削減やより柔軟な運用等に向けて、21 

ＡＩ・ＩｏＴを活用した火力発電の運用の最適化・自動化、負荷変動対応や機動性に22 

優れた火力技術開発等に取り組む。また、こうした対応を進めるにあたっては、火力23 

の建設・運転・維持に必要なサプライチェーン等の維持、脱炭素化や休廃止等によっ24 

て将来的に生じるおそれのある地域経済や雇用等への影響にも留意が必要である。発25 

電事業者から関係者に対し、トランジションの方向性が広く提示されるなど、各地域26 

の実情を踏まえ、関係者とコミュニケーションを重ねながら、脱炭素化に向けたトラ27 

ンジションを進めることが重要である。 28 

 29 

②ＬＮＧ火力 30 

ＬＮＧ火力は、石炭・石油火力と比べて温室効果ガスの排出量が少なく、将来的な31 

水素の活用やＣＣＵＳの導入などによる脱炭素化が可能である。経済性に劣る火力の32 

休廃止等が進みつつも、電力需要の増加が見込まれる中、電力の安定供給のために必33 

要な火力供給力を維持・確保し、需給両面での将来的な不確実性に備える観点からは、34 

電源の脱炭素化に向けたトランジションの手段としてＬＮＧ火力の活用は必要であ35 

る。実際、海外においても、電力の安定供給の確保のため、ＬＮＧ火力を活用する動36 

きが進んでいる。 37 
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こうした中、我が国においても長期脱炭素電源オークションを通じて、将来的な脱1 

炭素化を前提としたＬＮＧ専焼火力の新設・リプレースを促進している。今後もさら2 

に火力の供給力を確保する観点から、需給バランスの将来動向も見ながら、ＬＮＧ火3 

力の将来的な脱炭素化を前提とした新設・リプレースを一層促進する。さらに、水素4 

やＣＣＵＳ等を活用したＬＮＧ火力の脱炭素化についても、長期脱炭素電源オークシ5 

ョン等を通じて促進する。水素を活用した発電について、燃焼器の技術開発や発電実6 

証をグリーンイノベーション基金も活用しながら進めており、国内外の市場獲得も睨7 

みながら社会実装を目指していく。 8 

一方、ＬＮＧは、長期間の貯蔵が困難であることや、地政学リスクによる需給バラ9 

ンスの変化・価格高騰などといった燃料調達リスク等を踏まえると、ＬＮＧ火力にお10 

いては、燃料の安定確保が極めて重要である。２０２１年のＬＮＧ需給ひっ迫以降、11 

需給ひっ迫を予防するための発電用燃料に係るガイドラインの作成や、燃料在庫の定12 

期的なモニタリング、全国・地域連携スキームの構築、戦略的余剰ＬＮＧ（ＳＢＬ27）13 

の導入等を進めてきた結果、必要な燃料を政府や関係事業者等が協調して確保する体14 

制が構築されつつある。他方、電力自由化の進展による販売電力量の予見性低下や、15 

それに伴う長期ＰＰＡの減少、変動性再生可能エネルギーの導入拡大に伴う燃料消費16 

量の季節変動の拡大、ＬＮＧ火力の継続的な稼働率低下などの要因により、発電事業17 

者が長期契約により燃料を安定的に確保することが難しくなりつつあり、発電事業者18 

や需要家が燃料スポット価格の変動リスクにさらされる懸念が高まっている。 19 

このような中、一時的な電力需要の増加等によりＬＮＧ在庫が急激に減少し、一部20 

のＬＮＧ火力で一時的な燃料制約が生じるケースも発生している。こうした状況を踏21 

まえ、電力需給のひっ迫や、国際情勢の急変に伴う燃料スポット価格の急騰等への備22 

えとして、安定的な電力供給が可能となる量のＬＮＧ長期契約の確保を促進するため23 

の措置の検討など、平時と緊急時それぞれの燃料の安定的な確保の対応の在り方につ24 

いてさらに検討を進める。 25 

 26 

③石炭火力 27 

石炭火力は現在、電源構成の約３割を占めているが、ＬＮＧ火力等に比べて温室効28 

果ガスの排出量が多いため、カーボンニュートラルの実現に向けて、電力の安定供給29 

の確保を大前提としつつ、非効率な石炭火力のフェードアウトを着実に推進していく30 

ことが喫緊の課題である。 31 

まずは、２０３０年に向け、非効率な石炭火力について、省エネ法や容量市場等の32 

制度的枠組みを活用し、引き続き、事業者の自主的な取組によるフェードアウトを促33 

進していく。 34 

足下では、供給力不足の顕在化等により、非効率な石炭火力のフェードアウトは必35 

ずしも十分に進んでいないところ、ＧＸ促進の観点から２０２６年度に本格化される36 

ＧＸ排出量取引制度や、２０２８年度から新たに導入される見通しである化石燃料賦37 

 
27  Strategic Buffer LNG 
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課金等によりＬＮＧ火力と比べた石炭火力の経済優位性が失われ、フェードアウトが1 

進展していく可能性がある。今後、電力需要増加の可能性もあり、供給力不足に対す2 

る懸念は一層高まる中、電力需要の増加の見通しや、脱炭素電源をはじめとした供給3 

力の状況も見ながら、非効率な石炭火力のフェードアウトをより一層促進するため、4 

制度的な措置の強化を検討する。 5 

また、アンモニアやＣＣＵＳ等を活用した脱炭素化を、長期脱炭素電源オークショ6 

ン等を通じて促進する。アンモニアを活用した発電について、燃焼器の技術開発や発7 

電実証をグリーンイノベーション基金も活用しながら進めており、国内外の市場獲得8 

も睨みながら社会実装を目指していく。 9 

加えて、既存火力への追設等を念頭に、脱炭素化を見据え、石炭ガス化複合発電（Ｉ10 

ＧＣＣ）等の次世代の高効率火力発電技術の開発を推進する。 11 

 12 

④石油等火力 13 

石油火力については、オイルショックを契機に石炭火力への転換、さらにはその後14 

のＬＮＧ火力への転換が進展し、従前より設備容量は減少している。足下でも、東15 

日本大震災直後や２０２１年頃の電力需給の厳しい局面での一時的な稼働率の上昇16 

を除き、石油火力の活用は減少し、休廃止が進展している。さらに、石油サプライ17 

チェーンの維持が一層困難になる中、石油火力の休廃止が一層進展することが想定18 

される。一方、大規模災害等による電源の脱落や、需要の急増など、追加の供給力19 

確保を行う必要が生じた際の供給力としての機能も期待される。 20 

 21 

（５）次世代電力ネットワークの構築 22 

 23 

①総論 24 

電力ネットワークの次世代化を進めることは、電力の安定供給を確保しつつ、電力25 

システムの脱炭素化を進めるために不可欠である。自然災害時等のレジリエンス強化26 

と再生可能エネルギーの最大限の活用を実現しつつ、電力の将来需要を見据えタイム27 

リーな電力供給を可能とするためには、既存系統の最大限活用や電力広域的運営推進28 

機関が策定した広域連系系統のマスタープランを踏まえた地域間連系線の整備、地内29 

基幹系統等の増強を着実に進める必要がある。加えて、自然変動電源の導入を最大化30 

することに伴い必要となる調整力を確保し、系統・需給運用の高度化を進めることで、31 

再生可能エネルギーの変動性への柔軟性も確保した、次世代の電力ネットワークの構32 

築を推進していく。こうした対応の中では、系統整備に加え、需給運用、電源投資な33 

どにおいて、電力広域的運営推進機関が重要な役割を果たしていく。 34 

さらに、能登半島地震等の自然災害に起因する大規模停電等を踏まえて、停電復旧35 

への対応や要因分析を踏まえた事業者間連携の強化等により安定供給確保に向けた36 

対応を着実に進める必要がある。 37 

 38 
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②電力ネットワーク（系統）の増強 1 

(ア) 地域間連系線や地内基幹系統等の整備 2 

これまで、既存系統を効率的に活用するため、ノンファーム型接続の推進等により、3 

運用容量の拡大を進めてきた。こうした取組を引き続き推進しつつ、再生可能エネル4 

ギーの更なる導入拡大と電力の安定供給を実現するため、系統の増強を進めていく。5 

地域間連系線については、再生可能エネルギーの導入等に計画的に対応するため、広6 

域連系系統のマスタープランを踏まえて整備を進め、費用を再生可能エネルギー賦課7 

金や全国の託送料金等を通じて負担する仕組みを導入している。こうした制度の下、8 

北海道・本州間の海底直流送電や中国九州間連系設備（関門連系線）等の整備に係る9 

検討を進めているが、資金調達等の課題に対応するための必要な制度的措置等を検討10 

していく。 11 

また、今後、再生可能エネルギーの更なる導入や大規模電力需要の局地的な立地が12 

見込まれる中、地域間連系線の整備の在り方の見直しが必要になる可能性がある。こ13 

のため、広域連系系統のマスタープランについて、将来の再生可能エネルギーの導入14 

状況や大規模需要の立地状況等を踏まえた見直しの検討を進めていく。 15 

加えて、再生可能エネルギーを最大限活用するとともに、自然災害時等のレジリエ16 

ンスを強化し、電力の安定供給を確保するためには、地内基幹系統等を効率的に整備17 

することも重要である。これまで地内基幹系統は、エリアの一般送配電事業者が整備18 

してきたが、更なる計画的整備のため、地域間連系線と一体的に整備するものや広域19 

的取引に資するものは、電力広域的運営推進機関の関与の下で、一般送配電事業者が20 

整備を進めることとした。こうした中、再生可能エネルギーの導入等に資する地内基21 

幹系統等についても、これまで以上に効率的な整備が必要となる。このため、各エリ22 

アの一般送配電事業者等が、より効率的・計画的に整備を進めるための仕組みを検討23 

するとともに、再生可能エネルギー電源の立地地域の負担とその全国への裨益を踏ま24 

え、エリアを越えた費用負担の仕組みも検討していく。これらと合わせ、無電柱化の25 

推進等の対応も進める。 26 

 27 

(イ) 局地的な大規模需要の立地を見据えた送配電網の整備 28 

データセンター等の付加価値の高い産業プロセスの維持・強化につながる国内投資29 

や電化等を通じた製造プロセス等の脱炭素化を促進していくためには、新たな大規模30 

需要に対し、迅速かつ確実に電力供給を行う必要がある。このため、データセンター31 

等の系統接続申込みの規律を確保するとともに、一般送配電事業者が早期に電力供給32 

を開始できる場所を示した「ウェルカムゾーンマップ」を通じた立地誘導を進める。33 

また、大規模需要を効率的な系統整備等の観点での適地に誘導するため、一般送配電34 

事業者が自治体等の関係機関と連携し、適地における先行的・計画的な系統整備を促35 

す仕組みを検討する。また、整備を着実に推進しつつ需要家の公平性を確保するため、36 

一般送配電事業者が行う先行的・計画的な系統整備に係る費用が確実に回収される仕37 
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組みや、整備費用が大規模になった場合に特定の需要家に費用負担が偏らない仕組み1 

を検討する。 2 

 3 

(ウ) 送配電網の整備に係る資金調達等の課題への対応 4 

一般送電事業者等は、これまでも、地域間連系線の整備を含め巨額の投資を行って5 

きたが、今後、脱炭素化や電力の安定供給確保に向けた投資や既存設備の更新等、加6 

速度的に巨額の投資が必要となる見込みである。こうした中、一般送配電事業者は、7 

レベニューキャップ制度の下、必要な系統整備等の費用の回収の蓋然性が高いとして8 

も、一定規模以上の大規模投資の場合、工期が長く、費用回収に長期間を要すること9 

から、キャッシュフローの悪化を懸念し、その結果、必要な投資が停滞する可能性が10 

ある。また、ＳＰＣ（特別目的会社）等を組成して行うプロジェクトファイナンスの11 

場合において、金融機関は、費用増額時等の費用回収のリスクを踏まえ、大規模な融12 

資を躊躇する傾向にあり、投資が遅れる可能性がある。 13 

今後、電力需要の増加の可能性や再生可能エネルギーの導入拡大、自然災害発生リ14 

スクの高まり等に伴い、北海道・本州間の海底直流送電や大規模地内基幹系統等への15 

機動的な投資が重要となる中、資金調達が制約となり必要な投資に遅れが生じてはな16 

らない。このため、託送料金制度における費用の回収の在り方や資金を量的に確保す17 

るための仕組みなど、制度的な対応を含めた資金調達環境の整備について検討を進め18 

る。これらに加え、大規模な系統整備に不可欠な送配電分野の施工力確保に向けた対19 

応も検討していく。 20 

 21 

③系統・需給運用の高度化 22 

(ア) 調整力の運用の高度化 23 

安定供給確保のため調整力は重要である。現在調整力の大部分を火力発電や揚水発24 

電が占める中、調整力の広域調達・運用、市場原理による競争活性化等により調整力25 

コストを低減するため、２０２１年度に需給調整市場が創設され、２０２４年度から26 

調整力の全商品の市場取引が開始された。市場応札量増加に向けた対応など、更なる27 

運用改善を進める。 28 

また、今後、変動性再生可能エネルギーの導入量が更に増加することに伴い、調整29 

力必要量や系統混雑の発生も増加することが想定される。このような中、系統制約も30 

考慮に入れた上で、供給力と調整力の同時約定により調整力の調達及び電源運用の最31 

適化を行う「同時市場」の導入に向けて、本格的に検討を深めていく。 32 

 33 

(イ) 蓄電池・ディマンドリスポンス（ＤＲ）の活用促進 34 

電力システムの柔軟性を供出するにあたり、蓄電池は、再生可能エネルギー等で発35 

電された電力を蓄電し、夕方の需要ピーク時などに電力供給する調整電源として、Ｄ36 

Ｒは需給バランスを確保するための需要側へのアプローチ手段として重要である。２37 

０２１年度から補助金による系統用蓄電池の導入支援を行い、２０２３年度に開始し38 
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た長期脱炭素電源オークションにおいても応札対象とし導入促進を図っている。また、1 

各電力市場で取引可能となる等、環境整備が整いつつあり、系統用蓄電池の接続検討2 

受付件数は増加している。一方、価格競争に陥り安全性や持続可能性が損なわれる懸3 

念や系統接続の長期化、各電力市場での収益性評価が不十分である等の課題も顕在化4 

している。このため、支援措置における事業規律を確保するための要件等の検討や収5 

益性の評価等を通じ、安全性や持続可能性が確保された蓄電池の導入を図ること等が6 

必要である。 7 

蓄電池やコージェネ等の分散型エネルギーリソース（ＤＥＲ28）の普及等に伴い、8 

これらを活用したＤＲも進展している。今後、製造事業者等に対して目標年度までに9 

ＤＲｒｅａｄｙ機能を具備した製品の導入を求める仕組みの導入、スマートメーター10 

のＩоＴルートを利用したＤＲ実証、蓄電・蓄熱等を活用した電力貯蔵システムやコ11 

ージェネ、負荷設備、蓄熱層等のＤＥＲを活用したアグリゲーションビジネスの促進12 

等を行い、ＤＲの更なる普及を図ることが必要である。また、ＤＥＲの活用にあたっ13 

ては、地産地消による効率的なエネルギー利用や災害時のレジリエンス強化等にも資14 

する地域マイクログリッドが重要である。今後は、一部の地域で見込まれる系統混雑15 

の緩和等に向けて、技術的な実現可能性を追求していく。 16 

 17 

(ウ) 揚水等 18 

揚水発電は、再生可能エネルギー等の電力を蓄電し、需要ピーク時などに電力供給19 

できるほか、短い応動時間で周波数変動を調整できる電源として、重要性が増してい20 

る。今後も引き続き、既存設備の採算性向上に向けた設備投資促進、新規開発に向け21 

た導入可能性調査等を進め、より一層新規投資を促していく。22 

 
28 需要家の受電点以下に接続されているエネルギーリソース（発電設備、蓄電設備、負荷設

備）に加えて、系統に直接接続される発電設備、蓄電設備を総称するもの。 
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４．次世代エネルギーの確保／供給体制 1 

 2 

（１）基本的考え方 3 

 4 

水素はアンモニアや合成メタン、合成燃料の基盤となる材料であり、これら水素等5 

は幅広い分野（鉄鋼、化学、モビリティ分野、産業熱、発電等）での活用が期待され6 

る、カーボンニュートラル実現に向けた鍵となるエネルギーである。 7 

世界では、技術開発支援にとどまらず、水素等の製造や設備投資等に対する大胆な8 

支援策が始まりつつある。また、豊富で安価な再生可能エネルギーや、天然ガス、Ｃ9 

ＣＳ適地などの良質な環境条件や、水素関連技術の優位性など、各国が、自国の強み10 

を活かした産業戦略を展開し、資源や適地の獲得競争が起こり始めている。 11 

我が国は水素製造や輸送技術、燃焼技術など複数分野における技術で世界を先導し12 

てきている。「技術で勝って、ビジネスでも勝つ」べく、引き続きグリーンイノベーシ13 

ョン基金事業等で世界に先行した技術開発により競争力を磨くとともに、世界の市場14 

拡大を見据えて先行的な企業の設備投資を促していく。 15 

社会実装に向けては、水素社会推進法に基づき、低炭素水素等の大規模サプライチ16 

ェーンの構築を強力に支援していきながら、諸外国や企業の動向も踏まえて、国内外17 

を含めた更なる低炭素水素等の大規模な供給と利用に向けて、規制・支援一体的な政18 

策を引き続き講じ、コストの低減と利用の拡大を両輪で進めていく。 19 

   20 

（２）水素 21 

 22 

諸外国において、補助金や税額控除といった金銭的支援策が講じられているものの、23 

インフレによる開発費の増大等により、特に市場が黎明期の水素等の新技術は価格転24 

嫁の壁が高く、新規需要者の獲得が困難となっている。また、欧州では、水素製造量25 

について、２０３０年目標が１，０００万トン（電解槽容量１００ＧＷ相当）である26 

一方、２０２３年９月時点での電解槽導入量は僅か０．２ＧＷと、目標との乖離が大27 

きい状況である。一方で、目標達成のために主要産業の競争力を損なわない戦略的な28 

選択が重要であるとしつつ、脱炭素に向けた取組は堅持して、産業政策の推進の必要29 

性が強調されており、事業者も、多くが産業規模の水素プロジェクトを最終的な投資30 

準備段階まで進めている状況でもある。 31 

現在、商用化されたサプライチェーンはまだ存在しておらず、コスト面や新規需要32 

の創出・拡大に引き続き課題はあるが、日本においても、掲げてきた目標（２０３０33 

年に３０円／Ｎｍ３（ＣＩＦ価格）・最大３００万ｔ／年、２０４０年に１，２００万34 

ｔ／年、２０５０年に２０円／Ｎｍ３以下、２，０００万ｔ／年）の実現を引き続き35 

目指しつつ、水素社会推進法に基づく低炭素水素等のサプライチェーン構築のための36 

３兆円規模の価格差に着目した支援により、まずは、将来の産業競争力につながる黎37 

明期のユースケース作りをしたたかに進めていく。その際には、エネルギー安全保障38 
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の観点からも、将来的に十分な価格低減と競争力を有する見込みのある国内事業を最1 

大限支援するとともに、国産技術等を活用して製造され、かつ大量に供給が可能な水2 

素等の輸入についても支援する。加えて、水電解装置や燃料電池、これらの部素材に3 

おける製造能力拡大に向けた投資を促進し、産業競争力の向上を図っていく。 4 

また、水素社会推進法に基づき、大規模な利用ニーズの創出と効率的なサプライチ5 

ェーン構築に資する、様々な事業者に広く裨益し得る設備に対する拠点整備支援や、6 

特例措置の活用も含め、保安規制の合理化・最適化に取り組む。 7 

水素等の利用拡大に向けて、運輸分野については、省エネ法に基づく非化石エネル8 

ギー転換目標の設定などの規制・制度と一体となった、燃料電池商用車や大規模水素9 

ステーションの普及拡大に向けた支援を実施するほか、船舶における温室効果ガスの10 

排出量を削減する制度の検討や、ゼロエミッション船等の開発・建造の促進、大量の11 

水素利用に必要な港湾の整備に向けた取組を進める。 12 

電力分野については、大量の水素需要が見込めることから水素利用拡大のために引13 

き続き重要であり、燃焼器の技術開発や発電の実機実証を着実に進めていく。また、14 

長期脱炭素電源オークションにおいて、第２回入札から、水素・アンモニアの燃料費15 

のうち、固定的な支払部分を支援対象に追加したが、上限価格の引上げ等を含め、更16 

なる制度対応の必要性も継続的に検討しつつ、着実な社会実装を進めていく。 17 

産業分野については、工業用原料や産業プロセスで必要な高温熱源として期待され18 

ており、水素還元製鉄などの製造プロセスの大規模転換や、水素バーナー・ボイラー19 

等の技術開発・実証を引き続き進めていく。また、水素の供給側・需要側双方におけ20 

る技術や市場環境等の状況と見通しを把握しながら、中期的には制度面での対応も含21 

め、適切かつ有効な非化石エネルギー転換の措置を講じていく。 22 

また、地域の脱炭素化やエネルギー自給率向上、地方創生にもつながる、地域の再23 

生可能エネルギーや資源等を活用した水素の供給と面的な利用に向けた取組のほか、24 

レジリエンスの強化にも資する燃料電池の一層のコスト削減に向けた取組を進める。 25 

 26 

（３）アンモニア 27 

 28 

アンモニアも幅広い分野（化学や産業熱、船舶、発電等）で活用が期待されるエネ29 

ルギーである。現時点で規模は小さいものの、肥料や化学製品の原料として既存サプ30 

ライチェーンが存在しており、欧州では主に水素キャリアとして、アジアでは発電混31 

焼の燃料として、国際海運では舶用燃料として、注目されている。 32 

アンモニアについても、諸外国において、補助金や税額控除といった金銭的支援策33 

が講じられているものの、インフレによる開発費の増大等により、厳しい状況にある。34 

他方で、こうした状況下においても、諸外国で製造プロジェクトは立ち上がりつつあ35 

り、化学分野や発電分野における燃料転換に向けた動きは着実に進展している。現状36 

ではコスト面や新規需要の創出・拡大に課題もあるが、引き続き、想定してきた国内37 

需要（２０３０年に３００ 万ｔ／年（水素換算で約５０万ｔ／年）規模、２０５０年38 
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に約３，０００万ｔ／年（水素換算で約５００万ｔ／年））やコスト目標（２０３０年1 

に１０円台後半／Ｎｍ３（熱量等価水素換算））を目指しつつ、水素と同様、水素社会2 

推進法に基づく支援措置等により、まずは、将来の産業競争力につながる黎明期のユ3 

ースケース作りをしたたかに進めていく。 4 

また、国内のみならず、早期にアジアを中心とする海外市場にも展開する観点から、5 

製造面での大規模化・コスト削減・ＣＯ２排出量低減に資する開発・実証や、利用面6 

での高混焼・専焼化に向けた技術開発を進めるほか、水素と同様、産業分野、船舶分7 

野、発電分野等において、利用を促進するための制度の在り方を検討していく。 8 

 9 

（４）合成メタン等 10 

 11 

(ア) 合成メタン 12 

水素とＣＯ２から合成（メタネーション）された合成メタンは、既存のインフラ等13 

を利用できるため、ガスの円滑な脱炭素化に寄与し得る。合成メタンの市場創出や利14 

用の拡大には、実用化・低コスト化に向けた技術開発と同時に、持続可能な形で投資15 

が継続される環境整備を進めることが重要である。 16 

合成メタンの製造コストは、ＣＯ２回収コストやメタネーションの設備費等が含ま17 

れるが、特に、水素製造コストが大きな割合を占めている。こうしたコストを低減18 

するため、既存のメタネーション技術より生産効率が飛躍的に高まる革新的メタネ19 

ーション技術について、２０３０年の基盤技術の確立、２０４０年代の大量生産技20 

術の実現を目指し、引き続き、技術開発に取り組む。 21 

２０３０年度において、供給量の１％相当の合成メタン又はバイオガスを導管に22 

注入し、その他の手段と合わせてガスの５％をカーボンニュートラル化していくた23 

め、これらの導入目標をエネルギー供給構造高度化法29の判断基準等に位置付け、そ24 

の導入コストのうち、ガスの一般的な調達費よりも割高になる部分は、ガス小売事25 

業者間の公平な競争環境を整備する観点から、託送料金原価に含めることができる26 

仕組みを構築する。また、これらを踏まえ、地球温暖化対策推進法に基づく温室効27 

果ガス排出量算定・報告・公表制度における排出係数への反映や合成メタンの排出28 

削減価値に係る第三者認証機関に求める具体的な要件の検討を行うなど、必要なカ29 

ウントルールの整備等を行う。 30 

合成メタンやバイオガスの導入などの様々な手段を組み合わせ、２０５０年の都市31 

ガスのカーボンニュートラル化を実現するため、特定の事業者のみならず、全国の都32 

市ガス事業者により、日本全体として都市ガスのカーボンニュートラル化を推進する33 

という視点から、必要な制度等の在り方について検討を行う。 34 

 35 

(イ) グリーンＬＰガス 36 

 
29 エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利用及び化石エネルギー原料の有効な

利用の促進に関する法律（平成２１年法律第７２号）。 
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グリーンＬＰガスは、バイオＬＰガスや合成ＬＰガス等、化石燃料によらないＬＰ1 

ガスの総称である。現状ではバイオディーゼルとともに副生されるバイオＬＰガスが2 

主流であるが、バイオディーゼルとバイオＬＰガスの生産比率は１０：１と、その大3 

量生産が課題であり、世界的にみても、その生産に特化した先進技術は確立されてい4 

ない。今後、世界のＬＰガス需要は、燃料転換が進む中国、インドが牽引する形で拡5 

大していく見込みであり、グリーンＬＰガスの大量生産技術の確立が重要である。 6 

グリーンＬＰガスの大量生産に向けて、革新的触媒等の技術開発や生産プロセス実7 

証を進め、２０３０年代の社会実装を目指す。その際、官民検討会等の場を活用しな8 

がら、内外のプレイヤーの連携の下、海外市場も視野に入れた生産・流通網を含むビ9 

ジネスモデルの構築など、必要な取組を進める。また、ＬＰガスのカーボンニュート10 

ラル対応を推進すべく、カーボンクレジットの利用拡大や、ｒＤＭＥ（バイオ由来の11 

ジメチルエーテル）を混入した低炭素ＬＰガスの導入に向けた取組等を後押しする。 12 

 13 

（５）バイオ燃料、合成燃料 14 

 15 

バイオ燃料は植物、廃食油や廃棄物から製造され、原料の植物等が、成長過程で大16 

気中のＣＯ２を吸収するため、化石燃料と比べ低炭素な燃料である。今後、次世代バ17 

イオ原料の国産化に向けた技術開発に関する取組を進めるとともに、次世代バイオ原18 

料の資源国との連携を深め、サプライチェーンの構築・強化を進める。 19 

自動車分野では、制度等の必要な環境を整備しながら、２０３０年度までに一部地20 

域でガソリンへの直接混合も含めたバイオエタノール導入拡大により、最大濃度１21 

０％の低炭素ガソリン供給開始を目指す。また、対応車両の普及状況やサプライチェ22 

ーンの対策状況等を見極めて地域や規模拡大を図り、２０４０年度から最大濃度２23 

０％の低炭素ガソリン供給開始を追求する。 24 

航空分野では、ＳＡＦ導入拡大のため、ＧＸ経済移行債を活用した大規模なＳＡＦ25 

製造設備構築に係る設備投資支援や「戦略分野国内生産促進税制」による税額控除等26 

の先行投資支援、２０３０年のＳＡＦの供給目標量を「２０１９年度に日本国内で生27 

産・供給されたジェット燃料のＧＨＧ排出量の５％相当量以上」と設定するなど、中28 

長期的な規制・制度的措置により国際競争力のある価格で安定的にＳＡＦを供給でき29 

る体制を構築する。また、今後バイオ由来のＳＡＦは原料の争奪戦が予想されるため、30 

非可食原料の開拓による原料の多角化、安定的な原料確保に向けたサプライチェーン31 

の構築・強化を行う必要がある。 32 

自動車・船舶・鉄道・建設機械等の分野で幅広く使用される軽油に対しては、原料33 

供給制約があることも踏まえた上で、バイオディーゼルの導入を推進する。 34 

合成燃料は既存の内燃機関や燃料インフラが活用できること、化石燃料と同等の高35 

いエネルギー密度を有することがメリットである。自動車分野では、ｅ－ガソリンや36 

ｅ－ディーゼル、船舶分野ではｅ－メタノール、航空分野ではｅ－ＳＡＦとしての活37 

用が期待される。２０３０年代前半までの合成燃料商用化を目指し、研究開発や国内38 
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事業の組成、出資等による海外事業への参画、国際的な対話を通じた環境価値創出や1 

ビジネスモデルの構築など、商用化に向けた必要な取組を進める。  2 
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５．化石資源の確保／供給体制 1 

 2 

（１）基本的考え方 3 

 4 

化石燃料は、我が国のエネルギー供給の大宗を担い、世界的な需要は減少の見通し5 

であるが程度には幅があり、そのサプライチェーンは一度途絶すれば復元は相当困難6 

であり、安定供給を確保しつつ現実的なトランジションを進める必要がある。これら7 

を踏まえ、化石燃料について、地理的な近接性や資源国との中長期的な協力関係等を8 

総合的に勘案しつつ、資源外交、国内外の資源開発、供給源の多角化、危機管理、サ9 

プライチェーンの維持・強靱化等に取り組む。 10 

特に、ＬＮＧの安定供給確保は、電力の安定供給の確保を大前提に非効率な石炭火11 

力の発電量を減らしていく中、現実的なトランジションの手段としてＬＮＧ火力を活12 

用する必要があることに加え、都市ガスの安定供給の観点から重要である。価格高騰13 

や供給途絶等のリスクに備え、官民一体となって必要なＬＮＧの長期契約を確保する14 

必要がある。加えて、災害の多い我が国では、エネルギーの強靱性の観点から、可搬15 

かつ貯蔵可能な石油製品やＬＰガスの安定調達と供給体制確保は重要である。 16 

将来的な脱炭素燃料・技術を含む資源獲得競争を勝ち抜くべく、国際競争力のある17 

「中核的企業」の創出や、これらの企業が「総合エネルギー産業」に変革しカーボン18 

ニュートラル社会実現のメインプレイヤーとなることも目指す。 19 

 20 

（２）天然ガス 21 

 22 

①総論 23 

天然ガスは、熱源として効率性が高く、地政学的リスクも相対的に低く、足下、電24 

源構成の約３割を占める。また、化石燃料の中で温室効果ガスの排出が最も少なく、25 

再生可能エネルギーの調整電源の中心的な役割を果たすと同時に、燃料転換等を通じ26 

た天然ガスシフトが進むことで環境負荷低減にも寄与する。さらに、将来的な技術の27 

進展によりガス自体の脱炭素化の実現が見込まれ、水素等の原料としての利用拡大も28 

期待される等、カーボンニュートラル実現後も重要なエネルギー源である。 29 

他方、ロシアによるウクライナ侵略等によりエネルギー安定供給の不確実性が生じ、30 

引き続きＬＮＧ市場は構造的にタイトである。こうした中でも、自主開発を推進し、31 

市場拡大や供給源多角化にあたっては、地理的な近接性や資源国との中長期的な協力32 

関係等を総合的に判断し、安定供給性・強靱性を向上させる必要がある。内閣総理大33 

臣を筆頭とした資源外交やＪＯＧＭＥＣによるリスクマネーの供給、ＬＮＧ産消会議34 

の継続等により、安定調達と供給体制の確保に取り組む。  35 

日本の石油・天然ガス開発企業には、脱炭素燃料・技術の供給分野等で、メインプ36 

レイヤーであり続けることが期待される。 37 

 38 
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②自主開発の更なる推進 1 

石油・天然ガスの輸入依存による交渉力の限界や中東情勢等の影響の受けやすさと2 

いった構造的課題のある我が国が、様々な情勢変化のもとでも安定供給を確保するた3 

めには、日本企業が直接開発・生産に携わる上流権益確保と国内資源開発による自主4 

開発を進めることが極めて重要である。石油・天然ガスの自主開発比率を２０３０年5 

に５０％以上、２０４０年に６０％以上に引き上げることを目指す。 6 

 7 

③ＬＮＧの安定供給確保 8 

２０２４年のＬＮＧ産消会議では、(a)ＬＮＧ火力は再生可能エネルギーによる変9 

動性を調整するために必要であること、(b)ＬＮＧはアジア等経済成長する国々のエ10 

ネルギー需要を満たし石炭からの移行を支援すること、（c）確立されたＬＮＧインフ11 

ラは、低排出ガス開発の支援に転用できることが確認された。 12 

また、ＬＮＧは、需要家に供給と価格の安定性を提供するためにも、長期契約での13 

一定量の確保が必要であるが、このＬＮＧ安定調達の度合いを測定・評価する指標を14 

設定し、政策支援につなげることを目指す。 15 

なお、中長期的なＬＮＧ需要量は、新産業による電力需要の拡大、カーボンニュー16 

トラル燃料価格の動向等によって、大きく影響を受ける。例えば、ＩＥＡは２０４０17 

年に向けて、産業のガス需要や電力消費需要の高まり、燃料転換の進展の度合いによ18 

って大きくガス需要が増加する可能性を明記している。特に、不確実性の大きい需要19 

領域について、ＬＮＧ確保に伴うリスクへの対応が必要であり、民間主導を前提に、20 

事業者間、官民の協調した確保が必要である。このため、ＩＥＡ閣僚理事会等におい21 

て重要性が確認されたガスリザーブメカニズムの考え方を踏まえ、地理的特性上ガス22 

貯蔵が困難な我が国においても有効な政策的措置や柔軟な契約の確保を講じること23 

でセキュリティを強化する。特に有事においては、ガス貯蔵が難しくＬＮＧとして輸24 

入に頼る我が国としては、戦略的余剰ＬＮＧ（ＳＢＬ）等の取組を通じ、事業者と連25 

携し政府が主導して必要量を確保する。一方、こうした措置には多額の費用が見込ま26 

れるため、平時からのＬＮＧサプライチェーンの強化に向け、タンク容量の増強等の27 

貯蔵能力強化やリロード設備拡充等の事業者間融通の促進策等を検討する。また、緊28 

急時の相互融通等の協力の基盤である政府間協力覚書の締結を更に進めるとともに、29 

事業者のみでは対応しきれない緊急時のため、ＪＯＧＭＥＣを通じたＬＮＧ調達体制30 

の構築に万全を期す。加えて、公的金融支援は、緊急時調達等を実施する際のレバレ31 

ッジとしての重要性も増しており、エネルギー安全保障に貢献するため、一層厚みの32 

ある支援体制の整備が求められている。また、日本のエネルギー安全保障上の観点か33 

ら極めて重要な燃料調達先を確保する観点から、資源国との間で必要な協議を継続す34 

る。 35 

世界のＬＮＧ市場では、海外メジャー等は自らリスクを取り、更にプレゼンスを拡36 

大している。このような状況を認識し、日本企業の「外・外取引」を含むＬＮＧ取扱37 

量１億トンの目標を維持し、仕向地条項の柔軟化やアジア等のタンク施設の柔軟利用、38 
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共同調達、トレーディング機能強化を始め、調達の在り方を検討し、世界に伍する日1 

本企業の輩出に向けて取り組む。エネルギー需要が拡大するアジア等においてＬＮＧ2 

導入に係る制度整備や人材育成等にも取り組む。 3 

 4 

④ＬＮＧバリューチェーンの低炭素化への取組 5 

ＬＮＧバリューチェーンの低炭素化に資する要素技術の排出削減効果や経済性を6 

分析し、生産者・消費者が低炭素化の道筋を示せる環境整備に向け、ＩＥＡとの協働7 

等に取り組む。メタン排出削減対策に関し、自発的なメタン削減の取組を慫慂するＣ8 

ＬＥＡＮイニシアティブを推進し、国際メタンガス排出量観測所（ＩＭＥＯ）等の国9 

際機関やエネルギー企業との連携や技術実証を進め、測定・観測・報告・認証の国際10 

標準に日本の考え方や技術を反映しつつ、輸入国間での連携を推進する。低炭素化さ11 

れたＬＮＧに関する認証システムの構築に向けた検討を行う。 12 

 13 

⑤国内資源開発の促進、石油・天然ガス業界における人材確保・育成 14 

海洋及び陸上における国内資源開発は、地政学リスクや為替の影響に左右されず安15 

定的なエネルギー供給の確保が可能であり、継続的な推進が重要。中でもメタンハイ16 

ドレート（砂層型・表層型及びメタンプルーム）については、海洋基本計画等30に基17 

づき、民間企業が事業化する際に必要となる技術、制度等を確立するための技術開発18 

等を推進する。その際、世界的に先端的であり不確実性・難易度が高いことを踏まえ19 

つつ、技術開発等の進捗状況や得られた成果の分析や評価を行い、２０３０年度まで20 

に民間企業が主導する商業化に向けたプロジェクトが開始されることを目指す。。石21 

油・天然ガスについては、三次元物理探査船「たんさ」を用いた国内石油・天然ガス22 

の探査（２０２８年度までに概ね５万平方キロメートル）とともに、有望海域での試23 

掘を機動的に実施する。また、国内外のＣＣＳ適地調査に同船を活用する等、より効24 

果的な探査を実現し、市場競争力を高める。 25 

ＧＸの実現及びエネルギー安定供給確保の両立と石油・天然ガス業界の変革を担う26 

多様な人材の確保・育成を後押しするため、産業界とも連携しエネキャリを開催した。27 

引き続き、学生等に向けた情報発信等を実施する。 28 

 29 

（３）石油（備蓄／サービスステーション（ＳＳ）等を含む） 30 

 31 

①総論 32 

石油は、一次エネルギーの約４割を占め、幅広い燃料用途や化学製品等素材用途を33 

持つ。調達に係る地政学リスクは大きく、また石油の国内需要も減少傾向にあるが、34 

エネルギー密度が高く、備蓄体制が整備され、可搬かつ貯蔵が容易であり、災害時に35 

はエネルギー供給の最後の砦となる、国民生活・経済活動に不可欠なエネルギー源で36 

ある。 37 

 
30 海洋基本計画（令和５年４月閣議決定）。 
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 1 

②備蓄の確保 2 

石油の国内需要は減少傾向にあるが、地政学リスクやアジアの石油需要の増加等を3 

踏まえると、石油備蓄は重要であり、石油備蓄水準を維持する。備蓄放出の更なる機4 

動性向上に向け、石油精製・元売各社との連携強化、必要に応じた油種入替、放出訓5 

練や机上訓練に加え、国家石油備蓄基地における、基地の放出能力等に応じた、メリ6 

ハリをつけた必要な設備修繕・改良等を継続する。また、災害時に一部の製油所が稼7 

働困難となる可能性があることも踏まえ、備蓄基地の分散配置にも引き続き取り組む8 

必要がある。さらに、製油所の統廃合も進む中における、災害による製油所の機能停9 

止に備えた流通在庫の確保の在り方や、燃料の移行状況を踏まえ、新燃料の貯蔵等の10 

タンクの有効活用も含めた、燃料備蓄の在り方を検討する。 11 

そのうえで、有事の際は、機動性の高い民間備蓄と国家備蓄について機動性の高い12 

基地からの優先的な放出を速やかに実施する。さらに、アジアのエネルギー安全保障13 

確保のために産油国やアジア消費国との備蓄協力を進め、アジアの海域での地政学的14 

な問題が顕在化し、アジアでの石油需給がひっ迫する恐れ等がある場合の協調放出に15 

向けてＩＥＡや加盟国との関係の維持・構築を進める。 16 

 17 

③石油供給体制の維持・移行 18 

自動車燃費の向上や電動化等によりガソリン需要は減少するが、インバウンド需要19 

増等に伴い航空燃料需要は増加傾向にあるなど、国内の石油需要が減少する中でも製20 

品ごとに減少幅は異なる。こうした需要構造の変化にあわせ、安定供給を前提に供給21 

構造も変化させる必要がある。 22 

また、需要減少の中で安定供給を確保するため、脱炭素化しつつ製油所の維持を図23 

るとともに、輸送体制強化等のサプライチェーンの柔軟性確保が重要である。特に災24 

害時は、停電等により平時には需要のない場所での燃料供給も求められるため、緊急25 

時にも対応できる強靱な供給体制を確保する必要がある。老朽化するプラントの維26 

持・管理や関係法令遵守を前提に、事業者間連携、デジタル技術の一層の活用、重油27 

分解能力向上を通じた原油の有効活用などの生産性向上や競争力強化の取組みを後28 

押しすることにより、増加が見込まれる航空燃料をはじめとする石油製品の安定供給29 

を図る。特別警報級の大雨・高潮対策を想定した製油所・油槽所の排水設備の増強等30 

や、令和６年能登半島地震の際の被災地への灯油等のドラム缶での出荷等の経験を踏31 

まえた、製油所・油槽所のドラム缶充填設備の設置・更新が重要である。更に、各省32 

庁や都道府県の要請に対応する緊急要請発出・対応訓練、災害時石油供給連携計画に33 

基づく共同オペレーション訓練等を実施し、有事の際の体制を維持・構築する必要が34 

ある。 35 

また、石油精製業はこれまで総合エネルギー企業化に向けた取組を進めてきたが、36 

より積極的な新事業展開を行い、事業基盤の再構築を行うことが重要であり、事業者37 

のこうした既存のインフラ、ネットワーク・人材を活かした新たな燃料供給の挑戦を38 
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後押しする。また、クリーンな石油精製プロセスに向けて、省エネルギー対策を一層1 

進めるとともに、ＣＯ２フリー水素の活用など、製油所の脱炭素化の取組を進める。 2 

 3 

④ＳＳによる供給ネットワークの維持・強化 4 

（ア）総論 5 

ＳＳは、給油や灯油の配送等を通じて国民生活や経済活動を支える重要かつ不可欠6 

な社会インフラである。令和６年能登半島地震では、自身も被災しながらも、道路寸7 

断により孤立状態にあった被災地内の緊急車両や病院・避難所等への燃料供給に貢献8 

する等、地域の燃料供給を担うエッセンシャルワーカーとして活躍し、その重要性が9 

再認識された。一方で、ＳＳの多くは中小零細企業であり、乗用車の燃費向上等によ10 

り石油製品の需要が減少する中、人手不足・後継者難、施設の老朽化等の課題も相ま11 

って、ＳＳ数も減少を続けており、平時のみならず災害時の「最後の砦」として地域12 

を支えるＳＳネットワークの維持・強化に向けた取組の強化が喫緊の課題となってい13 

る。 14 

 15 

（イ）ＳＳの経営力強化 16 

平時からＳＳが健全に経営されてこそ、災害時に「最後の砦」としての役割を果た17 

し得る。ＳＳネットワークの維持・強化のためには、賃上げ等による人材確保や設備18 

投資を図るべく本業である石油製品販売で収益を確保することに加え、石油製品の販19 

売以外の収益拡大や効率化等に取り組み、ＳＳの経営力を強化していくことが必要で20 

ある。一方で、ＳＳの多くが資金的・人材的に困難な状況にあることも配慮しつつ、21 

事業の多角化やデジタル技術を活用した人手不足対策、事業承継・Ｍ＆Ａ・グループ22 

化等、経営体質強化のための取組を、様々な支援施策を総動員して後押しする。また、23 

ＳＳが石油製品の供給を継続しつつＥＶへの電力供給やＦＣＶへの水素供給、合成燃24 

料やバイオ燃料の供給を担う「総合エネルギー拠点」としての発展を目指せるよう後25 

押しする。 26 

 27 

（ウ）自治体との連携強化を通じた安定供給確保 28 

ＳＳの災害対応能力強化の観点から、引き続き、非常用発電機を備えた中核ＳＳ（緊29 

急車両への優先給油を担うＳＳ）や住民拠点ＳＳ（一般車両への給油を担うＳＳ）等30 

の整備を進め、各地域における災害対応訓練や、有事に備えてガソリンを満タンにし31 

ておく「満タン＆灯油プラス１缶運動」を推進する。 32 

その際、近年頻発する災害等を鑑みれば、地域防災の中心を担う自治体と、地域内33 

の多数のＳＳが所属し、災害時にはＳＳの稼働情報等の集約拠点となる各都道府県の34 

石油組合が連携し、地域特性に応じた形で安定供給体制を確保することが必要である。35 

災害協定を締結するのみならず、平時からの取引関係を通じて、病院・福祉施設や避36 

難所等の重要施設のタンク容量や口径、配送ルート等の情報共有や連絡体制を構築す37 

ることが重要であり、「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」を踏まえた随意38 



 

63 

契約等を後押しする。また、豪雪や土砂災害等による燃料配送遮断リスクや、水害に1 

より計量器等の設備が損壊するリスク等を踏まえ、地域内の燃料在庫拠点となるＳＳ2 

を分散配置する必要性や災害時の燃料配送方法等について検討し計画を立てる等、自3 

治体と石油組合が連携した取組を後押しする。 4 

ＳＳ過疎地対策としても、自治体との連携強化が必要である。この１０年でＳＳ過5 

疎市町村（自治体内のＳＳが３カ所以下）が約１００カ所増加しており、上記取組に6 

加え、地域内のＳＳが廃業する前に対応策を講じることができるよう、自治体と地域7 

内のＳＳ、石油組合や各種支援機関との普段からのコミュミケーションを含めた連携8 

強化を推進する。民間事業者の経営努力ではＳＳの維持が困難な場合は、自治体のリ9 

ーダーシップが特に重要であり、引き続き、自治体が地域住民の理解と協力を得なが10 

ら、「地域コミュニティインフラ」としてのＳＳを、「公設民営」の形で承継・新設す11 

る等の取組を支援する。 12 

 13 

（エ）公正かつ透明な石油製品取引構造の確立 14 

石油製品は品質の差別化が難しく、競争は価格面に集中する傾向がある中、石油製15 

品の流通実態の把握に際しては、市場価格等がＳＳネットワークや災害対応に与える16 

影響も勘案しながら、引き続き公正・透明な石油製品取引構造の確立に取り組むこと17 

が必要である。２０２２年に改定した「ガソリン等の流通における不当廉売、差別対18 

価等への対応について」（公正取引委員会）を踏まえ、不当廉売等に対し厳正に対処す19 

る。また、卸価格の決定方法等について望ましい行為を示した「ガソリン適正取引慣20 

行ガイドライン」（資源エネルギー庁）を踏まえて、取引慣行の適正化を図る。一般的21 

に自己の取引上の地位が相手方に優越している元売等が、その地位を利用して、ＳＳ22 

事業者に対し、取引条件を一方的に決定する等により、正常な商慣習に照らして不当23 

に不利益を与える等独占禁止法に違反する疑いのある事案に接した場合には、適切に24 

対処する。 25 

 26 

（４）ＬＰガス 27 

 28 

化石燃料の中で温室効果ガス排出が少なく、約４割の家庭に供給され、備蓄体制も29 

整備されており、可搬かつ貯蔵が容易な分散型エネルギーである。国内需要の８割を30 

占める輸入先は米国、カナダ、豪州で９割超と地政学リスクが低く、エネルギー安全31 

保障にも資するうえ、ボンベで全国のどこへでも供給可能であり、災害時には、病院32 

等の電源や避難所等の生活環境向上にも資する「最後の砦」としても、重要なエネル33 

ギー源である。 34 

ＬＰガス備蓄については、有事の対応やアジアの需要増加に備え、現在の国家備蓄・35 

民間備蓄を合わせた備蓄水準を維持する。ＬＰガス業界やＪＯＧＭＥＣと連携し、緊36 

急時を想定した国家備蓄基地からの放出訓練や各地への輸送に係る詳細なシミュレ37 

ーションを実施する。また、災害時に備え、自家発電設備等を備えた中核充填所の新38 
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設・設備強化を進めるとともに、病院・福祉施設や避難所となる小中学校体育館等に1 

おける備蓄強化、発電機やＧＨＰ等の併設による生活環境向上を促進する。「災害時2 

石油ガス供給連携計画」を不断に見直し、同計画に基づいた訓練を実施するほか、ス3 

マートメーターの導入による配送合理化等の取組を後押しし、人手不足な中でも安定4 

供給可能な体制を強化する。 5 

なお、ＬＰガスを巡る商慣行を是正し、消費者からの信頼を確保すべく、過大な営6 

業行為の制限等を内容とする新たな規律を設けたところ、その実効性確保のため、関7 

係省庁とも連携し、違反行為の取り締まりや市場監視・モニタリングを継続実施する。 8 

 9 

（５）石炭 10 

 11 

現時点の技術・制度を前提とすれば、化石燃料の中で最も温室効果ガス排出量が大12 

きいが、現時点では、調達に係る地政学リスクが相対的に低く、熱量当たりの単価も13 

比較的低い。また、保管も容易であることから、現時点では安定供給性や経済性に優14 

れた重要なエネルギー源である。非効率な石炭火力を中心に発電量（ｋＷｈ）を減ら15 

していく中でも、石炭の安定供給は引き続き重要であり、石炭の自主開発比率は２０16 

４０年に６０％を維持する。また、石炭の自主開発比率は、一般炭の調達環境の変化17 

に伴い低下しつつあるが、比較的長期の複数年のターム契約は安定的な調達に資する18 

と考えられ、一般炭については、自主開発比率に加え、複数年ターム契約の比率も安19 

定供給のための補完指標として計測し、必要な施策を検討する 。  20 
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６．ＣＯ２回収・有効利用・貯留 1 

 2 

（１）基本的考え方 3 

 4 

ＣＣＵＳ（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）は、鉄、セメン5 

ト、化学、石油精製等の脱炭素化が難しい（Hard to Abate）分野や発電所等で発生6 

したＣＯ２を地中貯留・有効利用することで、電化や水素等を活用した非化石転換で7 

は脱炭素化が困難な分野において脱炭素化を実現できるため、エネルギー安定供8 

給、経済成長、脱炭素の同時実現に不可欠となっている。 9 

また、ＣＤＲ31（Carbon Dioxide Removal）は、２０５０年カーボンニュートラル10 

実現のため、最大限排出削減をしたとしても最終的にＣＯ２の排出が避けられない分11 

野からの排出（残余排出）を相殺する手段として、必要となると考えられる。 12 

 13 

（２）ＣＣＳ 14 

 15 

ＣＣＳ は、「ＧＸ推進戦略」において２０３０年までの事業開始に向けた事業環境16 

を整備することとしている。２０２４年５月には、貯留事業の許可制度等を定めたＣ17 

ＣＳ事業法が成立しており、今後は「ＣＣＳ長期ロードマップ」も踏まえて具体的な18 

取組を進めていく。  19 

一方で、ＣＣＳ事業は世界的にも予見可能性が低いため、欧米ではＣＣＳに要する20 

費用とＣＯ２を排出した際の対策費用のコスト差に着目した支援や比較的高い補助率21 

での支援措置を講じている。政府による支援により、ＣＣＳを先行的に事業化するこ22 

とで、ＣＣＳ事業の自立化を図るとともに、コスト競争力のあるＣＣＳバリューチェ23 

ーンを構築することが可能となる。 24 

我が国でも、「先進的ＣＣＳ事業」に対し試掘等の貯留地開発やＣＣＳバリューチ25 

ェーン全体への一体的な支援を行い、２０３０年までに年間貯留量６００～１，２０26 

０万トンの確保に目途を付けることを目指している。今後、諸外国の支援措置や「先27 

進的ＣＣＳ事業」を通じて得た知見等を踏まえ、我が国の地理的状況やエネルギー政28 

策の方向性に合致する形で、継続的なコスト低減や事業者間競争を促す視点も含めて、29 

事業者によるＣＣＳ事業への投資を促すための支援制度を検討していく。その際、Ｃ30 

ＣＳの分野別投資戦略を踏まえた投資促進策の検討や、ＧＸ－ＥＴＳやＪ－クレジッ31 

ト、長期脱炭素電源オークションなど他の制度との連携、エネルギー・ＧＸ産業立地32 

の議論との連携を考慮していく。 33 

こうした支援制度により先行してＣＣＳ事業を立ち上げ、我が国に世界的な競争力34 

のあるＣＣＳバリューチェーンを構築することで、日本企業にＣＣＳ環境を提供し、35 

鉄・化学など Hard to Abate 産業の国際競争力維持とエネルギーセクターの脱炭素化36 

 
31 ＣＤＲ（Carbon Dioxide Removal、二酸化炭素除去）とは、大気中の CO2を回収・吸収し，

貯留・固定化することで CO2を除去すること。 
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を図るとともに、日本のＣＣＳ関連企業が各国のＣＣＳ事業の受注で優位に立つこと1 

が可能となることを目指す。 2 

また、ＣＣＳ事業の自立化に向けたコスト低減を進めるべく、分離回収分野では排3 

出ガス中のＣＯ２濃度や圧力を踏まえた最適な技術の開発、輸送分野では船舶の大規4 

模化に向けた最適なタンク設計などの船舶輸送技術確立、貯留分野では低コストなモ5 

ニタリング技術の導入を目指した国内外での実証を進める。 6 

さらに、ＣＣＳ事業の拡大には、カーボンニュートラルに向けた意義等について地7 

域の理解を得つつ進めることが重要であり、引き続き理解促進に取り組むとともに、8 

２０４０年に向けた貯留量拡大を見据え、貯留層のポテンシャル評価等の貯留地開発9 

を推進する。 10 

貯留量確保の観点では、海外には、枯渇油田ガス田をはじめ既に貯留先としての可11 

能性が明らかな地域があるため、我が国の技術も活用する形で我が国のＣＯ２を海外12 

で貯留することも条件が整えば有力な選択肢であり、関係国との具体的な対話や、将13 

来的な貯留権益確保を目指した相手国との共同調査を、順次実施していく。また、資14 

源国では、政府から石油天然ガスの上流開発時のＣＣＳ実施が求められる事例も出て15 

きており、エネルギー安定供給確保の観点からも海外ＣＣＳへのＪОＧＭＥＣによる16 

リスクマネー供給等を行う。加えて、海外でのＣＣＳに付加価値を付けるため、ＣＣ17 

Ｓ事業での二国間クレジット制度（ＪＣＭ）活用に向けたパートナー国との協議や、18 

ＣＣＳ事業による温室効果ガス排出量削減の方法論確立等の環境作りを進めていく。 19 

 20 

（３）ＣＣＵ／カーボンリサイクル 21 

 22 

ＣＣＵの中でもカーボンリサイクルは、ＣＯ２を資源として捉え、鉱物化や人工光23 

合成等により素材や燃料等へ再利用することでＣＯ２排出抑制が可能となる。我が国24 

としては、「カーボンリサイクルロードマップ」を踏まえて、技術開発・社会実装、25 

国際展開、ＣＯ２サプライチェーン構築を推進していく。 26 

カーボンリサイクルを活用した製品は、従来品と比較してコスト高になることか27 

ら、水素やＣＯ２の調達コスト低減に加え、製造プロセスの最適化、効率化を図るた28 

め、広島県大崎上島に整備したカーボンリサイクル実証研究拠点も活用して技術開29 

発を推進していく。また、社会実装を進めるためには、ＣＯ２排出者と利用者を連携30 

させる産業間連携を進め、ＣＯ２サプライチェーンを構築することが重要となる。こ31 

うした取組は、ＣＯ２の流通規模を拡大し、将来的なコスト低減に寄与するほか、Ｃ32 

Ｏ２削減効果の最大化や新産業育成による地域活性化につながる可能性もある。この33 

ため、既存インフラを最大限活用しつつ、水素等、ＣＣＳなどによる新たなインフ34 

ラ整備と連携し、地域の事業者等が主体となったＣＯ２サプライチェーンの構築を後35 

押ししていく。また、カーボンリサイクルによるＣＯ２削減価値を明確にしていくこ36 

とも重要であり、地球温暖化対策推進法に基づく算定・報告・公表制度における整37 

理やＪ-クレジットなどの活用についての検討を行う。 38 
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 1 

（４）ＣＤＲ 2 

 3 

ＣＤＲは、大気中のＣＯ２を回収・吸収し、貯留・固定化することによって、大気中4 

のＣＯ２を除去することを指し、大きく工学的プロセスと自然プロセスの人為的加速5 

に分類される。代表的なＣＤＲとしては、ＤＡＣＣＳ（Direct Air Capture and Carbon 6 

Storage）、ＢＥＣＣＳ（Bio-Energy with Carbon Capture and Storage）、植林・再7 

生林、バイオ炭、風化促進、沿岸のブルーカーボン管理（マングローブ・塩性湿地、8 

海草・海藻養殖等）等が挙げられる。 9 

ＩＥＡの調査報告書によると、「地球の気温上昇を抑えるためには、すべての温室10 

効果ガス排出減をゼロにするか、ＣＤＲで相殺する必要がある」とされ、民間の調査11 

報告書の中には、カーボンニュートラルの実現にはＣＤＲが不可欠とする分析もある。12 

電化が難しい分野や、セメント等のいわゆる Hard to Abate 産業と、大型トラックや13 

航空機、海運等、運輸部門での電化が困難な分野では、どうしてもＣＯ２排出が残る14 

と考えられ、ＣＤＲが有用な手段となり得る。 15 

欧米でも同様の認識の下、新規産業の創出も視野に入れたＣＤＲ技術に関する研究16 

開発や大規模な技術実証支援が行われており、一部ではすでに商業ベースでのプロジ17 

ェクトも動き始めている。 18 

我が国では、２０２３年３月より「ネガティブエミッション市場創出に向けた検討19 

会」を設置し、有識者等との議論を経て、国内外におけるＣＤＲの技術開発動向、事20 

業動向、及び各技術の産業化にあたり必要な要素を整理した。 21 

ＣＤＲ市場を創出するためには、①炭素除去の価値が評価される環境整備、②ＣＤ22 

Ｒ市場の創出、③ＣＤＲの効率性を上げるための技術開発の加速が必要不可欠となる。 23 

環境整備については、まずは、クレジット創出のための方法論の確立に取り組む必24 

要がある。足下、森林やバイオ炭のＪ－クレジットが、ブルーカーボンについても、25 

Ｊブルークレジット（ボランタリークレジット）が創出されている。ＤＡＣＣＳにつ26 

いては、クレジット創出に向けた方法論を策定したところである。この技術について27 

は、再生可能エネルギー等の脱炭素電源や海外の豊富なＣＣＳ適地を活用することも28 

有効と考えられ、我が国の排出削減に貢献するため、除去価値の国家間移転（二国間、29 

多国間合意）に向けた制度整備を検討していく。また優れた日本の技術が海外企業等30 

に利用され、脱炭素に貢献しながら産業競争力を向上させる視点も重要である。 31 

ＣＤＲ市場の創出のためには、今後のＣＤＲの導入目標をはじめ、官民による需要32 

創出・拡大に向けた方策も検討していく。 33 

同時に、コスト低減と効率性の向上のため、グリーンイノベーション基金やムーン34 

ショット型研究開発事業等により研究開発を後押ししていく。 35 

36 
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７．重要鉱物の確保 1 

 2 

（１）基本的考え方 3 

 4 

①総論 5 

鉱物資源は、あらゆる工業製品の原材料として、国民生活及び経済活動を支える6 

重要な資源であり、ＤＸやＧＸの進展や、それに伴い見込まれる電力需要増加への7 

対応に必要不可欠である。また、エネルギーの有効利用の鍵となり、今後、製品と8 

しても日本企業の競争力を左右する蓄電池、モーター、半導体等の製造にあたって9 

は、銅や、レアメタル等の重要鉱物の安定的な供給確保が欠かせない。他方、重要10 

鉱物は、鉱種ごとに埋蔵・生産地の偏在性、中流工程の寡占度、価格安定性等の状11 

況が異なり、上流の鉱山開発から下流の最終製品化までに多様な供給リスクが存在12 

している。 13 

また、国内非鉄製錬所は、重要鉱物のサプライチェーンの要として、高品質な金14 

属地金供給、国内製錬ネットワークを活用した鉱石等の副産物であるレアメタル回15 

収、使用済製品のリサイクルによる資源循環等の重要な機能を担っているが、鉱石16 

等の品位の低下や新興国等の需要拡大に伴う国際的な競争激化等を背景として、非17 

鉄製錬所を取り巻く環境は厳しい状況となっている。 18 

こうした状況の中で、これまで国は、ＪＯＧＭＥＣを通じた海外権益確保へのリ19 

スクマネー供給や経済安全保障推進法に基づく鉱物資源開発プロジェクトへの助20 

成、資源探査等を通じて、我が国企業による重要鉱物の安定的な供給確保を支援し21 

てきたところである。今後、供給途絶が懸念される鉱種の安定的な供給確保に向け22 

て、供給途絶に備えた十分な備蓄量の確保に加え、有志国との連携による上流開発23 

プロジェクトの組成やリサイクルを通じた供給源の多角化、中下流での価格転嫁も24 

含む長期調達コミットメントも踏まえた競争力のある価格での供給などの総合的な25 

取組が重要となり、鉱種ごとのサプライチェーンリスクの分析を踏まえて、経済安26 

全保障の観点、産業政策の観点の両面から今後のあるべき政策を更に進めていく。 27 

 28 

②備蓄の確保 29 

重要鉱物の短期的な供給途絶対策である備蓄制度について、需要家のニーズの変30 

化や鉱種ごとの供給動向等も踏まえ、必要な備蓄量を確保するとともに、備蓄鉱種31 

を柔軟に入れ替えるなど、機動的な対応が可能となるよう、不断に制度の改善を行32 

っていくとともに、供給状況に応じた柔軟な対応を行う。 33 

 34 

③供給源の多角化等 35 

供給源の多角化に向けては、経済安全保障推進法に基づく助成金も活用した国内製36 

錬所等への投資支援に加え、国内製錬ネットワークの維持・強化を図ると共に、リサ37 

イクル資源の活用に資する方策を検討する。また、フロンティア地域の中長期的にポ38 
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テンシャル拡大が見込める案件への日本企業の参加を促進する。具体的には、日本企1 

業による、フロンティア地域における上流権益の獲得の後押し、将来の種まきとして2 

の「資源ジュニア」等への出資の促進に向けた官民の役割分担や具体的な参画の在り3 

方、長期安定供給が見込める海外からの調達も含めたリサイクル資源の活用に資する4 

方策を検討する。 5 

これらの取組と併せて、資源外交に関しては、米国、豪州、カナダ等の同志国と連6 

携した鉱物資源開発や、南部アフリカ諸国などのカントリーリスク・探鉱リスクを有7 

するフロンティア地域やチリ等の資源国との関係の強化を実施するとともに、首脳・8 

閣僚レベルを始めとする包括的・総合的な資源外交政策を展開する。また、国際的に9 

は持続可能なサプライチェーンの構築やＩＳО（国際標準化機構）等でのルール形成10 

に関する議論も進んでいるところ、そのための人材育成や体制強化を検討する。加え11 

て、こうした方策の実現に向けて、日本企業に対する技術支援とファイナンス支援の12 

一体的な実施能力をもつＪＯＧＭＥＣの事業コーディネートや各国政策把握などの13 

機能を強化する。 14 

 15 

④国産海洋鉱物資源の開発 16 

我が国の領海・排他的経済水域等に賦存する国産海洋鉱物資源である金銀銅等が含17 

まれる海底熱水鉱床、コバルトリッチクラスト、マンガン団塊、レアアース泥につい18 

ては、引き続き国際情勢をにらみつつ、採鉱・揚鉱、選鉱・製錬技術の確立、資源量19 

調査、環境影響把握等の取組を進めていく。 20 

 21 

（２）レアメタル 22 

 23 

レアメタルについては、需要の増加が見込まれるものの、特定国からの輸入に大き24 

く依存している状況である。 25 

さらに、資源ナショナリズムの高まりや開発条件の悪化等により、資源開発リスク26 

も引き続き上昇傾向にあり、一部のレアメタルについては、上流のみならず中流工程27 

についても特定国による寡占化が進みつつある。 28 

特に、日本が多くのレアメタルの鉱山・製錬工程を特定国に依存している中、一部29 

物資の輸出管理の実施に伴い、輸出に政府の許可が必要な物資が増加している。半導30 

体材料に用いられるガリウム及びゲルマニウム関連品目や、車載用電池に用いられる31 

黒鉛関連品目については２０２３年に、アンチモン等の関連品目は２０２４年に輸出32 

管理が開始されたところであり、レアアース等他品目も含めてサプライチェーンの不33 

確実性が増している。 34 

こうした中で、レアメタルについては、ベースメタル生産の副産物であることが多35 

いこと、権益比率とは関係なくオフテイク権が設定されることが多いことから、一律36 

の自給率目標は設けず、鉱種ごとに安定供給確保に取り組んでいくが、２０５０年の37 

カーボンニュートラル実現にとって不可欠なバッテリーメタル・レアアース・ウラン38 
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については、「重要鉱物に係る安定供給確保を図るための取組方針」も踏まえ、２０３1 

０年時点で国内への供給に必要な需要量の確保を目指し、対応を進めていく。 2 

 3 

（３）ベースメタル 4 

 5 

ベースメタルについて、特に、非鉄金属の代表的なベースメタルである銅は、ＤＸ6 

やＧＸの進展により、世界的な需要は増える見込みであるが、鉱山開発費用の高騰や、7 

これまでの最大の生産国であるチリの鉱山の品位の低下が進む中で、供給が需要に追8 

いつかず、新規鉱山開発やリサイクルの進展を考慮しても、銅価格の一層の上昇へつ9 

ながる可能性がある。実際に、２０００年代初頭に 1トン当たり２，０００ドル程度10 

で推移していた銅地金価格は、２０２４年には、約１０，０００ドルと５倍程度の水11 

準になっている。加えて、急速に銅製錬所の設備投資を進める中国に銅鉱石の輸出の12 

６５％が集中する中で、各国の政府資本の入る企業も含めて権益確保を進めており、13 

安定的で低廉な長期調達を確保するための権益確保を巡る状況は厳しさを増してい14 

る。 15 

こうした中で、２０２２年度時点で３７．７％にとどまっているベースメタルの自16 

給率について、２０３０年までに８０％以上を達成することを目指し、対応を進めて17 

いく。  18 
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８．エネルギーシステム改革 1 

 2 

（１）基本的考え方 3 

 4 

 政府は、安定供給の確保、料金の最大限の抑制、需要家の選択肢や事業者の事業5 

機会の拡大を狙いとして、電力、ガス、熱のエネルギーシステム改革を実施してき6 

た。エネルギーを取り巻く経済社会環境が変化する中でも、安定的かつ持続可能な7 

エネルギーシステムの構築に向け、これまでの取組を検証しながら更なる取組を進8 

める必要がある。また、エネルギー事業者は、改めて、国民生活や産業活動を支え9 

る担い手としての自覚を持ち、法令等遵守の観点から疑念がもたれることがないよ10 

う、適切かつ公正な事業運営を行うことが求められる。 11 

 12 

（２）脱炭素と安定供給を実現する持続的な電力システムの構築へ向けた取組 13 

 14 

① これからの電力システムが目指すべき方向性 15 

電力システム改革の狙いに対して、広域融通の仕組みの構築や小売自由化による価16 

格の抑制、事業機会の創出といった点で、電力システム改革の狙いに対して一定の進17 

捗があったが、供給力の確保や、国際燃料価格の急騰等による電気料金の高騰といっ18 

た課題に直面している。また、カーボンニュートラルの必要性の高まり、ＤＸやＧＸ19 

の進展による電力需要の増加の可能性などへの対応も求められている。そうした中で、20 

産業競争力強化の観点から、脱炭素電源の確保、燃料費の抑制等による国際的に遜色21 

ない価格での電気の供給の重要性も高まっている。これらを踏まえれば、「国際情勢22 

の変化や需要増大の可能性に対応できる安定的な電力供給の実現」、「電力システムの23 

脱炭素化の推進」、「安定供給や脱炭素化、物価上昇等による価格への影響を抑制しつ24 

つ、需要家に安定的な価格水準で電力を供給できる環境の整備」という三つの大きな25 

課題へ対応していくことが、これからの電力システムが目指すべき方向性である。 26 

 27 

② 電力システムが直面する課題と対応方針 28 

(ア)安定供給を大前提とした、電源の脱炭素化の推進 29 

現在の事業環境下では、将来的な電力収入の不確実性が大きいことが大規模・長期30 

の脱炭素電源投資が抱えるリスクと相まって、電源投資を躊躇させる一因となってい31 

る。このため、事業期間中の市場環境の変化等に伴う収入・費用の変動に対応できる32 

市場や事業環境、併せて資金調達環境の整備を進めていく。また、多様なニーズに応33 

えつつ、脱炭素電源投資を推進する観点から、非化石証書の更なる活用を推進すると34 

ともに、その在り方を検討する。加えて、火力の脱炭素化に向けた取組も着実に進め35 

ていくとともに、需給バランスの将来動向も見ながら、将来的な脱炭素化を前提とし36 

たＬＮＧ火力の新設・リプレースを一層促進する。 37 
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これらの検討を行うにあたっては、電源や系統規模等の制約を有する離島等の地域1 

の実情に留意する。 2 

 3 

(イ)電源の効率的活用に向けた系統整備・立地誘導と柔軟な需給運用の仕組み構築 4 

電力の安定供給確保や再生可能エネルギーの最大限の活用に向けて電力ネットワ5 

ークの次世代化を進めるため、地域間連系線等の整備を行うとともに、局地的な大規6 

模需要の立地を見据えた系統増強を進めていく。このために必要な資金調達環境の整7 

備や、先行的・計画的な系統整備を促す仕組みを検討していく。 8 

併せて、再生可能エネルギーが大量に導入される中で、需給運用を高度化していく9 

ため、需給調整市場について、更なる運用改善を進めていき、中長期的には、系統制10 

約も考慮した上で、「同時市場」の導入に向けて、本格的に検討を深めていく。 11 

 12 

(ウ)市場を通じた、安定的な価格での電力供給に向けた小売事業の環境整備 13 

全面自由化以降、新電力のシェアは２割程度に到達し、電気事業を取り巻く環境変14 

化や需要家のニーズ等に応じた様々な料金メニューやサービスが創出された。他方で、15 

市場環境の厳しい局面では、小売電気事業者の退出等が相次ぎ、需要家が意図しない16 

契約解除、特別高圧・高圧分野の最終保障供給への移行等が生じ、需要家に一定の負17 

担や混乱が生じた。また、国際燃料価格の急騰等に伴う電気料金の急激な変動が国民18 

経済に影響を与え、料金の変動に対する社会的な許容性が十分な状況とは言い難いこ19 

とも明らかとなった。 20 

これらを踏まえれば、小売電気事業者には、需要家に安定的な価格水準での電力供21 

給を実現するとともに、脱炭素化等の需要家ニーズや社会的な環境変化に応え、電気22 

事業者と需要家の架け橋となるサービス提供者となることが期待される。このため、23 

小売電気事業者が創意工夫を発揮できる競争環境の実現に向けた市場環境整備や、必24 

要な規律の確保に向けた制度整備を行う。 25 

具体的には、電力の安定供給や需要家保護、料金水準の過度な変動抑制等の観点か26 

ら、小売電気事業者に安定的な事業実施を求めるための規律や、海外の事例も参考に、27 

供給力をスポット市場等において短期的に調達することのリスクや燃料確保・電源投28 

資への影響も踏まえた小売電気事業者の量的な供給力確保の在り方とその遵守を促29 

す仕組みを検討する。併せて、事業者間の公平性にも留意しつつ、現物の長期取引等30 

の相対取引や先物・先渡市場、ベースロード市場等の市場を含む取引制度の拡充・再31 

整備、こうした市場環境の変化を踏まえた間接送電権の在り方の見直し等を検討する。 32 

また、価格変動リスクをヘッジする有力な手段の一つである電力先物取引の多くが33 

外国法に基づく商品取引所であること等にも留意した対応の検討や、需要家や地域な34 

どの脱炭素電源へのアクセスニーズ等の実現に向けて、内外無差別などの卸取引に関35 

するルールの在り方を検討する。 36 

 37 

③電力産業の将来像（事業者に期待される役割・責任の方向性） 38 
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電力システムは、我が国産業の持続的な発展、経済安全保障の確保のために重要な1 

基盤であり、その脱炭素化は日本全体のＧＸ実現の鍵である。これを支える中心的な2 

役割を担う電力産業には、上記のような、電力システムが直面する課題と対応方針を3 

踏まえ、(a)安定供給と脱炭素化の実現に向けた脱炭素電源の設置や系統整備の担い4 

手、(b)発電から需要家に渡るまで安定的な量・価格で電気を供給する担い手、(c)需5 

要家が求める多様なニーズに応えるエネルギーサービスプロバイダーとしての役割・6 

責任が期待される。 7 

再生可能エネルギーや原子力等の脱炭素電源の設置や系統整備の担い手としての8 

役割・責任を果たしていく上では、「円滑で安定的なファイナンス」が必要である。今9 

後、電力需要の増加に対応しつつ、安定供給を大前提に脱炭素化を進めるためには、10 

長期にわたり、大規模な脱炭素電源や系統への投資が継続的に行われる必要がある。11 

そのために、前述のとおり、民間金融機関等が取り切れないリスクについて、公的な12 

信用補完の活用とともに、政府の信用力を活用した融資等、脱炭素投資に向けたファ13 

イナンス円滑化の方策等を検討する。 14 

また、電気事業者自身が、脱炭素電源投資や非化石価値の活用に加え、国際展開、15 

ＤＸの推進等により収益性を上げ、成長性を示していくことも必要である。この中で16 

も、「内外一体の電力産業の展開」は、電力需要の増加が見込まれる海外での事業展17 

開、再生可能エネルギーや蓄電池などのうち諸外国が先行している技術・ノウハウの18 

取り込み、燃料調達等のグローバルに広がるサプライチェーンを構築すること等によ19 

り、事業の安定性や収益性向上につなげることが期待される。また、政府も、ＡＺＥ20 

Ｃ等の枠組みも活用し、電力産業の国際展開を促進していく。 21 

電力産業が、電力を安定的に供給する事業者としての役割や責任を果たしていく上22 

では、「安定的な供給に責任ある事業運営」が欠かせない。電気を需要家に届けるまで23 

には、燃料確保、発電、取引所・仲介事業者を介した取引を含む卸売り、需給運用を24 

含む送配電、小売という複層的な段階で、多数の事業者が介在する。安定供給の実現25 

には、これらの事業者が、短期の環境変化に過度に影響されず、中長期的な視野をも26 

って事業運営・取引を行うことが重要である。このため、再生可能エネルギーや蓄電27 

池等を含む発電、送配電、小売など、電気事業に関わるすべての事業者には、安定供28 

給の実現に向けてそれぞれの責任を果たすことが求められる。 29 

特に、一般送配電事業者は、今後、短期間で局地的な大規模需要の増大が見込まれ30 

る中、円滑に電力を供給するためにも、中立的かつ最終的な安定供給の担い手として、31 

定期的にエリアの電力需給に関する情報を発信していくことも期待される。さらに、32 

安定的な事業運営に向けては、災害大国である我が国の電気事業の現場を支え、高い33 

信頼性と技術の蓄積、安定供給を尊重する視点をもつ電力産業を支える人材の確保・34 

定着、発電所や系統を構成する電力設備のサプライチェーンの確保・維持にも取り組35 

む必要がある。 36 

 エネルギーサービスプロバイダーとしての役割や責任を果たしていくため、需要側37 

の多様なニーズに応えた「分散型エネルギー源の活用促進とデジタル化」が必要であ38 
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る。今後、調整力の確保が一層必要となる中で、太陽光発電、蓄電池や需要家の機器1 

等の分散型エネルギー源をまとめて管理するアグリゲーター等の事業者が、需給運用2 

へ貢献することが期待される。そのため、電力消費量等のデータを多種類・高頻度に3 

取得し、ガスや水道メーターのデータも取得できる第二世代スマートメーターシステ4 

ムを２０３０年代早期までに、原則全ての需要家に対して導入する。また、分散電源5 

も含む電力システムにおけるＡＩ・ＩоＴ等のデジタル技術の活用を推進するととも6 

に、これらのサイバーセキュリティ確保に万全を期す必要がある。そのため、政府と7 

して、サプライチェーン対策や、小型太陽光発電を含む分散型エネルギー源のセキュ8 

リティ対策等を進める。 9 

政府は、２０２５年３月末までに取りまとめる電力システム改革の検証の結果も踏10 

まえ、公益性確保の観点から、系統整備、需給運用、電源投資などに関する公的役割11 

を担う電力広域的運営推進機関等の体制強化を進めるとともに、電力システムが直面12 

する課題に対応するため、制度や予算措置など、安定供給と脱炭素化の両立、電力産13 

業の活躍の促進等に必要な措置を講じる。 14 

 15 

（３）ガスシステム改革の進捗とシステムの深化に向けた取組 16 

 17 

①総論 18 

ガスシステム改革については、ガスが安全かつ安定的に供給され、消費者に新たな19 

サービスなど多様な選択肢が示されるガスシステムの構築に向け、ガス事業法の改正20 

により、２０１７年４月からガス小売全面自由化などを実施し、新規参入の拡大など21 

一定の成果が出ている。 22 

また、２０２２年４月には、導管部門の中立性・公平性を高めるため、大手ガス事23 

業者（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス）の導管部門の法的分離を実施し、一連のシス24 

テム改革の工程が完了した。こうした中で、２０５０年カーボンニュートラルの実現25 

や国際的なＬＮＧ需給構造の変化といった新たな課題への対応が求められている。シ26 

ステム改革の成果の更なる追求に加え、新たな課題に対応したガスシステムの構築が27 

重要であり、２０２７年３月までに、これまでのガスシステム改革の検証を行い、必28 

要な対応を進めていく。 29 

 30 

②持続可能な競争・市場環境の整備 31 

ガスシステム改革の成果を追求するための更なる競争促進に加え、経済社会環境の32 

変化に即応し、産業競争力を強化するため、持続可能な競争・市場環境整備が重要で33 

ある。 34 

新規参入の事業者が卸供給を受けやすくする仕組みやＬＮＧ基地の第三者利用な35 

ど、これまでのガス事業における競争の活性化に向けた施策の進捗状況も踏まえつつ、36 

需要家の利益や選択肢の一層の拡大に資する競争・市場環境の在り方について検討す37 

る。 38 
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 1 

③脱炭素化に資するガスシステムの構築 2 

 脱炭素化に資するガスシステムを構築することも重要であり、合成メタンやバイオ3 

ガスの導入などの様々な手段を組み合わせ、２０５０年の都市ガスのカーボンニュー4 

トラルの実現を目指す。また、カーボンフリーメニュー等料金以外の価値を訴求する5 

多様な需要家ニーズが顕在化していることを踏まえ、新たなニーズに対応し、更なる6 

需要喚起にもつながる環境整備を進める。 7 

 ガスの熱量制度については、合成メタンが脱炭素化の有望な選択肢であることも踏8 

まえつつ、変更にあたっての対策コスト・移行期間、低炭素化効果、脱炭素技術の進9 

展状況・価格等の事情を総合的に考慮すれば、現時点では、２０４５～２０５０年に10 

標準熱量を４０ＭＪ／㎥へ移行することが最適である。なお、移行する熱量制度につ11 

いては、２０３０年に確定することを目指し、都市ガスのカーボンニュートラルの実12 

現に向けた取組の進展や家庭用燃料機器の対応等の状況を踏まえ、必要に応じて、ガ13 

スシステム改革の検証の一環として検証を行う。 14 

 15 

④エネルギー安定供給に資するガスシステムの構築 16 

 安定供給に資するガスシステムの構築に向けて、バリューチェーンの各段階におけ17 

る取組を総合的に進めることが必要である。調達先の多角化に加え、他のガス事業者18 

や電気事業者と調達や輸送面での協力関係を構築することで、安定的かつ柔軟なＬＮ19 

Ｇの調達に取り組む事業者も存在する。安定供給確保の観点からは、必要に応じてこ20 

うした事業者間連携を検討することも重要である。 21 

 また、コージェネレーションの導入拡大等の電力も含めた安定供給に資する取組を22 

進める。加えて、最近では、遠隔での検針や開閉栓等を実現するスマートメーターの23 

検討など、デジタル技術の活用による保安・レジリエンスの向上に向けた取組が、一24 

部のガス事業者において進められている。こうしたデジタル技術の活用促進も含め、25 

更なるレジリエンスの強化に取り組む。さらに、事業者の経済性等の判断も踏まえな26 

がら、天然ガスパイプライン等のインフラの整備も進めていく。 27 

 ガス事業者は総合エネルギー企業として、需要家が求める様々なエネルギー供給サ28 

ービスを行うとともに、事業の多角化等により経営基盤の強化を進め、新事業の国際29 

展開や多様な分野の企業との連携による競争力強化を通じて、エネルギー需要が拡大30 

する国際市場を開拓していく。さらに、地域に根ざした事業者として、地域の需要家31 

のニーズに対応することに加え、地域におけるエネルギーの安定供給の確保や、自治32 

体や地域企業との連携による地方創生、再生可能エネルギーや水素、バイオガス等の33 

地域資源を活用した脱炭素化に貢献することが求められる。 34 

 35 

（４）効率的な熱供給の推進 36 

 37 
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 熱システム改革により、熱導管を面的に敷設して行う地域型の熱供給、都市再開発1 

事業などに伴いビル単位での事業や生活機能の確保も意識した地点型の熱電一体供2 

給など、熱供給サービスの形態も多様化している。こうした状況を踏まえ、コージェ3 

ネレーションや廃熱等のエネルギーの面的利用を推進することにより、地域の省エネ4 

ルギーの実現や再生可能エネルギーの導入拡大に伴う調整力の確保に貢献するとと5 

もに、災害時のレジリエンス強化やエネルギーの地産地消等を後押しする。 6 

 また、産業部門をはじめとする高温域に関しては、コージェネレーションや廃熱カ7 

スケードの利用の促進に加え、製造プロセス技術開発、省エネ設備の導入促進を行う8 

ことが重要である。また、民生部門をはじめとする低温域に関しては、省エネルギー9 

性能の高い住宅・建築物の普及により熱需要自体の削減を図るとともに、燃料電池や10 

ヒートポンプなどの省エネ機器の普及を促進することが重要である。これらに加えて、11 

引き続き、省エネ法による規制を通じて熱の効率的な利用を促進する。  12 
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９．国際協力と国際協調 1 

 2 

（１） 基本的な考え方 3 

 4 

①足下の資源・エネルギー情勢 5 

世界のエネルギー需要は引き続き増加が見込まれる中、気候変動問題の対応への6 

関心の高まりを受け、多くの国がカーボンニュートラルの実現を表明するなど、世7 

界各国で脱炭素に向けた動きが加速している。他方で、ロシアによるウクライナ侵8 

略や中東情勢の緊迫化をはじめ、世界の資源・エネルギー情勢に大きな影響を与え9 

る事象が各地で発生するなど、足下のエネルギー情勢も大きく変化している。 10 

化石資源に乏しい我が国としては、世界のエネルギー情勢を注視しつつ、国際的11 

なサプライチェーン全体を俯瞰しながら、引き続き、二国間・多国間の様々な枠組12 

みを活用した国際協力を進め、資源・エネルギーの安定供給の確保やエネルギー需13 

給構造の安定化・効率化を通じたエネルギー安全保障の確保に取り組むとともに、14 

気候変動問題についても積極的に対応していくことが重要である。 15 

こうした中で、カーボンニュートラルについては、様々なリスクやシナリオに備16 

えながら、エネルギー安全保障を確保しつつ、経済成長と両立する形で取組を進め17 

ていく必要がある。我が国は、エネルギー安全保障・経済成長・脱炭素の同時実現18 

を目指す考え方を基本とし、さらに、国ごとに異なる資源の賦存状況、産業構造や19 

エネルギー構成を踏まえつつ、多様な道筋により世界全体での脱炭素化を実現する20 

ことを目指し、我が国の様々な技術を活用しながら、世界全体での脱炭素化にも貢21 

献していく。加えて、石油・天然ガスや金属鉱物資源の安定供給確保、さらには水22 

素等、ＣＣＵＳ／カーボンリサイクルといった脱炭素燃料・技術の将来的な確保を23 

一体的に推進すべく、包括的資源外交を展開していく必要がある。 24 

 25 

②脱炭素技術の国際展開及び化石燃料の脱炭素化に向けたルール形成・技術協力 26 

我が国は、技術優位性を持つ一方、国内の削減対策よりコスト効率的な対応も期27 

待できるため、途上国等への優れた脱炭素技術等の普及や対策実施を通じ、実現し28 

たＧＨＧ排出削減・吸収への我が国の貢献を定量評価しつつ、我が国の温室効果ガ29 

ス排出削減目標の達成に資する二国間クレジット制度（ＪＣＭ）の構築・実施にも30 

取り組む。 31 

また、今後の水素市場の立ち上がりを見据えつつ、Ｇ７広島サミットの首脳コミ32 

ュニケにおいて重要性が認識された炭素集約度に基づく水素の取引の確立に向け33 

て、国際的な基準やルール形成に積極的に取り組んでいく。脱炭素化に向け、秩序34 

あるエネルギー移行において役割を果たすガスのセキュリティ確保は重要であり、35 

ＩＥＡとのガスリザーブメカニズムの研究等にも取り組む。さらに、次世代技術、36 

水素やアンモニア、ＣＣＵＳ／カーボンリサイクル、原子力等の幅広いクリーンエ37 
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ネルギー分野でのイノベーション・社会実装に向けた技術協力を進め、我が国の優1 

れた脱炭素技術の普及を通じた世界の全体での脱炭素に貢献していく。 2 

 3 

③我が国の取組の発信 4 

資源・エネルギー分野における我が国の先進的な取組について、国際社会への情5 

報発信を進めていくことも重要である。対外発信の場として、「大阪・関西万博」の6 

会場内にカーボンニュートラル実現に資する我が国の最先端技術を実装・展示する7 

とともに、アジアグリーン成長パートナーシップ閣僚会合、ＩＣＥＦ（Innovation 8 

for Cool Earth Forum）、ＲＤ２０国際会議、水素閣僚会議 、カーボンリサイクル9 

産学官国際会議、ＬＮＧ産消会議、ＧＧＸファイナンスサミットといった国際会議10 

等を積極的に活用し、我が国のＧＸに向けた取組を発信していく。 11 

 12 

（２）各国との連携 13 

 14 

①総論 15 

我が国は、国内市場のみならず、海外市場を開拓し、スケールメリットを活かし16 

たコスト削減を通じて国内産業の競争力を強化するとともに、海外の資金、技術、17 

販路、経営を取り込んでいく必要がある。また、世界のエネルギー情勢変化の中、18 

各国のエネルギー需給構造をより安定化・効率化するためには、一国での取組だけ19 

でなく、二国間及び多国間のエネルギー協力を戦略的に組み合わせつつ、国際的な20 

協力を拡大することが重要である。そこで、欧米といった先進国やアジアの新興21 

国、中東その他の資源国等との二国間関係を一層強化・発展させていくとともに、22 

ＩＥＡ、ＩＡＥＡ、国際再生可能エネルギー機関（ＩＲＥＮＡ）、東アジア・アセア23 

ン経済研究センター（ＥＲＩＡ）等の国際機関との連携を強化し、Ｇ７、Ｇ２０、24 

アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）、ＡＺＥＣ、インド太平洋経済枠組み（ＩＰＥ25 

Ｆ）等の国際的・地域的な枠組みにも貢献していく。 26 

 27 

②アジアのＧＸへの貢献 28 

東南アジアの多くの国は、我が国と同様、電力の大宗を火力発電に依存し、経済29 

に占める製造業の役割が大きく、脱炭素化に向けた共通課題を抱えている。我が国30 

は、各国の事情に応じた多様な道筋による現実的な形でアジアの脱炭素を進めるべ31 

く、２０２２年にＡＺＥＣを提唱した。 32 

ＡＺＥＣでは、経済成長・エネルギー安全保障、脱炭素の同時実現及び多様な道33 

筋によるカーボンニュートラルの実現を原則とし、２０２４年１０月に首脳間合意34 

された「今後の１０年のためのアクションプラン」に沿って、個別プロジェクトの35 

推進とルール形成を車の両輪として推進していく。ルール形成に向けた取組は、脱36 

炭素プロジェクトを持続的に組成し、様々な脱炭素技術を自律的に普及させる上で37 

重要であり、例えば、サプライチェーン全体のＧＨＧ排出量の見える化を推進する38 
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とともに、民間金融機関主導のアジア・トランジション・ファイナンス・スタデ1 

ィ・グループ（ＡＴＦ ＳＧ）の取組を軸にアジア開発銀行（ＡＤＢ）等と連携し、2 

トランジション・ファイナンスを推進する。 3 

さらに、排出量の多い電力、運輸、産業に関するイニシアティブ等を推進する。4 

具体的には、電力部門では、各国の事情を踏まえつつ、水素等、ＣＣＵＳ、バイオ5 

マスといった多様な技術を活用し、火力発電のゼロエミッション化を進めるととも6 

に、再生可能エネルギーの最大限導入に向けた取組等を進める。運輸部門では、持7 

続可能燃料の原料確保とアジアを軸としたサプライチェーン構築を進め、持続可能8 

燃料の活用を促進する。産業部門では、工業団地の脱炭素化やＥＶや持続可能燃料9 

等を活用した次世代自動車産業の構築を目指す。これらの取組を、ＥＲＩＡに設置10 

されたアジア・ゼロエミッションセンターと協力しつつ進める。 11 

また、アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ（ＡＥＴＩ）と連12 

携した脱炭素ロードマップの策定支援や脱炭素技術等の知見共有、ＡＺＥＣを支援13 

する賢人会議（ＡＺＥＣアドボカシーグループ）、ＡＳＥＡＮとのクリーンエネルギ14 

ー分野の官民協力イニシアティブ（ＣＥＦＩＡ）等の官民連携を通じ、ＡＺＥＣを15 

軸としたエネルギー協力及び対外発信の強化を図る。 16 

 17 

③カーボンニュートラルに向けた米欧等先国との間での連携・協力 18 

米国・欧州等の先進国との間では、世界全体でのカーボンニュートラル実現に向19 

け、エネルギー・環境技術分野でのイノベーション推進、新興国をはじめとする第20 

三国における脱炭素化に向けた取組への支援等に取り組んでいく。 21 

具体的には、日米間では、日本のＧＸ推進戦略と米国のインフレ削減法のシナジ22 

ーの最大化を図り、クリーンエネルギー技術に関する協力、エネルギー安全保障に23 

関する協力等、幅広い分野での協力関係を深化していく。また、米国が主導し、我24 

が国も参加するＩＰＥＦにおけるクリーン経済分野では、水素、クリーン電力を含25 

む各国の関心に沿った協力活動を有機的に展開していく。 26 

日ＥＵ間では、日ＥＵグリーン・アライアンスの下、再生可能エネルギー、水27 

素、ＣＣＵＳ／カーボンリサイクル、原子力、天然ガス等の協力を強化していく。 28 

 29 

（３）包括的資源外交 30 

 31 

包括的資源外交を展開していく上で、従来の二国間の枠組みに加えて、多国間の32 

枠組みを通じて、エネルギー移行や強靭性強化の必要性などの国際的な世論形成、33 

脱炭素燃料・技術に関する具体的協力案件の組成、化石燃料の脱炭素化に向けた関34 

係国とのイノベーション協力、メタン対策や低炭素化認証、クレジット取引等のル35 

ール形成にも積極的に関与する。カーボンニュートラル社会の実現の鍵となる水素36 

等、ＣＣＵＳといった脱炭素燃料・技術の導入・拡大においても、これまで石油・37 

天然ガスの資源外交で培った資源国やアジア等の消費国とのネットワークも活用し38 
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ていく。我が国の石油・天然ガス開発企業には、それら脱炭素燃料・技術の供給等1 

においても、引き続きメインプレイヤーとなることが期待される。  2 



 

81 

Ⅵ．カーボンニュートラル実現に向けたイノベーション 1 

 2 

１. 総論 3 

 4 

我が国では、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素を同時に実現することにより、5 

２０５０年カーボンニュートラル実現を目指す方針を掲げており、経済活動量を維持6 

しながら、脱炭素化を進めていく必要がある。 7 

このためには、再生可能エネルギーや原子力などの脱炭素電源や、省エネ型半導体8 

や光電融合技術などの省エネ技術、非化石転換に必要となる水素等の次世代燃料技術、9 

ＣＣＵＳやＤＡＣＣＳなどの炭素回収除去技術などのＧＸ関連技術のコストが大幅10 

に低下している必要がある。 11 

我が国では、サンシャイン計画等により、３０年以上かけてイノベーションに取り12 

組み、太陽電池のコストを２５０分の１にすることに貢献した実績もあり、今後も日13 

本企業が保有するＧＸ関連技術を活用しながら、更なるイノベーションに取り組んで14 

いく必要がある。 15 

このように、非連続なイノベーションにより、社会実装可能な技術のコストを可能16 

な限り早期に低減させることが、世界全体の温室効果ガスの排出削減に決定的に重要17 

となる。 18 

我が国では、こうした非連続なイノベーションの創出に向け、予算、税、金融、規19 

制改革、標準化などの分野横断的な政策ツールを総動員していくとともに、グリーン20 

イノベーション基金や、ＧＸ経済移行債を活用しながら、ＧＸ関連技術の非連続なイ21 

ノベーションを支援していく必要がある。 22 

 23 

２．各論 24 

 25 

（１）再生可能エネルギー 26 

 27 

 国産再生可能エネルギーの普及拡大を図り、技術自給率の向上を図ることは、２０28 

５０年カーボンニュートラルの実現等に向けた排出削減と我が国の産業競争力の強29 

化に資するものである。このため、次世代再生可能エネルギー技術の開発・実装を進30 

めていく。同時に、広域連系系統のマスタープランを踏まえた地域間連系線等の整備31 

を進めるとともに、再生可能エネルギーの電力需給調整を担う次世代蓄電池等の技術32 

開発やスマートエネルギーマネジメントシステムの社会実装を進めていく。 33 

 次世代型太陽電池については、２０４０年に約２０ＧＷの導入を目標としてペロブ34 

スカイト太陽電池の早期社会実装を進めた上で、２０５０年を見据え、実証事業等に35 

より、タンデム型などの革新的な技術の開発を加速させる。また、宇宙太陽光発電シ36 

ステム（ＳＳＰＳ）の研究開発・実証を着実に進める。 37 
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 浮体式洋上風力発電については、技術開発等を通じて国内サプライチェーンの強化1 

等を図りつつ、排他的経済水域を含めた導入拡大を進め、２０５０年には、系統や調2 

整力のコストを含めて経済的に自立した電源となることを目指す。 3 

 次世代型地熱発電については、超臨界地熱発電やクローズドループなどの開発・普4 

及を進め、我が国の地熱発電のポテンシャルの最大限活用を図る。 5 

 調整力やスマートエネルギーマネジメントシステムについては、蓄電池や水素等に6 

よる脱炭素化された調整力を活用する技術開発を促進するとともに、系統の安定性を7 

支える次世代インバータ等の開発を進めるなど、需給近接型の多様なリソースを組み8 

合わせることを通じた電力システムの柔軟性・安定性の向上を図る。 9 

 10 

（２）原子力  11 

 12 

次世代革新炉については、安全性向上はもとより、脱炭素の電力供給に留まらず、13 

分散エネルギー供給、廃棄物の減容化・有害度低減、カーボンフリーな水素・熱供給14 

など、炉型ごとに特徴を有しており、実用化に向けて取組を進めていく。炉型ごとの15 

用途や開発段階の相違、社会のニーズ等の要素も考慮して、研究開発、技術実装の円16 

滑化、規制当局との共通理解の醸成・改善への協働等について、国際連携も活用しつ17 

つ、産学官で進めていく。 18 

小型軽水炉は、小出力を活かした自然循環により、冷却ポンプ、外部電源なしで炉19 

心冷却を可能とするシステムを目指している。米国やカナダはじめ国外では、データ20 

センター等をはじめとする電力多消費設備への脱炭素・安定電源としてのニーズが高21 

まっており、軽水炉以外の小型炉を含め様々な新たな炉型の開発もスタートアップに22 

より進められている。我が国における将来ニーズを念頭に置いた選択肢確保の観点か23 

ら、我が国の産業基盤の維持・強化にも資するよう、日本の技術を活かした日本企業24 

の海外プロジェクトへの参画や研究開発を支援する。 25 

高速炉については、高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減や資源の有効利用26 

等に資する核燃料サイクルの効果をより高めることが期待されるとともに、空冷での27 

安定冷却など、安全性が高い設計が可能である。実証炉開発については、ＪＡＥＡ、28 

原子力事業者及び中核企業の技術者が集結する研究開発統合組織の統括の下、同志国29 

の米国や仏国との国際連携での技術的知見も活用しつつ、炉と燃料サイクル全体の集30 

中的な研究開発に取り組む。並行して、基本設計段階以降を見据えた事業運営体制の31 

構築や安全設計方針の在り方など、中長期を見据えた課題への対応を産学官で進めて32 

いく。もんじゅについては、安全の確保を最優先に、着実かつ計画的な廃止措置に責33 

任を持って取組を進めるとともに、国は地元の協力を得ながら、福井県敦賀エリアを34 

原子力・エネルギーの中核的研究開発拠点として整備していく。もんじゅの取組及び35 

常陽の運転から得られる知見・技術については、実証炉を含む将来の高速炉研究開発36 

において最大限有効に活用する。 37 

高温ガス炉については、高温熱を活かした準国産のカーボンフリーの水素や熱の供38 
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給により、製鉄や化学などの素材産業の脱炭素化への貢献が期待される。高温工学試1 

験研究炉「ＨＴＴＲ」では、カーボンフリーの水素製造に活用し得る９５０℃の高温2 

熱の生成を世界で初めて達成するとともに、２０２４年３月には、原子炉出力１０3 

０％の運転中に原子炉を冷却できない状況を引き起こしても、自然に原子炉出力が低4 

下し、安定な状態を維持することを確認する実証試験にも世界で初めて成功している。5 

これまで積み上げられてきた高温ガス炉の研究開発の成果を基礎として、ＨＴＴＲを6 

活用した水素製造試験に向けた更なる挑戦に挑むとともに、同志国の英国との国際連7 

携も活用し、産業界との幅広い連携により、実証炉開発を産学官で進めていく。 8 

フュージョン（核融合）については、「フュージョンエネルギー・イノベーション戦9 

略」を踏まえ、早期実現と産業化を目指し、国際核融合実験炉ＩＴＥＲ、ＪＴ－６０10 

ＳＡ等で培った技術や人材を最大限活用し、技術成熟度を高めるべく、スタートアッ11 

プを含めた官民の研究開発力を強化する。世界に先駆けた発電実証を目指し、原型炉12 

開発と並行し、トカマク型、ヘリカル型、レーザー型等多様な方式の挑戦を促すとと13 

もに、科学的に合理的で国際協調した安全確保の検討に取り組む。 14 

 15 

（３）次世代電力ネットワーク（系統・調整力） 16 

 17 

 広域連系系統のマスタープランを踏まえ、２０５０年の再生可能エネルギーの導入18 

等を見据えた地域間連系線の整備や地内基幹系統等の増強・更新を着実に進めるとと19 

もに、再生可能エネルギーの導入が拡大する中での系統接続・利用のルールについて、20 

必要な検討を深めていく。また、脱炭素化された調整力の確保や電力システムの柔軟21 

性の向上のため、ＤＲｒｅａｄｙ機能を具備した製品の普及促進やスマートメーター22 

を活用した機器制御等によるＤＲの更なる活用を図る。加えて、蓄電池等の蓄電技術23 

の向上に取り組むとともに、再生可能エネルギーの普及拡大が進むにつれて必要性が24 

高まると考えられる長期エネルギー貯蔵を特徴とする電力貯蔵システム（ＬＤＥＳ32）25 

の導入も目指す。 26 

 27 

（４）次世代エネルギー 28 

 29 

２０５０年を見据えた中長期の水素等の利活用の拡大に向けては、「製造」、「輸送・30 

貯蔵」、「利用」において、革新的技術の産学官における着実な研究開発が必要となる。31 

「製造」については、高効率・高耐久・低コストな水電解技術、メタンの直接熱分解32 

（ターコイズ水素）や高温ガス炉等の高温熱源を活用した水素製造技術、天然水素、33 

水素生産船、光触媒を活用した水素製造技術、革新的アンモニア合成技術、合成燃料34 

の製造技術、革新的メタネーション技術の開発に取り組む。「輸送・貯蔵」について35 

は、高効率水素液化機、水素吸蔵合金などの輸送・貯蔵技術、水素キャリアのコスト36 

 
32 Long Duration Energy Storage の略。 
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低減及びアンモニアクラッキング技術、「利用」については、水素等の混焼・専焼発電1 

技術、高効率・高耐久・低コストな燃料電池技術の製造技術開発等を進める。 2 

 3 

（５）ＣО２分離・回収・吸収 4 

 5 

ＣО２分離・回収設備の導入には、一層のコスト低減や省スペース化が重要であり、6 

膜技術などの新たな手法も活用し、排ガスごとの条件に適した分離・回収技術の実用7 

化・社会実装を推進する。こうした取組を通じ、現在、我が国企業が競争力を有する8 

ＣО２分離・回収プラントの分野で更なる競争力の強化を図るとともに、原料として9 

のＣО２を安価で供給することで、カーボンリサイクルの社会実装を後押しする。こ10 

うした削減の取組を行ってもなお残余排出が残ると考えられており、２０５０年カー11 

ボンニュートラル実現に向けてはＣＤＲの導入が求められる。更なるコスト低減、大12 

規模化が必要であり、我が国の技術を活かし、再生可能エネルギーやＣＣＳ適地等が13 

豊富な海外の活用も含め、商用化やビジネスモデルの構築を推進し、我が国企業の更14 

なる競争力強化につなげる。 15 

 16 

（６）多排出産業  17 

 18 

①鉄鋼 19 

 鉄鋼業においては、鉄鉱石をコークス（石炭）を用いて還元する現行の高炉法にお20 

いて不可避的に多くのＣО２が発生する一方で、需給の観点からは今後も鉄鉱石の還21 

元による鉄鋼生産が必要となることから、鉄鉱石還元時のＣО２排出量を抑制するた22 

めの技術開発を進めるとともに、脱炭素化のための投資を進めていく。具体的には、23 

高炉法を用いた水素還元技術、直接水素還元技術といった技術開発を進めていくとと24 

もに、自動車用も含めた多用途の鋼材を生産できる革新的電炉等への投資を促進する。25 

また、脱炭素化投資を行った設備から生産されるグリーン鉄の普及拡大も図っていく。 26 

 27 

②化学 28 

２０５０年のカーボンニュートラルの実現に向け、ナフサ分解炉の熱源や石炭火力29 

等の「燃料転換」、ナフサ由来の原料から転換する「原料転換」の取組を着実に進め30 

る。その際、グリーンイノベーション基金を活用して開発している新技術の社会実装31 

も進め、既存のサプライチェーンの枠を超えて、ＧＸ製品を創出可能となる強靭なサ32 

プライチェーンに転換し、マーケットイン型の化学品の供給を更に推進する。これら33 

を通じて、自動車や半導体産業などを含むバリューチェーン全体の価値を向上させて34 

いく。 35 

 36 

③セメント  37 



 

85 

セメント産業は、焼成工程や石炭火力等の燃料を廃棄物やバイオマス等へ切り替え1 

る「燃料転換」に加え、グリーンイノベーション基金を活用して開発している、ＣО2 

2 回収技術、多様なカルシウム源を用いた炭酸塩化技術などを活用したグリーンなセ3 

メントの供給力の確保を通じて、２０５０年カーボンニュートラルの実現を目指す。4 

併せて、災害廃棄物を受入れ処理するなど廃棄物を燃料や原料として無駄なく利用し、5 

循環型社会において重要な役割を引き続き果たしていく。 6 

 7 

④紙・パルプ産業  8 

 ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、石炭火力等の燃料を黒液（木材か9 

らパルプを製造する際の副生物）等へ切り替える「燃料転換」と、パルプを軸とした10 

バイオリファイナリー産業への事業展開を拡大させ、脱炭素化と産業競争力強化を一11 

体で実現する。特に、バイオリファイナリー事業で、化学メーカー等の異業種と連携12 

し新たなサプライチェーンを構築のうえ、スケールメリットを獲得できる供給体制を13 

確保する。国内で調達できるパルプの強みを最大限活かし、安定的なバイオエタノー14 

ル等の供給により、紙業界にとどまらず、連携する他業界の脱炭素化と産業競争力強15 

化にもつなげる。 16 

 17 

（７）半導体・デジタル産業 18 

 19 

半導体はＤＸやＧＸ、経済安全保障において不可欠な戦略物資であり、今後、ＡＩ20 

や自動運転といったデジタル技術の更なる進展により、世界全体で半導体の需要が増21 

大することが見込まれる。 22 

特に、クラウドとエッジ双方でのＡＩ利活用が進むことで、現在半導体が組み込ま23 

れていない製品への導入や、既存製品での半導体個数や性能の向上が進むと予想され24 

る。その結果、半導体の性能向上が求められるとともに、増加が見込まれる電力需要25 

の増加幅の低減を実現する、高付加価値な半導体の需要が増加すると考えられる。電26 

力需要増加に対しては、最先端半導体に加えて、光電融合技術などの最先端情報処理27 

技術や、液体冷却技術などの最先端付帯設備の技術の開発により、データセンター等28 

について大幅なエネルギー効率改善を実現していく。 29 

また、ＡＩやデジタル技術を活用し、自動制御等により複数機器・工場全体・工場 30 

間での最適化を行うなど、非連続的なシステムとしての省エネ技術の開発を進める。 31 

また、経済安全保障の観点からは、半導体サプライチェーンの強靱化が求められ、32 

自国内で供給体制を構築するか、有志国・地域間での連携が引き続き必要となる。 33 

 34 

（８）蓄電池産業 35 

 36 

 蓄電池は、モビリティの電動化や再生可能エネルギーの導入拡大等、２０５０年カ37 

ーボンニュートラルを実現するために不可欠であり、我が国が世界の蓄電池のサプラ38 
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イチェーンにおける中核を占めるようになっていくことが重要である。経済安全保障1 

の観点から求められる、国内における蓄電池・部素材・製造装置の製造基盤の確立・2 

強化に加えて、グローバル市場において日本の蓄電池関連の生産及び技術がプレゼン3 

スを発揮し、競争力を強化するための取組を進める。特定国への依存脱却を含めたグ4 

ローバルのサプライチェーン強靱化、次世代電池の技術開発等の市場獲得、人材の育5 

成・確保に向けた取組を推進する。また、蓄電池のリユース・リサイクルシステムの6 

確立・本格運用も通して資源循環及びレアメタル等の資源確保を目指す。 7 

 8 

（９）資源循環産業 9 

 10 

再生材利用促進の仕組みや高度な環境配慮設計の認定制度、リユース等のビジネス11 

の推進、高付加価値な資源循環産業育成、情報流通プラットフォーム構築を進めると12 

ともに、再生材の質・量の確保のため、選別・リサイクル技術や再生材の品質向上技13 

術などの技術革新を続け、資源循環ネットワーク形成・拠点構築を進め、高度な資源14 

循環システムを実現することで、環境と経済の好循環をさらに推進する。また、国内15 

で確立した資源循環の技術・制度について、アジアを中心とした海外に展開し、日本16 

をハブとした国際的な資源循環システムの構築を実現する。これらにより、グローバ17 

ルなサーキュラーエコノミー（ＣＥ）型ビジネス市場におけるフロントランナーとし18 

ての地位を確立するとともに、カーボンニュートラルへの貢献を通じて、世界をリー19 

ドする循環型ビジネスモデルを確立する。 20 

 21 

（10）バイオものづくり産業  22 

 23 

 バイオものづくり分野は、国民生活や経済活動由来のＣＯ２を吸収したバイオマス24 

や、大気中のＣＯ２を直接の原料として、常温常圧の生物由来のプロセスにより有価25 

物を生産することから、カーボンニュートラルの実現を始め、様々な社会課題の解決26 

や緩和に向けた貢献が期待されている。産業領域ごとに対応が求められる社会課題や27 

適切なバイオものづくりの利活用の在り方を踏まえつつ、多様な産業への社会実装を28 

推進する。 29 

 具体的には、グリーンイノベーション基金やバイオものづくり革命推進事業等で開30 

発しているＣＯ２や未利用バイオマス等からバイオプロセスを活用した製品（低ＬＣ31 

Ａ33かつ代替品の１．２倍以内の開発コスト）等について、国内外のシェア獲得・拡32 

大に向けたルール形成を進め、石油由来製品の代替となるよう推進することで、石油33 

への過度な依存からの脱却を加速する。また、現在開発中の、水素酸化細菌等を始め34 

とする微生物・細胞設計プラットフォーム及びバイオファウンドリについて国内外に35 

おける製造受託サービスの展開を進める。 36 

 37 

 
33 ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment）の略称。 
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（11）食料・農林水産業 1 

 2 

 「みどりの食料システム戦略」（２０２１年５月）に基づき、調達、生産、加工・流3 

通、消費に至るサプライチェーン全体で、革新的な技術・生産体系の開発と社会実装4 

を推進し、２０５０年までに農林水産業のＣＯ２ゼロエミッション化の実現を目指す。 5 

具体的には、農林業機械・漁船の電化・水素化、化石燃料を使用しない園芸施設へ6 

の移行や、農畜産業由来の温室効果ガスの削減、農地・海洋における炭素の長期・大7 

量貯蔵といった吸収源対策、農山漁村に適した地産地消型エネルギーシステムの構築8 

等を強力に推進する。また、森林・木材については、再造林等の適切な森林整備、高9 

層建築物等の木造化に資する建築部材や木質系新素材の開発、利用拡大等に取り組み、10 

森林吸収量の確保を図る。 11 

 12 

（12）運輸・インフラ 13 

 14 

①自動車 15 

自動車分野においては、多様な選択肢を追求することを通じて、２０５０年に自動16 

車のライフサイクルを通じたＣＯ２排出ゼロを目指す。そのため、自動車及び関連部17 

材の製造工程の脱炭素化、蓄電池・モーター等の高性能化のための技術開発、バイオ18 

燃料の導入拡大や合成燃料、低炭素水素等の安定供給・価格低減、蓄電池の二次利用・19 

リサイクルや再生材の供給・利用を進める。また、電動車、充電・水素充てん設備、20 

車両からの給電設備などの普及拡大を図るとともに、中堅・中小サプライヤーが参画21 

した脱炭素化に対応するサプライチェーンを構築する。 22 

 23 

②航空機 24 

拡大するアジア太平洋地域の単通路機市場を中心に、我が国航空機産業の参画率向25 

上と市場拡大を図る。機体事業では、環境新技術を採用した単通路機開発に、サブシ26 

ステムやビジネスのインテグレーションも含めて参画する。エンジン事業では、超高27 

効率推進システムやハイブリッド電動推進システム等の新技術、国内の強靱なサプラ28 

イチェーン等をレバレッジに、海外機体メーカーと共同で概念設計等の上流工程から29 

開発に取り組む。その上で、航空機市場の拡大に伴い重要性が高まるМＲО34事業を30 

含む一貫した事業能力も基盤に、カーボンニュートラル実現に向けた軽量化・高効率31 

化、電動化、水素利用等の新技術を活用した次世代航空機の完成機事業に、国際連携32 

の下で取り組む。 33 

 34 

③海事 35 

 ＩＭＯ（国際海事機関）において合意された国際海運からのＧＨＧ排出削減目標に36 

基づき、２０４０年までに２００８年比で７０～８０％削減した後、２０５０年頃の37 

 
34 企業が購買・調達する資材の総称であり、maintenance, repair and operations の略称。 
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ＧＨＧ排出ゼロを目指すことになっている。このため、相当な進展が想定される化石1 

燃料から脱炭素燃料への燃料転換やバッテリーの利用拡大を一層推進するとともに、2 

更なる新エネルギーや新技術の登場に対応するため戦略的にＩＭＯにおける国際ル3 

ールの策定を主導する。また、新燃料への移行後に一層重要となる船舶の省エネルギ4 

ー化に係る技術開発に加え、最新鋭の船舶の供給等において世界を主導すべく我が国5 

造船・舶用産業の基盤等の更なる強化を図る。これらの取組を通じ、燃料転換の普及・6 

拡大が進んだ市場の中で、我が国海事産業の高い競争力及び安定的地位を確保する。 7 

 8 

④物流・人流・鉄道  9 

 グリーン物流の推進に向け、ＡＩ・ＩｏＴ等の新技術を活用したサプライチェーン10 

全体での輸送の効率化等に取り組む。道路交通流対策を推進するとともに、ダブル連11 

結トラックの更なる普及促進を図るなど物流効率化を推進する。人流においては、地12 

域における公共交通の確保や利便性向上による利用を促進する。鉄道分野においては13 

水素燃料電池鉄道車両等の普及拡大を図る。 14 

 15 

⑤インフラ（港湾、道路、ダム、下水等） 16 

コンパクト・プラス・ネットワークの構築、都市内のエリア単位の脱炭素化等を推17 

進する。グリーンインフラに関する評価手法の構築、グリーンファイナンスの活用促18 

進等を進める。水道において省エネルギー設備・再生可能エネルギー発電設備の導入19 

や施設配置の最適化を実施する。また、水処理の新技術の開発を行い、一層の省エネ20 

ルギー化を進める。公共工事において新たな動力源を用いた革新的建設機械及び脱炭21 

素資材等の導入・普及を促進する。各道路管理者が協働して道路の脱炭素化を推進す22 

る。港湾分野では、２０４０年以降の水素等の需給動向や技術開発の進展を踏まえ、23 

水素等の受入環境の整備等により、カーボンニュートラルポートの形成を推進する。 24 

 25 

（13）地域・くらし（住宅・建築物を含む） 26 

 27 

地域の脱炭素化に資する高度な脱炭素型製品・技術の地方公共団体主導での実装、28 

ＧＸ製品の国内需要創出を目指し、イノベーションを促進する。多くの地域で地域共29 

生型・地域裨益型の脱炭素を達成し、地方創生につながる取組を促進する。 30 

 住宅・建築物は、家庭・業務部門のカーボンニュートラルに向けて鍵となる分野で31 

あり、外部からのエネルギーに依存しないゼロ・エネルギー化を可能な限り進める観32 

点から、より高い省エネ水準を有した自家消費型の住宅・建築物（次世代型太陽光、33 

給湯器、建材、蓄電池、電動車等）や、高度なエネルギーマネジメント・ＤＲシステ34 

ムの構築等の実現に向けて、コスト削減や狭小地でも活用できる小型設備開発など、35 

イノベーションを促進していく。  36 
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Ⅶ．国民各層とのコミュニケーション 1 

 2 

１.総論 3 

 4 

エネルギーは、日々の生活に密接に関わるものであり、将来のエネルギーに関する5 

選択は、未来の選択にほかならない。このため、エネルギー政策について、国民一人6 

一人が当事者意識を持つことが何より重要であり、政府による情報開示を通じた国民7 

各層の理解促進や双方向のコミュニケーションを充実させていく必要がある。 8 

 9 

２.エネルギーに関する国民各層の理解促進 10 

 11 

（１）総論 12 

 13 

 我が国は、２０４０年度の温室効果ガス〇〇％削減、２０５０年カーボンニュート14 

ラル実現という野心的な目標を掲げている。カーボンニュートラル実現に向けては、15 

これまでの化石燃料中心の経済・社会構造から、クリーンエネルギー中心へ転換を行16 

う必要があり、それは必然的に産業構造や社会生活の大転換を伴うものとなる。 17 

また、２０４０年度に向けて更なる脱炭素化を進めていく上では、温室効果ガスの18 

限界削減費用が相対的に高い対策の導入も必要となるため、脱炭素化に伴う国民のコ19 

スト負担が増加する可能性も否定できない。 20 

こうしたエネルギーの転換期において、エネルギー政策を進めていくには、全ての21 

企業、国民一人一人がエネルギー事情を「じぶんごと」として捉え、内容を具体的に22 

理解した上で、行動を変容していくことが必要となる。 23 

 国民各層がエネルギーに関する理解を深め、適切な選択をしていくには、政府によ24 

る情報開示や徹底した透明性の確保が何より重要である。こうした中で、かつて大き25 

な障害となったのが、政府と事業者における「安全神話」の存在である。政府や事業26 

者が設定した基準や条件を満たせば、リスクはゼロとなり、それ以上の理解を必要と27 

しないかのような印象を与えることとなった。東京電力福島第一原子力発電所事故以28 

前のエネルギー広報はこうした認識を改善することができず、事故後、政府や事業者29 

は、情報共有の在り方、地元とのコミュニケーションに関する問題意識の不足など多30 

くの批判を受けた。政府は、このことを深く反省するとともに、国民が自らの関心に31 

基づいて、適切に整理された情報を選択し、活用できるよう、科学的知見やデータに32 

基づいた客観的で多様な情報提供の体制を確立し、エネルギーに関する基礎用語、最33 

新の動向やトピックなど政策に関連する情報をできる限り分かりやすく表現するよ34 

う継続的に努めていく必要がある。 35 

 36 

（２）エネルギー広報 37 

 38 
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 東京電力福島第一原子力発電所事故以降、エネルギー政策に対する国民の関心は高1 

まっており、エネルギー広報は、国民各層がエネルギーに関する理解を深め、適切な2 

選択をしていくうえで重要となる。 3 

このため、資源エネルギー庁ホームページやパンフレットなどの各種媒体を活用し4 

て、国内はもちろん外国に対しても丁寧に情報発信していく。また、メディア、民間5 

調査機関や非営利法人等に対しても情報提供を積極的に行い、第三者が独自の視点に6 

基づいて情報を様々な形で提供することで、国全体としてエネルギーに関する議論が7 

広く行われる環境を整備していく。 8 

 9 

（３）エネルギー教育 10 

 11 

 エネルギーに対する関心を醸成し、国民理解を深めるには、学校教育の現場でエネ12 

ルギーに関する基礎的な知識を学習する機会を設けることも重要である。こうした取13 

組を通じて、エネルギー事情を子どものうちから理解することは、大人になりエネル14 

ギー選択に主体的に関与することになった時に適切な判断をする上で有益となる。 15 

エネルギーに関する議論は、Ｓ＋３Ｅの原則に代表されるように、複数の価値がト16 

レードオフの関係にあり、唯一の「正解」が存在するわけではなく、子どもたちが自17 

らの考えを深められるテーマであると考えられる。このため、エネルギーを題材とし18 

た教育の機会を設け、子どもたちが教職員や地域の人々とも議論を深めることは、自19 

らのキャリア形成とも関連付けつつ思考を深め、探求を進めることにも寄与する。こ20 

ういった活動は、ひいては、高等教育段階においてエネルギーを専門分野として学ぶ21 

人材の増加、将来のエネルギー需給構造を支える人材の育成にもつながり得る。 22 

こうした点を踏まえ、エネルギー教育に関する授業展開例や各種コンテンツを作23 

成・改善し、ホームページや紙媒体などを通じて提供するとともに、全国各地でエネ24 

ルギー教育に取り組む教員等の創意工夫や自発的な取組を後押ししていく。 25 

 26 

３.政策立案プロセスの透明化と双方向的なコミュニケーションの充実 27 

 28 

 エネルギー政策について、双方向的なコミュニケーションを充実させるには、立案29 

プロセスの透明性を高め、政府に対する信頼を得ることが重要である。審議会等を通30 

じた政策立案のプロセスについて、最大限オープンにし、透明性を高めていく。 31 

 特に、エネルギー政策は内容が専門的で複雑であることが理解を妨げる要因となる32 

こともあり、一方的に情報を伝えるだけでなく、多様なステークホルダーが参加する33 

形で、地域のエネルギーの活用の在り方を含めて、全国各地で丁寧な対話を深めるこ34 

とが重要であり、こうした取組を進めていく。また、若者を含む幅広い層とのコミュ35 

ニケーションを充実させていく。 36 


